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第一部【証券情報】

第１【募集要項】
　該当事項はありません。

 

第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受けによる国内売出し）】

　当社と元引受契約を締結する予定の後記「２ 売出しの条件(引受人の買取引受けによる国内売出し)　(2)　ブック

ビルディング方式」に記載の金融商品取引業者(以下「第２　売出要項」において「引受人」という。)は、2017年３

月21日(火)に決定される予定の引受価額にて下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額(売出価

格)で売出し(以下「引受人の買取引受けによる国内売出し」という。)を行います。引受人は株式受渡期日(2017年３

月30日(木))に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受けによる国内売出しにおける売出価格の総額と

の差額は引受人の手取金といたします。売出人は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

　なお、引受人の買取引受けによる国内売出しは、株式会社東京証券取引所(以下「取引所」という。)の定める「有

価証券上場規程施行規則」第233条に規定するブックビルディング方式(株式の取得の申込みの勧誘時において売出価

格に係る仮条件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握した上で売出価格を決定する方法をいう。)

により決定される価格で行います。

種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
13,411,100 52,303,290,000

アイルランド共和国、ダブリン１、ノー

ス・ウォール・キー25-28

Consumer Equity Investments Limited

13,211,900株

東京都新宿区

古瀬　洋一郎　　　　　　　　 28,000株

東京都渋谷区

加藤　智治　　　　　　　　　 142,600株

東京都練馬区

宇田　武文　　　　　　　　　 28,600株

計(総売出株式) － 13,411,100 52,303,290,000 －

(注) １　上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の定める「有価証券上場規程施行規則」により規定

されております。

２　売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格(3,900円)で算出した見込額であります。

３　引受人の買取引受けによる国内売出しと同時に、当社普通株式の海外市場における売出し(以下「海外売出

し」という。)が行われる予定であります。引受人の買取引受けによる国内売出し及び海外売出しの総売出

株式数は19,123,100株であり、その内訳は引受人の買取引受けによる国内売出し13,411,100株、海外売出

し5,712,000株の予定でありますが、最終的な内訳は、需要状況等を勘案の上、売出価格決定日(2017年３

月21日(火))に決定される予定であります。また、売出数等は変更となる可能性があります。加えて、引受

人の買取引受けによる国内売出し及び海外売出しにおいて国内及び海外のそれぞれの市場における需要状

況に見合った販売を行うために、国内の引受団に当初割当てられた当社普通株式の一部が、海外の引受団

に売却されることがあります。

４　海外売出しは、海外市場(ただし、米国においては1933年米国証券法に基づくルール144Aに従った適格機関

投資家に対する販売のみとする。)で行われる予定であります。海外売出しの詳細は、後記「募集又は売出

しに関する特別記載事項　２ 海外売出しについて」をご参照ください。

５　引受人の買取引受けによる国内売出しに伴い、その需要状況を勘案し、野村證券株式会社が当社株主であ

るConsumer Equity Investments Limitedから2,011,600株を上限として借り入れる当社普通株式の日本国

内における売出し(以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。)が行われる場合があります。
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オーバーアロットメントによる売出しについては、後記「３ 売出株式(オーバーアロットメントによる売

出し)」及び「４ 売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)」をご参照ください。

６　引受人の買取引受けによる国内売出し、オーバーアロットメントによる売出し及び海外売出し(以下「グ

ローバル・オファリング」と総称する。)に関連して、ロックアップに関する合意がなされる予定でありま

す。その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　４ ロックアップについて」

をご参照ください。

７　グローバル・オファリングのジョイント・グローバル・コーディネーターは、野村證券株式会社、Morgan

Stanley & Co. International plc及びＵＢＳ証券株式会社(以下「ジョイント・グローバル・コーディ

ネーター」と総称する。)であります。引受人の買取引受けによる国内売出しの共同主幹事会社は、野村證

券株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社、ＵＢＳ証券株式会社、ＳＭＢＣ日興証券株

式会社及び大和証券株式会社であり、当社普通株式を取得し得る投資家のうち、個人・事業会社等に対す

る需要状況等の把握及び配分に関しては、野村證券株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式

会社、ＵＢＳ証券株式会社、ＳＭＢＣ日興証券株式会社及び大和証券株式会社が、機関投資家に対する需

要状況等の把握及び配分に関しては、野村證券株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

及びＵＢＳ証券株式会社が共同で行います。

８　当社は、引受人に対し、上記売出数の一部につき、当社が指定する販売先(親引け先)への販売を要請する

予定であります。当社が指定する販売先(親引け先)、株式数及び販売目的は下表のとおりであります。

指定する販売先(親引け先) 株式数 販売目的

全国農業協同組合連合会
(取得金額40億円を上限として

要請を行う予定であります。)

当社及びその子会社における

友好な取引関係を今後も維

持・発展させていくため

サントリー酒類株式会社
(取得金額15億円を上限として

要請を行う予定であります。)

当社及びその子会社における

友好な取引関係を今後も維

持・発展させていくため

株式会社極洋
(取得金額10億円を上限として

要請を行う予定であります。)

当社及びその子会社におけ

る友好な取引関係を今後も

維持・発展させていくため

マルハニチロ株式会社
(取得金額10億円を上限として

要請を行う予定であります。)

当社及びその子会社におけ

る友好な取引関係を今後も

維持・発展させていくため

日本ハム株式会社
(取得金額５億円を上限として

要請を行う予定であります。)

当社及びその子会社におけ

る友好な取引関係を今後も

維持・発展させていくため

スシローグローバルホールディ

ングス従業員持株会

(取得金額１億70百万円を上限

として要請を行う予定でありま

す。)

福利厚生のため

なお、親引けは、日本証券業協会の定める「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分に関する規

則」に従い、発行者が指定する販売先への売付け(販売先を示唆する等実質的に類似する行為を含む。)で

あります。

９　振替機関の名称及び住所は、以下のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【売出しの条件（引受人の買取引受けによる国内売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

 

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。
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（２）【ブックビルディング方式】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込株数
単位
（株）

申込証拠
金（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏名又は
名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１

未定

(注)１

自　2017年

３月22日(水)

至　2017年

３月27日(月)

100
未定

(注)２

引受人及びその

委託販売先金融

商品取引業者の

本支店及び営業

所

東京都中央区日本橋一丁目

９番１号

野村證券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁

目５番２号

三菱ＵＦＪモルガン・スタ

ンレー証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁

目５番１号

ＵＢＳ証券株式会社

東京都千代田区丸の内三丁

目３番１号

ＳＭＢＣ日興証券株式会社

東京都千代田区丸の内一丁

目９番１号

大和証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁

目５番１号

みずほ証券株式会社

東京都中央区日本橋一丁目

４番１号

メリルリンチ日本証券株式

会社

大阪府大阪市中央区今橋一

丁目８番12号

岩井コスモ証券株式会社

東京都港区赤坂一丁目12番

32号

マネックス証券株式会社

東京都港区六本木一丁目６

番１号

株式会社ＳＢＩ証券

東京都千代田区麹町三丁目

３番６

丸三証券株式会社

東京都千代田区麹町一丁目

４番地

松井証券株式会社

東京都中央区日本橋兜町７

番12号

ＳＭＢＣフレンド証券株式

会社

愛知県名古屋市中村区名駅

四丁目７番１号

東海東京証券株式会社

未定

(注)３

(注) １　売出価格は、ブックビルディング方式によって決定されます。

売出価格は、2017年３月13日(月)に仮条件を決定し、当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変

動リスク等を総合的に勘案した上で、売出価格決定日(2017年３月21日(火))に引受価額と同時に決定され

る予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性の高い上場会社との比較、価格算定

能力が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定される予定であります。需
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要の申込みの受付けに当たり、引受人は、当社普通株式が市場において適正な評価を受けることを目的

に、機関投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２　申込証拠金は、売出価格と同一の金額とし、申込証拠金には利息をつけません。

３　引受人の引受価額による買取引受けによることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件

は、売出価格決定日(2017年３月21日(火))に決定される予定であります。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の

総額は引受人の手取金となります。

４　当社は、引受人及び売出人と売出価格決定日(2017年３月21日(火))に元引受契約を締結する予定であり

ます。

５　引受人は、引受人の買取引受けによる国内売出しに係る売出株式数のうち、10,000株を上限として、全

国の販売を希望する引受人以外の金融商品取引業者に販売を委託する方針であります。

６　株式受渡期日は、2017年３月30日(木)(以下「上場(売買開始)日」という。)の予定であります。引受人

の買取引受けによる国内売出しに係る株式は、株式会社証券保管振替機構(以下「機構」という。)の

「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行

うことができます。

７　申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたしま

す。

８　申込みに先立ち、2017年３月14日(火)から2017年３月17日(金)までの期間、引受人に対して、当該仮条

件を参考として需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更又は撤回することが可能であ

ります。

販売に当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通

性の確保等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家に対しても販売が行われることがあります。引受

人は、公平かつ公正な販売に努めることとし、自社で定める配分に関する基本方針及び社内規程等に従い

販売を行う方針であります。配分に関する基本方針については引受人の店頭における表示又はホームペー

ジにおける表示等をご確認ください。

９　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、金融商品仲介業務を行う以下の登録金融機関に、引受

人の買取引受けによる国内売出しの取扱いを一部委託します。

名称：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

住所：東京都千代田区丸の内二丁目７番１号

上記登録金融機関は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社の委託を受け、引受人の買取引受け

による国内売出しの取扱いを行いますが、上記登録金融機関の店舗によっては、引受人の買取引受けによ

る国内売出しの取扱いが行われない場合があります。

10　引受人の買取引受けによる国内売出しが中止された場合は、オーバーアロットメントによる売出し及び

海外売出しも中止されます。

また、海外売出しが中止された場合にも、引受人の買取引受けによる国内売出し及びオーバーアロット

メントによる売出しが中止されます。
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数（株）
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

－
入札方式のうち入札

による売出し
－ － －

－
入札方式のうち入札

によらない売出し
－ － －

普通株式
ブックビルディング

方式
2,011,600 7,845,240,000

東京都中央区日本橋一丁目９番１号

野村證券株式会社

2,011,600株

計(総売出株式) － 2,011,600 7,845,240,000 －

(注) １　オーバーアロットメントによる売出しは、引受人の買取引受けによる国内売出しに伴い、その需要状況を

勘案し、野村證券株式会社が行う日本国内における売出しであります。従ってオーバーアロットメントに

よる売出しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、需要状況により売出株式数が減少し、又

は売出しが全く行われない場合があります。

２　オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社及びＵＢＳ証券株式会社と協議の上で、東京証券取引所において、オーバーアロットメ

ントによる売出しに係る売出株式数を上限とする当社普通株式の買付け(以下「シンジケートカバー取

引」という。)を行う場合があります。

なお、その内容については、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　３ グリーンシューオプショ

ン及びシンジケートカバー取引について」をご参照ください。

３　上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の定める「有価証券上場規程施行規則」により規定

されております。

４　引受人の買取引受けによる国内売出しが中止された場合には、オーバーアロットメントによる売出し及び

海外売出しも中止されます。

５　売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格(3,900円)で算出した見込額でありま

す。

６　振替機関の名称及び住所は、前記「１ 売出株式(引受人の買取引受けによる国内売出し)」の(注)９に記

載した振替機関と同一であります。
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

（１）【入札方式】

①【入札による売出し】

　該当事項はありません。

 

②【入札によらない売出し】

　該当事項はありません。

 

（２）【ブックビルディング方式】

売出価格
（円）

申込期間
申込株数
単位
（株）

申込
証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１

自　2017年

３月22日(水)

至　2017年

３月27日(月)

100
未定

(注)１

野村證券株式

会社の本店及

び全国各支店

－ －

(注) １　売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受けによる国内売出しにおける売出価格及び申込

証拠金とそれぞれ同一とし、売出価格決定日(2017年３月21日(火))に決定される予定であります。ただ

し、申込証拠金には利息をつけません。

２　オーバーアロットメントによる売出しに必要な条件は、売出価格決定日(2017年３月21日(火))に決定さ

れる予定であります。

３　株式受渡期日は、引受人の買取引受けによる国内売出しにおける株式受渡期日と同じ上場(売買開始)日

(2017年３月30日(木))の予定であります。オーバーアロットメントによる売出しに係る株式は、機構の

「株式等の振替に関する業務規程」に従い、機構にて取扱いますので、上場(売買開始)日から売買を行

うことができます。

４　申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたしま

す。

５　野村證券株式会社の販売方針は、前記「２ 売出しの条件(引受人の買取引受けによる国内売出し)　(2)

ブックビルディング方式」の(注)８に記載した販売方針と同様であります。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　東京証券取引所への上場について

　当社は、前記「第２　売出要項」における売出株式を含む当社普通株式について、野村證券株式会社、三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券株式会社、ＵＢＳ証券株式会社、ＳＭＢＣ日興証券株式会社及び大和証券株式会社を共同

主幹事会社として、2017年３月30日(木)に東京証券取引所への上場を予定しております。

 

２　海外売出しについて

　引受人の買取引受けによる国内売出し及びオーバーアロットメントによる売出しと同時に、海外市場(ただし、米

国においては1933年米国証券法に基づくルール144Aに従った適格機関投資家に対する販売のみとする。)における売

出し(海外売出し)が、Morgan Stanley & Co. International plc、Nomura International plc及びUBS AG, London

Branch(アルファベット順)並びにMerrill Lynch International及びMizuho International plcを共同主幹事引受会

社兼ジョイント・ブックランナーとする海外幹事引受会社の総額個別買取引受けにより行われる予定であります。

　引受人の買取引受けによる国内売出し及び海外売出しの総売出株式数は19,123,100株であり、その内訳は引受人の

買取引受けによる国内売出し13,411,100株、海外売出し5,712,000株の予定でありますが、最終的な内訳は、需要状

況等を勘案の上、売出価格決定日(2017年３月21日(火))に決定される予定であります。

　また、海外の投資家向けに英文目論見書を作成しておりますが、その様式及び内容は、本書と同一ではありませ

ん。

 

３　グリーンシューオプション及びシンジケートカバー取引について

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのため

に、野村證券株式会社がConsumer Equity Investments Limited(以下「貸株人」という。)から借り入れる当社普通

株式2,011,600株(上限)(以下「借入れ株式」という。)であります。これに関連して、貸株人は野村證券株式会社に

対して、2,011,600株を上限として、2017年４月26日を行使期限として、その所有する当社普通株式を追加的に取得

する権利(以下「グリーンシューオプション」という。)を付与する予定であります。

また、野村證券株式会社は、借入れ株式の返却を目的として、上場(売買開始)日(2017年３月30日)から2017年４月

21日までの間(以下「シンジケートカバー取引期間」という。)、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社及び

ＵＢＳ証券株式会社と協議の上で、東京証券取引所において、オーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式

数を上限とするシンジケートカバー取引を行う場合があります。

なお、シンジケートカバー取引期間内においても、野村證券株式会社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株

式会社及びＵＢＳ証券株式会社と協議の上で、シンジケートカバー取引を全く行わないか、又はオーバーアロットメ

ントによる売出しに係る売出株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。シン

ジケートカバー取引により買い付けられ返却に充当される当社普通株式の株式数が、借入れ株式の株式数に満たない

場合、不足する株式数については野村證券株式会社がグリーンシューオプションを行使することにより貸株人への返

却に代えることといたします。

 

４　ロックアップについて

　グローバル・オファリングに関連して、売出人及び貸株人であるConsumer Equity Investments Limited、売出人

である古瀬洋一郎、加藤智治及び宇田武文、当社の株主である水留浩一、豊﨑賢一、ジョン・ダーキン及び福田哲

也、当社の新株予約権者であるスティーブ・デイカス、ポール・クオ、木下嘉人、小林勲、清水敬太、堀江陽、新居

耕平及び森井理博並びに当社の新株予約権者である当社及び当社の子会社の従業員117名は、ジョイント・グローバ

ル・コーディネーターに対し、元引受契約締結日から上場(売買開始)日(当日を含む。)後180日目の2017年９月25日

(当日を含む。)までの期間(以下「ロックアップ期間」という。)中、ジョイント・グローバル・コーディネーターの

事前の書面による同意なしには、当社普通株式等の譲渡又は処分等(ただし、引受人の買取引受けによる国内売出

し、海外売出し及びオーバーアロットメントによる売出しのために当社普通株式を貸し渡すこと等を除く。)を行わ

ない旨を約束する書面を差し入れる予定であります。

　また、グローバル・オファリングに関連して、当社は、ジョイント・グローバル・コーディネーターに対し、ロッ

クアップ期間中、ジョイント・グローバル・コーディネーターの事前の書面による同意なしには、当社普通株式等の

発行等(ただし、株式分割による新株式発行等を除く。)を行わない旨を約束する書面を差し入れる予定であります。

　なお、上記のいずれの場合においても、ジョイント・グローバル・コーディネーターは、ロックアップ期間中で

あってもその裁量で当該合意内容の一部又は全部につき解除できる権限を有しております。

　上記のほか、当社は、取引所の定める「有価証券上場規程施行規則」の規定に基づき、上場前の第三者割当等によ

る募集株式等の割当等に関し、割当てを受けた者との間に継続所有等の確約を行っております。その内容については

「第四部　株式公開情報　第２　第三者割当等の概況」をご参照ください。

　さらに、当社のストック・オプション制度に基づき新株予約権の割当てを受けた当社及び当社の子会社の役員及び

従業員等15名は、当社及び当社の株主であるConsumer Equity Investments Limitedとの間で、一定の場合を除き、
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所定の期間中、その保有する新株予約権及び当該新株予約権を行使することにより取得する当社普通株式を譲渡しな

いことに合意しております。その内容については、「第二部 企業情報 第４ 提出会社の状況　１ 株式等の状況　

(7)　ストックオプション制度の内容(Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取に

ついて)」をご参照ください。
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第３【その他の記載事項】
　株式売出届出目論見書に記載しようとする事項

 

(1）表紙に当社のロゴ 及び当社子会社のロゴ を記載いたします。

 

(2）表紙の次に「１．事業の内容」～「２．業績等の概要」をカラー印刷したものを記載いたします。
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第二部【企業情報】

第１【企業の概況】
（はじめに）

　当社は、1984年10月23日に設立された株式会社すし太郎（以下「旧株式会社あきんどスシロー」という。）を前身

としております。旧株式会社あきんどスシローは、すしを通して人々の暮らしを豊かにすることを経営理念に掲げ、

より多くのお客様に良質かつ低価格なすしを味わっていただくために積極的に店舗展開を行うことで、日本の伝統食

すしの発展に寄与することを目標としてまいりました。2003年９月18日には、東京証券取引所市場第二部に株式上場

いたしました。

　ユニゾン・キャピタル・グループに属する投資ファンドにより設立されたエーエスホールディングス株式会社は、

2008年９月に旧株式会社あきんどスシローのマネジメント・バイ・アウト（以下「MBO」という。）を発表し、株式

の公開買付け（以下「本公開買付け」という。）を実施いたしました。本公開買付けは、2008年11月10日に成立し、

これにより旧株式会社あきんどスシローは、エーエスホールディングス株式会社の子会社となり、2009年４月１日に

東京証券取引所市場第二部の株式上場を廃止いたしました。エーエスホールディングス株式会社は、2009年５月31日

を効力発生日として旧株式会社あきんどスシローを消滅会社とする合併を行い、同日付でエーエスホールディングス

株式会社の商号を株式会社あきんどスシロー（以下「前株式会社あきんどスシロー」という。）に変更いたしまし

た。

　その後、主要株主がユニゾン・キャピタル・グループ等からペルミラ・アドバイザーズ・グループが助言を提供す

るペルミラ・ファンド※1に異動するにあたり、ペルミラ・ファンドにより2012年７月31日に設立されたCEILジャパ

ン株式会社は、2012年９月28日に前株式会社あきんどスシローの全株を取得し、同社を子会社といたしました。CEIL

ジャパン株式会社は、2013年１月１日に前株式会社あきんどスシローを消滅会社とする合併を行い、同日付でCEIL

ジャパン株式会社の商号を株式会社あきんどスシローに変更しております。

　株式会社あきんどスシローは、2015年３月31日に単独株式移転により、株式会社あきんどスシローホールディング

スを設立、持株会社体制に移行し、同社は2015年10月１日付で商号を株式会社スシローグローバルホールディングス

に変更し、現在に至っております。

　さらに2015年10月１日に新業態の開発を行う目的で、株式会社あきんどスシローから新設分割により株式会社スシ

ロークリエイティブダイニングを設立し、同日に株式会社スシロークリエイティブダイニングが発行する全株式を株

式会社あきんどスシローから当社に株式譲渡しております。

※１　ペルミラ・ファンドはペルミラ・アドバイザーズ株式会社又はその関係会社（ペルミラ・アドバイザーズ・グ

ループ）が助言を提供するファンドであり、ペルミラ・ファンドが全株式を保有するSardilux S.à r.l.を通じ、当

社の親会社であるConsumer Equity Investments Limitedの株式の過半を間接的に保有している。

 

(1）株式会社すし太郎の設立と株式会社あきんどスシロー（旧株式会社あきんどスシロー）への商号変更

　旧株式会社あきんどスシローは、創業者の清水義雄氏が1975年７月に大阪市阿倍野区において、個人ですし店

（回転寿司ではなく、職人が客の注文に応じてすしを握るスタイルの店舗）を開業したことに始まります。その

後、大阪市内においてテイクアウト専門店を開業する等の変遷を経て、1984年10月23日、回転すし店の店舗展開を

目的とする株式会社すし太郎が大阪府豊中市に設立されました。その後、1999年８月１日に、株式会社すし太郎

（代表取締役：清水義雄）を存続会社、清水義雄氏の実弟である清水豊氏が代表取締役を務めていた株式会社すし

太郎（本社：大阪府吹田市）を消滅会社とする合併が行われ、2000年12月に商号を株式会社すし太郎から株式会社

あきんどスシローに変更し、「すしを通して人々の暮らしを豊かにしたい」という経営理念の下、お客様には高品

質で付加価値の高いサービスを継続的に提供するとともに、「回転すし総合管理システム」の導入などによる効率

性の追求を併せて行うことで、お客様満足度の向上に日々努め、2003年９月18日に東京証券取引所市場第二部に株

式上場いたしました。

 

(2）エーエスホールディングス株式会社によるMBOの実施

　エーエスホールディングス株式会社は、旧株式会社あきんどスシロー（実質上の存続会社）株式の取得等を目的

として、ユニゾン・キャピタル・グループに属する投資ファンドにより2008年８月８日に設立されました。

　旧株式会社あきんどスシローの取締役会は、ユニゾン・キャピタル・グループからの戦略的非公開化の提案内容

について、慎重に検討・協議した結果、当提案が従来の提携関係を超えた強固な資本関係を構築することで旧株式

会社あきんどスシローの企業価値向上を企図したものであり、旧株式会社あきんどスシローが掲げる中期経営計画

と整合するものであったことから、旧株式会社あきんどスシローの成長にとって極めて有意義であり、また本公開

買付けの買付価格及び諸条件は旧株式会社あきんどスシローの株主にとって妥当なものであると判断し、本公開買

付けについて、2008年９月24日開催の取締役会で決議し、賛同の意見表明をいたしました。

　エーエスホールディングス株式会社は、2008年９月25日に旧株式会社あきんどスシロー株式等への公開買付けを

実施し、2008年11月10日に成立しました。これにより旧株式会社あきんどスシローは、エーエスホールディングス

株式会社の子会社となり、2009年４月１日に東京証券取引所市場第二部の株式上場を廃止いたしました。　その

後、エーエスホールディングス株式会社は、2009年５月31日を効力発生日として旧株式会社あきんどスシローを消
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滅会社とする合併を行い、同日付でエーエスホールディングス株式会社の商号を株式会社あきんどスシロー（以下

「前株式会社あきんどスシロー」という。）に変更いたしました。

 

(3）ユニゾン・キャピタル・グループ等からペルミラ・ファンドへの主要株主の異動

　CEILジャパン株式会社は、ユニゾン・キャピタル・グループに属する投資ファンド等が保有する前株式会社あき

んどスシロー株式の全株を取得する目的で、ペルミラ・ファンドにより2012年７月31日に設立されました。

　CEILジャパン株式会社は、LBO(Leveraged Buyout)を実施し、自己資金のほか金融機関からの借入約400億円の外

部資金調達を実施することで、ユニゾン・キャピタル・グループに属する投資ファンド等から前株式会社あきんど

スシロー株式の全株を2012年９月28日に取得しました。連結財政状態計算書に計上されている借入金の一部、ブラ

ンド53,596百万円及びのれん30,371百万円は当該子会社化により認識されたものであります。その後、CEILジャパ

ン株式会社は2013年１月１日を効力発生日として前株式会社あきんどスシローを消滅会社とする合併を行い、同日

付でCEILジャパン株式会社の商号を株式会社あきんどスシローに変更しております。なお、2015年12月に資本政策

上の観点から自己株式250億株を総額250億円で取得しており（「第４　提出会社の状況　２　自己株式の取得等の

状況」をご参照ください。）、取得に要する資金を新規に借り入れております（「第２　事業の状況　７　財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(3) 財政状態の分析」をご参照ください。）。当該自己株式

は、2016年12月にそのすべてを消却しております（「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)　連結財務諸

表　連結財務諸表注記　38.後発事象」をご参照ください。）。

　のれんの減損については、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク　(22) 減損会計の適用に伴うリスク」及

び「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)　連結財務諸表　連結財務諸表注記　14.資産の減損」をご参照

ください。借入金については、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク　(23) 多額の借入金及び財務制限条項

への抵触に伴うリスク」及び「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)　連結財務諸表　連結財務諸表注

記　17.借入金」をご参照ください。

 

(4）株式会社スシローグローバルホールディングスの設立

　株式会社あきんどスシローは、2015年３月31日に単独株式移転により、株式会社あきんどスシローホールディン

グスを設立し、持株会社体制に移行しました。また、株式会社あきんどスシローホールディングスは、2015年10月

１日付で商号を株式会社スシローグローバルホールディングスに変更し、現在に至っております。

 

　以上の当社の事業運営主体の変遷を図示いたしますと次のとおりであります。
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＜当社の変遷＞

 

(5）上場廃止の経緯

　当社は、1984年10月に設立され、すしを通して人々の暮らしを豊かにすることを経営理念に掲げ、より多くのお

客様に良質かつ低価格なすしを味わっていただくためにすし事業を展開してまいりました。当社の業績は、2007年

頃まで順調に推移しておりましたが、国内の回転すし市場について中長期的な飽和状態が想定され、事業環境が厳

しくなることに鑑みて、2007年８月に株式会社極洋及びユニゾン・キャピタルグループとの戦略的業務・資本提携

を行い、中期経営計画を策定・公表いたしました。その後、2007年10月以降において、①原油高、穀物需要増によ

る原価の高騰、②店長の管理監督者問題への世間的な注目の集まり、③相次ぐ食品関係の不祥事を契機とした消費

者からのクレーム・訴訟のリスク、④当社と同様の事業モデルを展開する競合他社による積極出店・既存店での値

引きも含めた激しい攻勢などにより、当社を取り巻く経営環境は当初想定していた以上に悪化し、2008年９月期の

通期業績予想の修正及び中期経営計画の見直しについて公表いたしました。

　当社は、見直し後の中期経営計画に沿った成長を達成するために、組織力の強化と積極的かつ迅速な新規出店を

同時並行で実行するという難しい経営課題に直面いたしました。その際、当社がこのような激しい経営環境を乗り

越え、かかる経営課題を的確に解決していくにあたり、ユニゾン・キャピタル・グループから戦略的非公開化によ

る抜本的な経営改革の提案がありました。当社としては、本提案に基づき中期的な視点から経営方針について改革

を行う体制を構築することが急務であると旧株式会社あきんどスシローの取締役会において判断し、MBOによる非

公開化という決断に至りました。
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　また、MBOの実施においては公開買付けを含む取引が少数株主にとって不利益なものとなっていないかが重要で

あるため、当社は、一般投資家への十分な情報開示に努めるとともに、旧株式会社あきんどスシローの取締役会

は、第三者算定機関及びリーガルアドバイザーからの情報を参考に当社の企業価値及び株主共同の利益の観点から

慎重に協議を行いました。これらの結果、公開買付価格１株当たり3,250円は、基準日（2008年９月22日）から過

去１ヶ月間、過去３ヶ月間、過去６ヶ月間の東京証券取引所市場第二部の終値に対して、それぞれ約65％、約

61％、約50％のプレミアム、基準日の終値に対して69％のプレミアムを加えた価格であり、当社の株主にとって妥

当なものであると判断いたしました。

　以上のことからMBOを実施し、2009年４月に東京証券取引所市場第二部の株式上場を廃止いたしました。

 

(6）上場廃止後の状況

　当社はユニゾン・キャピタル・グループから出資を受けた2007年からの５年間を「第二の創業」期間として、非

上場化の目的を達成するために、従来まで実践してきた継続的な商品力の改善に加え、「人材」、「商品」、「店

舗」、「サービス」、「広告宣伝」及び「リスク管理」などのあらゆる側面でスシローとしての企業力を再強化す

る経営革新を行いました。

　さらに当社は、ペルミラ・ファンドから出資を受けた後の2012年からは、購買力を武器に厳選された素材による

高付加価値商品として１皿180円以上の商品提供を始めたほか、インターネットやモバイル・アプリケーションか

ら気軽に予約・ネット注文ができるサービスの開始等の店舗の魅力を高める施策を実施したことに加え、店舗開発

力の強化による新規出店数の増加や店舗社員の作業の標準化、アルバイト・パートタイマーへの業務移管による店

舗運営効率化による更なる経営革新を実行いたしました。

　「人材」への取り組みにより、職人気質をもった人材の多い企業であった当社（寿司のプロ）に経営コンサル

ティングファームなど出身の取締役及び執行役員ら（経営のプロ）が参画するマネジメントチームを作り上げまし

た。2009年10月からは、一般的に見られるトップダウンの「ピラミッド型」組織から、ボトムアップ方式の「逆ピ

ラミッド型」組織、すなわちお客様及びお客様にサービスを提供する店舗従業員を社内における最上位として、経

営陣をはじめとした幹部役員はそれをサポートする組織を志向し始め、組織改革、現場従業員のモチベーション向

上を図りました。さらに店舗業績及び個人の評価を賞与額に連動させた店舗社員のインセンティブとして「マイル

制度」を導入、2011年10月からは店長への教育の場として「すし塾」を開催し、店舗従業員（社員及びアルバイ

ト・パートタイマー）には教育研修のほか、店舗で成果を創出するための育成体系の見直しやキャリアステップに

応じた研修の実施、積極的なOJTにより習熟度合いを高めるなど、従業員のスキル向上に注力いたしました。

　「商品」への取り組みにより、伝統的な寿司分野でないいわゆる「創作寿司」の分野で新メニューを投入し続け

るとともに、2009年１月よりフライヤーを各店舗に順次導入し、揚げたての揚げ物をメニューラインアップに加

え、メニューの幅を広げました。2013年度からは高付加価値商品として厳選した食材を用いた１皿180円商品の提

供のほか、すしに合うラーメンの提供、デザートメニューの追加、押し寿司等のテイクアウト商品の拡充など、す

しのみならずサイドメニューの充実化を図りました。また、スシローの購買力を活かした厳選素材を活用して１皿

280円商品の提供を開始したほか、980円での大皿提供の開始など高価格帯でさらに価値ある商品提供を実施いたし

ました。

　「店舗」及び「サービス」への取り組みにより、寿司に対する満足度と同様に、店舗の雰囲気、従業員の接客に

よって得られる「体験価値」を上げるための投資を行いました。2008年度から2016年度の間に259店舗のリニュー

アル改装などを行い、それと同時に販売促進と店舗従業員の教育（接客専門家による社内研修、コミュニケーショ

ン向上を図るコーチング研修などの導入）の強化を行いました。さらに、お客様が気兼ねなく個別簡単に注文でき

るように、「タッチパネル」を2009年１月より順次導入したほか、2015年からはスマートフォンによるアプリの提

供を開始し、予約システムの提供や持ち帰り注文を気軽にできるサービスを展開いたしました。

　「広告宣伝」への取り組みは、従来の販売促進方法は商品の美味しさ（ネタの良さ）に基づく口コミとチラシ配

布であり、知名度は限定的なものに留まっていたものを、ブランディングとPR戦略を実行し、スシローの企業理念

明確化、ブランド確立、知名度向上など様々な効果が発揮されました。2009年を「ブランド元年」とし、屋号を

「スシロー」に統一、ロゴを刷新し、ブランド・スローガンとして「うまいすしを、腹一杯。」を確立いたしまし

た。店内では、スシローのこだわりを伝える様々な伝達ツール（ポスターや卓上POP）を作成及び浸透させ、対外

的には、新聞広告、雑誌記事、テレビCMなどによる広告宣伝活動を積極活用し始め、スシローの知名度向上及びブ

ランド価値向上を図りました。2015年からは「これぞ、スシロー」を合言葉に寿司屋への原点回帰としてスシロー

の店内調理の魅力を積極的に伝えるテレビCMを実施し、ブランド価値の更なる向上を実施しております。

　「リスク管理」への取り組みにより、回転寿司では生鮮食品を扱うため、極めて重要な衛生管理をさらに徹底

し、管理監督者問題として店長のサービス残業などが外食業界で問題視された時期に改めて労務管理方法を見直す

とともに、従業員の残業時間管理徹底のため、アラート機能の追加など更なる仕組みを構築いたしました。これら

の成果は、店舗巡回の強化（衛生）、労働時間の見える化（労務）、リスク管理に関する研修の徹底（衛生及び労

務共通）、衛生管理・労務管理を店長の評価に直結させることなどの仕組みを導入した結果であります。
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　なお、MBOを実施し、上場廃止となった翌事業年度（2010年９月期）以降における経営成績等の推移は以下のと

おりであります。2016年９月期より国際会計基準(以下「IFRS」という。)に基づいて連結財務諸表を作成してお

り、2015年９月期のIFRSによる連結経営成績等をあわせて記載しております。

（単位：百万円）

回次

日本基準（単体）

前株式会社あきんどスシロー 株式会社あきんどスシロー

第３期 第４期 第５期 第１期 第２期 第３期

決算年月 2010年９月 2011年９月 2012年９月
2013年３月
（注）６

2013年９月
（注）６

2014年９月

売上高 81,917 99,822 111,305 29,340 61,802 125,943

売上総利益 41,261 50,043 55,918 14,887 31,768 64,360

営業利益 2,578 4,470 6,483 1,355 3,098 4,430

EBITDA（注）３ 7,156 8,869 10,319 2,867 6,225 11,235

店舗数（店） 288 319 336 344 356 377

出店（店） 25 31 20 6 12 22

退店（店） 3 0 3 1 0 1

店舗当たり売上高

（注）５
296 329 340 － － 345

 

（単位：百万円）

回次

IFRS（連結）

株式会社スシローグローバル
ホールディングス

第１期 第２期

決算年月 2015年９月 2016年９月

売上収益 136,174 147,702

売上総利益 69,690 75,695

営業利益 6,888 7,509

EBITDA（注）４ 10,777 12,267

店舗数（店） 418 450

出店（店） 40 39

退店（店） 5 7

店舗当たり売上高

（注）５
344 345

　（注）１．2014年９月期までは単体ベースで記載し、2015年９月期以降は連結ベースで記載しております。

２．百万円未満を四捨五入して記載しております。

３．EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却費＋長期前払費用（敷金及び保証金）償却費＋資産除去債務利

息

４．EBITDA＝営業利益＋その他の費用－その他の収益＋減価償却費及び償却費＋長期前払費用償却費＋長期前払

費用（敷金及び保証金）償却費

５．店舗当たり売上高は、株式会社あきんどスシローの売上収益（売上高）÷年平均店舗数にて算出しておりま

す。また、2013年３月期及び2013年９月期は会計期間が１年に満たないことから記載を省略しております。

６．株式会社あきんどスシロー（旧CEILジャパン株式会社）の2013年３月期は2012年７月31日から2013年３月31

日までの８ヶ月１日間、2013年９月期は決算期変更のため、2013年４月１日から９月30日までの６ヶ月間と

なっております。

なお、2013年３月期において、旧CEILジャパン株式会社は前株式会社あきんどスシローの吸収合併前は有価

証券の取得のほかに特段の事業活動を行っていなかったため、経営成績は前株式会社あきんどスシロー吸収

合併後の2013年１月１日から３月31日までとなっております。
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　また、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）は、経営成績の推移を把握するために、以下の算

式により算出されたEBITDA等を重要な経営指標として位置づけております。2010年９月期以降のEBITDA、過去２期

と2017年９月期第１四半期の調整後EBITDA及び調整後当期（四半期）利益の推移は以下のとおりであります。

 

（単位：百万円）

回次

日本基準（単体）

前株式会社あきんどスシロー 株式会社あきんどスシロー

第３期 第４期 第５期 第１期 第２期 第３期

決算年月 2010年９月 2011年９月 2012年９月
2013年３月
（注）１

2013年９月
（注）１

2014年９月

営業利益 2,578 4,470 6,483 1,355 3,098 4,430

（調整額）       

＋減価償却費 2,701 2,512 2,712 612 1,347 3,235

＋のれん償却費 1,848 1,848 1,083 879 1,759 3,517

＋長期前払費用（敷金及

び保証金）償却費
28 27 28 14 14 38

＋資産除去債務利息 － 12 14 7 7 15

EBITDA（注）２、８ 7,156 8,869 10,319 2,867 6,225 11,235

 

（単位：百万円）

回次

IFRS（連結）

株式会社スシローグローバル
ホールディングス

第１期 第２期 第３期第１四半期

決算年月 2015年９月 2016年９月 2017年９月

営業利益 6,888 7,509 2,140

（調整額）    

＋その他の費用 574 1,279 50

－その他の収益 △92 △195 △11

＋減価償却費及び償却費 3,323 3,591 901

＋長期前払費用償却費 33 37 8

＋長期前払費用（敷金及

び保証金）償却費
51 46 11

EBITDA（注）３、８ 10,777 12,267 3,098

（調整額）    

＋経営指導契約に基づく

経営指導料（注）４
142 118 26

＋Sushiro U.S. Holdings

Inc.関連損失
－ 215 6

調整後EBITDA

（注）５、８
10,920 12,600 3,131
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（単位：百万円）

回次

IFRS（連結）

株式会社スシローグローバル
ホールディングス

第１期 第２期 第３期第１四半期

決算年月 2015年９月 2016年９月 2017年９月

当期（四半期）利益 3,784 3,164 1,466

（調整額）    

＋経営指導契約に基づく

経営指導料（注）４
142 118 26

＋上場関連費用 － 253 39

＋リファイナンスコスト 496 1,209 －

＋Sushiro U.S. Holdings

Inc.関連損失（注）７
－ 686 6

＋調整項目の税効果調整 △233 △449 △16

調整後当期（四半期）利益

（注）６、８
4,189 4,981 1,521

　（注）１．株式会社あきんどスシロー（旧CEILジャパン株式会社）の2013年３月期は2012年７月31日から2013年３月31

日までの８ヶ月１日間、2013年９月期は決算期変更のため、2013年４月１日から９月30日までの６ヶ月間と

なっております。

なお、2013年３月期において、旧CEILジャパン株式会社は前株式会社あきんどスシローの吸収合併前は有価

証券の取得のほかに特段の事業活動を行っていなかったため、経営成績は前株式会社あきんどスシロー吸収

合併後の2013年１月１日から３月31日までとなっております。

２．EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却費＋長期前払費用（敷金及び保証金）償却費＋資産除去債務利

息

３．EBITDA＝営業利益＋その他の費用－その他の収益＋減価償却費及び償却費＋長期前払費用償却費＋長期前払

費用（敷金及び保証金）償却費

４．経営指導契約に基づく経営指導料とは、当社とConsumer Equity Investments Limitedとの間のコンサル

ティング契約に基づく報酬を意味します。

５．調整後EBITDA＝EBITDA＋経営指導契約に基づく経営指導料＋Sushiro U.S. Holdings Inc.関連損失

６．調整後当期（四半期）利益＝当期（四半期）利益＋経営指導契約に基づく経営指導料＋上場関連費用＋リ

ファイナンスコスト＋Sushiro U.S. Holdings Inc.関連損失＋調整項目の税効果調整

７．2016年９月期686百万円は、米国事業営業損失222百万円及び米国事業撤退関連損失（減損損失を含む）463

百万円であります。

８．EBITDA、調整後EBITDA及び調整後当期（四半期）利益は国際会計基準により規定された指標ではなく、当社

グループが、投資家にとって当社グループの業績を評価するために有用であると考える財務指標でありま

す。当該財務指標は、非現金支出項目及び経営指導契約に基づく経営指導料や上場後には発生しないと見込

まれる上場関連費用、毎期発生しないリファイナンスコストや全店舗の閉鎖を決定したSushiro U.S.

Holdings Inc.関連損失等の非経常的な費用項目（通常の営業活動の結果を示していると考えられない項

目、又は競合他社に対する当社グループの業績を適切に示さない項目）の影響を除外しております。

なお、EBITDA、調整後EBITDA及び調整後当期（四半期）利益は、当期（四半期）利益に影響を及ぼす項目の

一部を除外しており、分析手段としては重要な制限があることから、国際会計基準に準拠して表示された他

の指標の代替的指標として考慮されるべきではありません。当社グループにおけるEBITDA、調整後EBITDA及

び調整後当期（四半期）利益は、同業他社の同指標又は類似の指標とは算定方法が異なるために、他社にお

ける指標とは比較可能でない場合があり、その結果、有用性が減少する可能性があります。
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(7）非上場化による効果

　当社は非上場化以降において、経営体制を革新させたほかスシローのブランド力向上に注力し、知名度向上及び

ブランド価値向上を図りました。また、タッチパネルの導入によるIT化の促進やフライヤーの導入によるメニュー

の拡充など、店舗への設備投資を積極的に実施したほか、お客様の満足度向上のために店舗リニューアルを実施す

ることで店舗当たりの売上高を高めてまいりました。さらに、店舗開発体制及び仕入・商品開発体制の強化を実施

することで店舗出店能力の強化、購買力の強化を始め、新商品展開力の強化など組織能力の向上を実現いたしまし

た。

　また、当社が上場企業であった当時、株主への利益還元のため安定配当の維持、業績拡大を優先していたことか

ら国内に年間30～40店舗の積極的かつ迅速な新規出店を行い、リスクを伴う積極的な海外展開や新業態への事業展

開は困難な状況にありました。しかし、非上場化したことで2009年度及び2010年度に不採算店舗の減損処理等を行

い、出店ペースをいったん落として戦略見直しを実行したほか、配当原資や内部留保を韓国等の海外展開やツマミ

グイ等新業態への事業展開によってトライアンドエラーを実行するなど、スシローグループの価値向上に投資する

ことが可能となり、業容拡大に貢献しました。

 

(8）再上場する目的、理由

　このような様々な意思決定を行い、施策を行った結果、「スシロー」ブランドの再構築、組織力の強化と積極的

かつ迅速な新規出店を同時並行で行い、MBOの目的であった企業価値の向上を実現することができたものと考えて

おります。

　また、今後、更なる企業価値の増大、株主価値の向上を実現するために、都心型フォーマットの確立、新業態の

開発、M&A、海外進出等の中長期的な成長投資により、大型の資金需要が発生する可能性があります。当社グルー

プの継続的な成長を実現するためには、これらの需要に対応できる機動的な資金調達の手段を確保することが重要

であり、また当社のブランド・社会的信用度の更なる向上、従業員の士気向上と優秀な人材の確保、適正な株価形

成と流動性を目指し、東京証券取引所への上場を予定しております。

 

　なお、本書に関しましては、株式会社あきんどスシローが旧株式会社あきんどスシロー及び前株式会社あきんどス

シローの業務を主たる業務として継続して行っているため、一連の継続企業として記載しております。また、必要に

応じて、旧株式会社あきんどスシロー、前株式会社あきんどスシローの表記を分けて記載しております。
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１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次
国際会計基準

第１期 第２期

決算年月 2015年９月 2016年９月

売上収益 （百万円） 136,174 147,702

営業利益 （百万円） 6,888 7,509

税引前利益 （百万円） 5,226 4,692

親会社の所有者に帰属する当期利益 （百万円） 3,826 3,184

親会社の所有者に帰属する当期包括

利益
（百万円） 3,950 3,248

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 46,712 24,922

資産合計 （百万円） 116,472 122,356

１株当たり親会社所有者帰属持分 （円） 665.99 892.43

基本的１株当たり当期利益 （円） 54.79 90.11

希薄化後１株当たり当期利益 （円） 54.29 85.86

親会社所有者帰属持分比率 （％） 39.9 20.0

親会社所有者帰属持分当期利益率 （％） 8.6 9.0

株価収益率 （倍） － －

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 6,972 15,215

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △4,980 △4,581

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △7,812 △5,854

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 3,394 8,149

従業員数
（人）

1,443 1,459

（外、平均臨時雇用者数） (14,492) (15,439)

　（注）１．第２期よりIFRSに基づいて連結財務諸表を作成しております。なお、第１期のIFRSによる連結経営指標等を

あわせて記載しております。

２．当社は、2015年３月31日に株式会社あきんどスシローを株式移転完全子会社とする単独株式移転により、株

式移転完全親会社として設立されましたが、株式移転前後で当社グループ全体の実態にかわりはないため、

IFRS移行日の連結財政状態計算書は、株式会社あきんどスシローの2014年10月１日現在の財政状態計算書を

引き継いで作成しております。また、第１期の連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書

及び連結キャッシュ・フロー計算書についても、株式会社あきんどスシローの2014年10月１日から2015年９

月30日までの損益及びキャッシュ・フローを取り込み作成しております。

３．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

４．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

５．第１期及び第２期のIFRSに基づく連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づき、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

６．百万円未満を四捨五入して記載しております。

７．臨時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの人数であり、１日８時間で換算した年間の平均人員を

（　）内に外数で記載しております。

８．当社は、2016年12月22日付で普通株式590株を１株にする株式併合を実施しております。１株当たり親会社

所有者帰属持分、基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益については、第１期の期首に

当該株式併合が行われたと仮定して、当該株式併合後の発行済株式数により算定しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次
日本基準

第１期 第２期

決算年月 2015年９月 2016年９月

営業収益 （百万円） 101 506

経常損失（△） （百万円） △1,008 △1,856

当期純損失（△） （百万円） △1,010 △2,492

資本金 （百万円） 100 100

発行済株式総数 （株） 27,458,920 27,458,920

純資産額 （百万円） 37,465 10,157

総資産額 （百万円） 70,500 64,797

１株当たり純資産額 （円） 534.99 359.36

１株当たり配当額
（円）

－ －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－)

１株当たり当期純損失金額（△） （円） △14.46 △70.54

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
（円） － －

自己資本比率 （％） 53.00 15.20

自己資本利益率 （％） － －

株価収益率 （倍） － －

配当性向 （％） － －

従業員数
（人）

19 27

（外、平均臨時雇用者数） (1) (1)

　（注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

３．第１期及び第２期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

４．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

５．配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。

６．第１期及び第２期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本有限

責任監査法人の監査を受けております。

７．当社は2015年３月31日設立のため、第１期は2015年３月31日から９月30日までの６ヶ月１日間となっており

ます。

８．百万円未満を四捨五入して記載しております。

９．臨時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの人数であり、１日８時間で換算した年間の平均人員を（

）内に外数で記載しております。

10．当社は、2016年12月22日付で普通株式590株を１株にする株式併合を実施しております。その結果、発行済

株式総数は、27,458,920株となっております。

11．当社は、2016年12月22日付で普通株式590株を１株にする株式併合を実施しております。１株当たり純資産

額及び１株当たり当期純損失金額については、第１期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、当該株

式併合後の発行済株式数により算定しております。
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（参考情報）

　前述の「はじめに」に記載のとおり、当社は2015年３月31日に単独株式移転により持株会社として設立され、

株式会社あきんどスシローを完全子会社とし、現在に至っております。

　参考として、日本基準に基づいて作成された2012年９月期に係る前株式会社あきんどスシローの主要な経営指

標等並びに2013年３月期、2013年９月期、2014年９月期、2015年９月期及び2016年９月期に係る株式会社あきん

どスシローの主要な経営指標等の推移は、次のとおりであります。

 

　主要な経営指標等の推移

回次

日本基準

前株式会社あき

んどスシロー
株式会社あきんどスシロー

第５期 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決算年月 2012年９月
2013年３月

（注）８

2013年９月

（注）８
2014年９月 2015年９月 2016年９月

売上高 （百万円） 111,305 29,340 61,802 125,943 135,035 146,396

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 6,644 △3,941 2,532 3,413 2,205 5,506

当期純利益又は当期純損失（△） （百万円） 1 △3,894 730 648 △93 2,369

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － － － － －

資本金 （百万円） 5,801 20,600 20,600 20,600 100 100

発行済株式総数 （株） 7,200 41,200,762,837 41,200,762,837 41,200,762,837 41,200,762,837 41,200,762,837

純資産額 （百万円） 10,989 37,020 37,695 38,319 36,140 36,159

総資産額 （百万円） 24,531 95,809 95,633 93,803 87,266 90,975

１株当たり純資産額 （円） 1,526,212.02 0.90 0.91 0.93 0.88 0.88

１株当たり配当額
（円）

－ － － － 0.05 0.06

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (0.05) (0.06)

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
（円） 71.32 △0.13 0.02 0.02 △0.00 0.06

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
（円） － － － － － －

自己資本比率 （％） 44.80 38.61 39.39 40.81 41.41 39.75

自己資本利益率 （％） 0.00 － 1.96 1.71 － 6.55

株価収益率 （倍） － － － － － －

配当性向 （％） － － － － － －

従業員数
（人）

1,083 1,056 1,182 1,325 1,405 1,407

（外、平均臨時雇用者数） (12,262) (12,750) (12,858) (13,594) (14,336) (15,259)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．前株式会社あきんどスシロー及び株式会社あきんどスシローは連結財務諸表を作成しておりませんので、連

結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載しておりません。

３．2012年９月期については、前株式会社あきんどスシローに係る数値、2013年３月期以降については、株式会

社あきんどスシローに係る数値を記載しております。また、当該各数値については、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づく監査は受けておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、2012年９月期、2013年３月期、2013年９月期及び

2014年９月期は、潜在株式は存在するものの、前株式会社あきんどスシロー及び株式会社あきんどスシロー

の株式は非上場であり期中平均株価が把握できないため、2015年９月期及び2016年９月期は潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

５．2013年３月期及び2015年９月期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため、記載して

おりません。
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６．株価収益率については、前株式会社あきんどスシロー及び株式会社あきんどスシローの株式は非上場である

ため、記載しておりません。

７．2012年９月期、2013年３月期、2013年９月期及び2014年９月期の配当性向については、配当を実施していな

いため、記載しておりません。2015年９月期の配当性向については、１株当たり当期純損失金額を計上して

いるため記載しておりません。

８．株式会社あきんどスシロー（旧CEILジャパン株式会社）の2013年３月期は2012年７月31日から2013年３月31

日までの８ヶ月１日間、2013年９月期は決算期変更のため、2013年４月１日から９月30日までの６ヶ月間と

なっております。

なお、2013年３月期において、旧CEILジャパン株式会社は前株式会社あきんどスシローの吸収合併前は有価

証券の取得のほかに特段の事業活動を行っていなかったため、経営成績は前株式会社あきんどスシロー吸収

合併後の2013年１月１日から３月31日までとなっております。

９．百万円未満を四捨五入して記載しております。

10．臨時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの人数であり、１日８時間で換算した年間の平均人員を

（　）内に外数で記載しております。
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２【沿革】

　前述の「はじめに」に記載のとおり、当社の前身は株式会社すし太郎（旧株式会社あきんどスシロー）でありま

す。CEILジャパン株式会社（現株式会社あきんどスシロー）は、2012年７月31日に設立され、株式会社すし太郎

（旧株式会社あきんどスシロー）の事業を承継した形式上の存続会社である前株式会社あきんどスシローを2012年

９月28日に子会社化しました。その後、CEILジャパン株式会社を存続会社、同社を消滅会社とする合併を2013年１

月１日に行い、同日付で当社の商号を株式会社あきんどスシローに変更しております。その後、株式会社あきんど

スシローは、2015年３月31日に単独株式移転により、株式会社あきんどスシローホールディングスを設立し、持株

会社体制に移行、2015年10月１日付で商号を株式会社スシローグローバルホールディングスに変更し、現在に至っ

ております。

　そこで、以下では、株式会社すし太郎の設立から、CEILジャパン株式会社（現株式会社あきんどスシロー）によ

る前株式会社あきんどスシローの吸収合併、持株会社体制移行を経た現在に至る沿革を記載しております。また、

株式会社すし太郎の設立から東京証券取引所市場第二部の上場廃止までと、当該上場廃止から現在に至るまでの２

つに表を分けております。

（株式会社すし太郎（旧株式会社あきんどスシロー）の設立から公開買付けによる上場廃止まで）

年月 事項

1984年10月 株式会社すし太郎(本社：大阪府豊中市、代表取締役：清水義雄)を設立。店名を「すし太郎」

として豊中市に１号店を出店。

1991年10月 株式会社すし太郎の出店方針を直営店主体に切り替え、神戸市須磨区落合に往復ベルトコンベ

ア方式の第１号店となる落合店を出店。

1995年12月 株式会社すし太郎の加工場を宝塚安倉店隣接地に併設。

1996年９月 株式会社すし太郎が、１皿100円均一の第１号店となる高司店を兵庫県宝塚市に出店。

1999年８月 株式会社すし太郎を存続会社とし、株式会社すし太郎(清水義雄氏の実弟である清水豊氏が代表

取締役である会社)と合併。

2000年12月 商号を株式会社あきんどスシロー（旧株式会社あきんどスシロー）に変更。大阪府摂津市鶴野

に本社を移転し、新加工場及び倉庫を本社内に統合併設。

2001年９月 東京都葛飾区及び福生市に出店し、関東エリアに進出。

2002年７月 名古屋市熱田区に出店し、中部エリアに進出。

2003年９月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

2003年11月 関東エリアの配送業務を外部へ委託。

2004年２月 本社内の加工場を全面廃止。

2005年２月 大阪府吹田市に本社機能移転。

2006年４月 大阪府吹田市に本店登記移転。

2006年９月 岡山県岡山市に出店し、中国エリアに進出。

2007年８月 株式会社極洋及びユニゾン・キャピタル・グループと戦略的業務提携。

2008年１月 徳島県徳島市に出店し、四国エリアに進出。

2008年４月 宮城県石巻市に出店し、東北エリアに進出。

2008年４月 熊本県菊池郡菊陽町に出店し、九州エリアに進出。

2008年７月 札幌市手稲区に出店し、北海道エリアに進出。

2008年９月 エーエスホールディングス株式会社による旧株式会社あきんどスシロー株券等に対する公開買

付けを開始。

2008年11月 エーエスホールディングス株式会社による旧株式会社あきんどスシロー株券等に対する公開買

付けを完了。（発行済普通株式の65.19％及びすべての新株予約権を保有し、これにより旧株式

会社あきんどスシローを子会社化。）

2009年２月 エーエスホールディングス株式会社を存続会社、旧株式会社あきんどスシローを消滅会社とす

る吸収合併契約を臨時株主総会で決議。

2009年４月 東京証券取引所市場第二部の上場を廃止。
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（旧株式会社株式会社あきんどスシローの公開買付けによる上場廃止以降、現在に至るまで）

年月 事項

2009年５月 エーエスホールディングス株式会社が旧株式会社あきんどスシローを吸収合併し、株式会社あ

きんどスシロー（前株式会社あきんどスシロー）に商号を変更。

2011年４月 韓国ソウル市に子会社、SUSHIRO KOREA,INC.（連結子会社）を設立。

2012年９月 CEILジャパン株式会社がユニゾン・キャピタル・グループ等の保有する前株式会社あきんどス

シロー株式全株を取得し、子会社化。

2013年１月 CEILジャパン株式会社が前株式会社あきんどスシローを吸収合併し、株式会社あきんどスシ

ローに商号を変更。

2015年３月 株式会社あきんどスシローホールディングスを株式移転により設立、持株会社体制へ移行。

2015年９月 沖縄県浦添市に出店し、沖縄エリアに進出。

2015年10月 株式会社あきんどスシローホールディングスの商号を株式会社スシローグローバルホールディ

ングスに変更。

2015年10月 大阪府吹田市に株式会社スシロークリエイティブダイニング（連結子会社）を株式会社あきん

どスシローから新設分割により設立。株式会社スシロークリエイティブダイニングが発行する

全株式を株式会社あきんどスシローから株式会社スシローグローバルホールディングスに株式

譲渡。

2016年４月 米国で寿司関連の和食レストランを展開するCEI US Holdings Corporation（現Sushiro U.S.

Holdings Inc.）の全株式を取得し、子会社化（連結子会社）。

2016年９月 都心型店舗の１号店となるSUSHIRO南池袋店を開店。

2016年10月 米国事業を展開するSushiro U.S. Holdings Inc.が運営する２店舗を閉店。
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３【事業の内容】

　当社は、持株会社として当社グループの経営方針策定・経営管理を担当しており、当社グループは、当社及び連結

子会社９社で構成され、直営方式による回転すし店のチェーン展開を主たる事業としております。

　当社グループは、事業の種類として「すし事業」の単一セグメントを報告セグメントとしております。

　当社グループは、「うまいすしを、腹一杯。うまいすしで、心も一杯。」を使命として、国内では「スシロー」ブ

ランドにて直営方式による回転すし店を中心に展開し、海外では韓国で直営方式による回転すし店を展開しておりま

す。

　「スシロー」の競争力の源泉は、仕入、店内調理、そしてITシステムの活用であります。仕入においては、コスト

をかけ、より良い食材を使用し、鮮魚仕入のノウハウ・スキルや規模を活かした価格交渉力を用いながら、供給業者

との直接取引関係を用いて実施しております。また、セントラルキッチンを経由しない店内調理を実施しており、研

鑽を積んだ従業員（パートタイマー及びアルバイトを含みます。）が店内調理を担当、体系化された研修制度や従業

員の定着により、店内調理ノウハウを蓄積しております。さらに、ITシステムを活用した接客・サービスに寄与する

効率的な店舗運営を実施しており、ICチップ内蔵の皿を用いたビッグデータ分析のほか、タッチパネル注文システム

により、注文を受けてから出来立ての寿司を提供する仕組みなどを導入しております。

　これらの競争力を活かすことで、スシローは食材の質へこだわりつつ店内調理を行いながら、食の安全に徹底した

うまいすしを提供し、原則１皿100円＋税のお手頃価額とITシステムを活用した効率的なオペレーションでお客様に

腹一杯になっていただき、店舗や接客・サービス等で顧客満足度を高めることで心も一杯になっていただくことで当

社の使命を果たしております。

 

　当社グループの事業の系統図は以下のとおりであります。

　なお、本書提出日現在、連結子会社である株式会社スシロークリエイティブダイニング及びSushiro U.S.

Holdings Inc.は店舗営業を行っておりません。

 

（事業系統図）
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事
業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）      

株式会社あきんどスシロー

（注）１、２
大阪府吹田市 100百万円 すし事業

（所有）

100.0

当社からの役務提供

資金の貸付

役員の兼任　３名

SUSHIRO KOREA,INC.

（注）２
韓国ソウル市 4,000百万ウォン すし事業

（所有）

92.5

当社からの役務提供

役員の兼任　２名

株式会社スシロークリエイ

ティブダイニング

（注）２

大阪府吹田市 10百万円 すし事業
（所有）

100.0

当社からの役務提供

役員の兼任　２名

Sushiro U.S. Holdings

Inc.（注）２
米国デラウェア州 7百万米ドル すし事業

（所有）

100.0

当社からの役務提供

役員の兼任　２名

その他５社    
 

 

 

 
 
　（注）１．株式会社あきんどスシローについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えておりますが、セグメントの売上高に占める当該連結子会社の売上高の割合が90％を

超えるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．当社の過半数の株式を所有するConsumer Equity Investments Limitedは企業会計基準適用指針第22号「連

結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」16項（４）の規定により、連結財

務諸表規則に基づく親会社には該当しません。なお、当社が採用するIFRSにおいては、当該会社が直近上位

の親会社となります。

４．本書提出日現在、連結子会社である株式会社スシロークリエイティブダイニング及びSushiro U.S.

Holdings Inc.は店舗営業を行っておりません。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

2017年１月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

すし事業 1,430 (15,783)

合計 1,430 (15,783)

　（注）１．当社グループはすし事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数の記載はしておりません。

２．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及びアルバイト）は、最近１年間の平均人員

を１日８時間換算で（　）内に外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

2017年１月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

42（2） 42 1.0 8,274,618

　（注）１．当社はすし事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数の記載はしておりません。

２．従業員数は、就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時

雇用者数（パートタイマー及びアルバイト）は、最近１年間の平均人員を１日８時間換算で（ ）内に外数

で記載しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．従業員数が、2016年９月30日現在の27人に比べて15人増加しておりますのは、主として子会社から当社へ品

質管理部門を移管したことによるものであります。

 

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しており特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

第２期連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和策を背景に、企業収益や雇用情勢の改

善など全体としては緩やかな景気回復基調にあるものの、中国をはじめとするアジア新興国や資源国等の景気の下

振れに加え、英国のEU離脱問題により金融・資本市場への影響が懸念されるなど、依然として先行きは不透明な状

況にあります。

　外食業界におきましては、緩やかな景気回復に伴い、高価格帯商品への消費者志向の変化が一部で見られたもの

の、全般的には消費者の節約志向が依然として強く、また、食料品や日用品の相次ぐ値上がり等が重荷となり、消

費支出が低迷しております。加えて、人手不足による人件費の増加や業種・業態を超えた競争の激化など厳しい経

営環境で推移しました。

　このような状況の中、当社グループでは、「うまいすしを、腹一杯。うまいすしで、心も一杯。」を使命とし

て、美味しいすしを通じてより多くの皆さまに驚きと感動を感じて頂きたいという願いに基づき、商品開発、店内

調理、安心・安全の取り組み及びサービスの向上に取り組んでまいりました。

　また、店舗開発につきましては、39店舗出店、７店舗退店したことにより、当連結会計年度末の店舗数は、国内

442店舗、海外８店舗の合計450店舗となりました。なお、米国事業を展開するSushiro U.S. Holdings Inc.は2016

年９月に事業を撤退しており、当連結会計年度において、撤退関連費用を計上しております。

　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上収益147,702百万円（前連結会計年度比8.5％増）、営業利益7,509

百万円（前連結会計年度比9.0％増）、税引前利益4,692百万円（前連結会計年度比10.2％減）、親会社の所有者に

帰属する当期利益3,184百万円（前連結会計年度比16.8％減）となりました。

　EBITDAは12,267百万円、調整後EBITDAは12,600百万円、調整後当期利益は4,981百万円となりました。

 

（注）１．EBITDA＝営業利益＋その他の費用－その他の収益＋減価償却費及び償却費＋長期前払費用償却費＋長期

前払費用（敷金及び保証金）償却費

２．調整後EBITDA＝EBITDA＋経営指導契約に基づく経営指導料＋Sushiro U.S. Holdings Inc.関連損失

３．調整後当期利益＝当期利益＋経営指導契約に基づく経営指導料＋上場関連費用＋リファイナンスコスト

＋Sushiro U.S. Holdings Inc.関連損失＋調整項目の税効果調整

４．経営指導契約に基づく経営指導料とは、当社とConsumer Equity Investments Limitedとの間のコンサ

ルティング契約に基づく報酬を意味します。

 

第３期第１四半期連結累計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国大統領選後の円安・株高傾向や雇用・所得環境の改善な

ど、景気は緩やかな回復基調にあるものの、新政権による米国経済の先行きや中国経済の減速、欧州の政治リスク

などの懸念もあり、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

外食業界におきましては、消費者の節約志向が続く中、価格競争力の強いファーストフード、低価格のファミ

リーレストランが堅調さを持続している一方で、その他のファミリーレストランや居酒屋は低迷が続いておりま

す。また、業種・業態の垣根を越えた顧客獲得競争がさらに激化しており厳しい経営環境で推移しました。

このような状況の中、当社グループでは、「うまいすしを、腹一杯。うまいすしで、心も一杯。」を使命とし

て、美味しいすしを通じてより多くの皆さまに驚きと感動を感じて頂きたいという願いに基づき、商品開発、店内

調理、安心・安全の取り組み及びサービスの向上に取り組んでまいりました。

また、店舗開発につきましては、10店舗出店、２店舗退店したことにより、当第１四半期連結会計期間末の店舗

数は、国内451店舗、海外７店舗の合計458店舗となりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上収益38,408百万円（前年同期比8.3％増）、営業利益

2,140百万円（前年同期比4.4％増）、税引前四半期利益2,113百万円（前年同期比17.7％増）、親会社の所有者に

帰属する四半期利益1,467百万円（前年同期比22.9％増）となりました。

また、EBITDAは3,098百万円、調整後EBITDAは3,131百万円、調整後四半期利益は1,521百万円となりました。

 

（注）１．EBITDA＝営業利益＋その他の費用－その他の収益＋減価償却費及び償却費＋長期前払費用償却費＋長期

前払費用（敷金及び保証金）償却費

２．調整後EBITDA＝EBITDA＋経営指導契約に基づく経営指導料＋Sushiro U.S. Holdings Inc.関連損失

３．調整後四半期利益＝四半期利益＋経営指導契約に基づく経営指導料＋上場関連費用＋Sushiro U.S.

Holdings Inc.関連損失＋調整項目の税効果調整
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４．経営指導契約に基づく経営指導料とは、当社とConsumer Equity Investments Limitedとの間のコンサ

ルティング契約に基づく報酬を意味します。

 

(2）キャッシュ・フロー

第２期連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ4,755百

万円増加し、8,149百万円（前連結会計年度比140.1％増）となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、15,215百万円（前連結会計年度比118.3％増）となりました。

　これは主に、税引前利益4,692百万円、減価償却費及び償却費3,591百万円を計上したこと、営業債務の支払サ

イトの見直し等による営業債務及びその他の債務の増加が5,840百万円、法人所得税の還付額が438百万円あった

一方で、利息の支払額が1,097百万円、法人所得税の支払額が1,980百万円あったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、4,581百万円（前連結会計年度比8.0％減）となりました。

　これは主に、新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出が3,011百万円あったこと等によるものであり

ます。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、5,854百万円（前連結会計年度比25.1％減）となりました。

　これは主に、長期借入れによる収入が78,748百万円あった一方で、長期借入金の返済による支出が57,916百万

円、自己株式の取得による支出が25,037百万円あったこと等によるものであります。

 

第３期第１四半期連結累計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

1,178百万円減少し、6,971百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、1,976百万円（前年同期比49.6％減）となりました。

これは主に、税引前四半期利益2,113百万円、減価償却費及び償却費901百万円の計上、店舗の増加に伴う営業

債務及びその他の債務の増加が767百万円あった一方で、棚卸資産の増加が446百万円、利息の支払額が69百万

円、法人所得税の支払額が842百万円あったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,512百万円（前年同期比47.8％増）となりました。

これは主に、新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出が1,296百万円あったこと等によるものであり

ます。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、1,653百万円（前年同期比22.7％増）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出が1,377百万円あったこと等によるものであります。

 

(3）IFRSにより作成した連結財務諸表における主要な項目と連結財務諸表規則（第７章及び第８章を除く。）により

作成した場合の連結財務諸表におけるこれらに相当する項目との差異に関する事項

（のれん及び無形資産）

　のれんの会計処理について、日本基準では一定期間にわたって均等償却をしておりますが、IFRSでは識別可能

な資産をのれんとは区別して認識するとともに、のれん及び耐用年数が確定できない無形資産を非償却としてお

ります。

　この結果、IFRSでは日本基準に比べて、前連結会計年度及び当連結会計年度の連結損益計算書の「販売費及び

一般管理費」がそれぞれ3,517百万円減少しております。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当社グループは、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っており、提供するサービスの性格上、生産実績の記載

になじまないため、「生産実績」に代えて「仕入実績」を記載しております。

　当社グループは、すし事業の単一セグメントであり、第２期連結会計年度及び第３期第１四半期連結累計期間の

仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
第２期連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

前年同期比（％）
第３期第１四半期連結累計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

すし事業（百万円） 72,197 108.3 19,233

合計（百万円） 72,197 108.3 19,233

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当社グループは、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりません。

 

(3）販売実績

　当社グループは、すし事業の単一セグメントであり、第２期連結会計年度及び第３期第１四半期連結累計期間の

販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
第２期連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

前年同期比（％）
第３期第１四半期連結累計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

すし事業（百万円） 147,702 108.5 38,408

合計（百万円） 147,702 108.5 38,408

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、「うまいすしを、腹一杯。うまいすしで、心も一杯。」という使命の下に、高品質な食材の仕入

れ、鮮度管理の徹底、店内調理へのこだわり、きめ細やかな清掃・接客により、地域に喜ばれる店舗を作ってまいり

ました。今後、一層お客様に喜ばれ必要とされる店舗づくりのためには、顧客ニーズへの柔軟な対応、より強固な組

織体制の整備、市場競争力の向上が必要であると認識しており、以下の重点施策に取り組んでいく所存であります。

 

(1）新規出店の継続

当社グループは、これまで西日本を中心として「スシロー」を郊外のロードサイドを中心に出店してきましたが、将

来的に国内の人口減少や出店余地の減少が予測されることから、西日本に加え首都圏を含む東日本や、既に展開して

いる地域における都市部への出店もより本格化してまいります。2016年９月には南池袋店を都心モデル１号店として

出店しており、今後は都市部で収益を確立するためのフォーマット作りとその展開の早期実現に取り組んでいくこと

で新規出店を継続してまいります。

 

(2）既存店の収益力強化

当社グループは、他社とのサービスの一層の差別化を図り、既存店の収益力を強化することが重要であると認識

しております。

①来店客数の増加

当社グループの優位性は、創業以来「うまさ」にこだわり、それを維持してきたことにあります。店舗数を拡大

していくにつれ、各店舗における高い満足度を提供するためにサービスの均一化を図ってきた一方で、今後はより

地域特性に応じたサービスの提供、キャンペーンやオリジナル商品の投入、PR戦略を推進することで既存店舗の来

店客数の増加を図ってまいります。

また、カフェ、夜飲みといった利用シーンを拡大していくことで顧客の再来店を促していくほか、アイドルタイ

ムにおける稼働率の向上やスマートフォンアプリを活用した「まいどポイント」等の顧客満足度・顧客ロイヤリ

ティ向上施策を実施することで来店客数の更なる増加を図ってまいります。

 

②定番商品への取り組み

当社グループでは、競合他社との差別化、効率化を求めてきましたが、改めて「うまさ」に対するこだわりを見

つめ直すことが重要であると考えております。特に強みである店内調理に着目し、あえて手間をかけること、当社

グループの調達力を活かしてうまい部位を使用すること等により商品に磨きをかけ、お客様の期待する本格的なす

しの味や食感を提供することで差別化することに注力してまいります。また、これらを実行するために体系化され

た研修制度や従業員の定着率向上によって店内調理ノウハウを蓄積し、研鑽を積んだ従業員が店内調理を担当する

ことで高品質な商品の提供に取り組んでまいります。

 

③顧客ニーズへの対応

アプリの登録者情報、店舗での発券等の顧客情報に基づき、お客様の特性に応じたサービスの提供、客単価の向

上、オリジナルメニューの強化を推進してまいります。

また、オンライン注文システムの改善やテイクアウト専用メニューの導入を実施することでテイクアウトニーズ

への対応を推進していくほか、ICチップ内蔵の皿を用いたビッグデータ分析やタッチパネル注文システムの改善な

どITシステムを活用することで高品質な接客・サービスで顧客ニーズに対応してまいります。

このほか、お客様等からのアンケートや外部業者を活用した店舗サービスの評価を利用し、店舗ごとの課題を特

定、改善することでオペレーションの改善を図ってまいります。

 

(3）コストの最適化

インフレによる原材料費、人件費等の市況推移によるコスト上昇が想定されております。当社グループにおいて

は、インフレの影響を受けやすい費用項目は当社グループのコストに大きな影響を与えることが考えられるため、

以下の施策により最適化を図ってまいります。

①食材調達

当社グループは日本国内に451店舗（2016年12月31日現在）を有する回転すしチェーンであり、食材については

原則として本社で一括調達することによるスケールメリット、仕入先との協力体制や生産者との長期的な関係の構

築により、調達コストの削減や価格の安定化に努めてまいります。

 

 

②人件費等
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当社グループでは、店舗オペレーションの効率化や従業員の教育、標準化による生産性の向上、社員業務の移管

等により、人件費の削減に取り組んでまいります。

 

(4）海外事業拡大の機会

当社グループは、韓国に７店舗(2016年12月31日現在）を展開しており、海外事業の拡大は当社グループの更な

る成長要素であることから、国内のみならず海外においても成長性のある市場に対して事業拡大の機会を図ってま

いります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクのうち、投資家の投資判断に重要な影

響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。また、必ずしも、そのようなリスク要因に該当しな

い事項につきましても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情

報開示の観点から以下に開示しております。

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであり、将来にお

いて発生の可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。

 

(1）経済情勢の変化に伴うリスク

当社グループの店舗の大部分が日本国内に所在しているため、日本国内の景気変動や、消費税率引上げを含む政

府の経済政策により、当社グループの事業、業績及び財政状態が影響を受ける可能性があります。特に、雇用水準

等の変化による消費者の可処分所得の減少、回転寿司を含む外食又はテイクアウトへの支出の減少、為替相場の変

動（主に円安）による鮮魚類の仕入コストの増加は、当社グループの事業、財政状態及び業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

(2）回転寿司業界及び外食産業全体における競合に関するリスク

当社グループは、すし事業に特化して、直営の低価格回転寿司店を多店舗展開しておりますが、近年においては

一皿100円を基本とする低価格回転寿司が全国的に普及する中で、業界内における寡占化の傾向が強まってきてお

ります。さらに、寿司業界には、低価格回転寿司の大手チェーン店の他にも、伝統的な寿司店や、大手チェーン以

外の低価格の回転寿司店又は高価格の回転寿司店が存在しており、当社グループは、価格帯等は異なるものの、こ

れらの店舗とも競合関係にあります。当社グループはまた、ファミリーレストラン、ファストフード店等の飲食

店、個人経営及び家族経営の飲食店、また、コンビニエンスストア、テイクアウト及び宅配サービス、スーパー

マーケット等とも競合関係にあります。

当社グループの事業における最も重要な競争要因は、品質、味及び価格であると考えておりますが、立地、利便

性及びアクセスのしやすさ、メニューの幅、当社グループのブランド認知度といった他の要因も重要であると考え

ております。当社グループは、寿司の品質及び味において競合他社との差別化を図ることに努めており、厳選した

素材を調達し、新鮮で高品質な寿司を提供するために競合他社よりも若干高い売上原価率の維持に努めておりま

す。価格に基づく競争は、低価格回転寿司業界においては特に熾烈であり、当社グループは、寿司及びサイドメ

ニューの質及び品数の豊富さの確保にも重点を置きつつ、競合他社の価格に対抗することが求められる可能性があ

ります。

さらに、日本の人口減少により、日本のレストラン及び飲食業界の全体的な規模の成長が鈍化する可能性があ

り、それにより競争が激化する可能性があります。これに加えて、低価格回転寿司業界における寿司店数の増加

は、１店舗当たりの来店客数の減少につながる可能性があり、当社グループは、低価格回転寿司業界の主要な競合

他社とのみでなく、当社グループの店舗同士でも競合が生じる可能性があります。当社グループは、メニューの改

善により、顧客に提供する価値及び平均客単価を上げることが、競争力を維持するために重要であると考えており

ますが、競争力を維持することができなかった場合、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に重大な悪影響

を及ぼす可能性があります。

競争において優位に立つためには、とりわけ、顧客を惹き付けるために広告宣伝費をかけ、マーケティングに経

営資源を投入する必要があります。しかしながら、かかるマーケティング戦略は成功しない可能性があります。例

えば、来店客数増加を目的とした新しい種類のメニューの導入や、季節限定、地域限定又は販促目的のキャンペー

ンは成功しない可能性があり、その場合、収益が減少する可能性があります。加えて、当社グループの競合他社の

中には、当社グループに比べ、マーケティング及び広告宣伝活動により多くの資源を投入できる企業が存在する可

能性があります。また、レストラン業界全体の統合又は当社グループの主要な競合他社がより大きなレストラン・

チェーンに買収されることにより、かかる競合他社が当社グループよりも大きな購買力及びマーケティング力を得

る可能性もあります。もし当社グループの競合他社がマーケティング及び広告宣伝活動への支出を当社グループに

比べて増加させた場合、当社グループの来店客数の減少及び店舗あたり売上高の減少を招く可能性があり、当社グ

ループの財務状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(3）消費者の嗜好の変化に伴うリスク

当社グループが事業を展開するレストラン及び飲食サービス業界は、急速に変化する消費者の嗜好の影響を受け

ます。当社グループは、新鮮で高品質な寿司を、魅力的な価格で、清潔で快適な回転寿司の形式により、質の高い

接客とともに、スシローブランドのもと展開する回転寿司専門店を通じて提供することを使命としております。当

社グループとしては、一皿100円を基本とする低価格回転寿司は幅広い顧客に支えられた安定的な市場であると考

えておりますが、消費者の嗜好が当社グループの核となるスシローの店舗コンセプト又は当社グループが主に提供

するメニューから乖離した場合、当社グループの事業及び当社グループの店舗の業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

また、近時、当社グループは、顧客により多くの選択肢を提供すべく、寿司及び寿司以外のメニューをそれぞれ

拡張しており、また、ピーク以外の時間帯における来店客数を増やすための方策を講じております。しかしなが

ら、これらの取組みが、当社グループの業績に期待どおりの影響をもたらす保証はありません。

当社グループが消費者の嗜好を正確に予測若しくは把握できない場合、又はそれに応えていくことができない場

合、当社グループはマーケット・シェアを失う可能性があり、その結果、当社グループの事業、財政状態及び経営

成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）食品の衛生管理に関するリスク

当社グループの基本メニューは、鮮魚その他の海産物によって構成されており、それらが適切に保管、輸送、調

理又は提供されなかった場合には、汚染等により食の安全の問題が発生する可能性があります。食の安全は、当社

グループの最重要事項であり、当社グループは、調達、保管、輸送、調理及び提供の全過程において、食品衛生法

等の食の安全に関する適用法令を遵守し、食の安全に関連する事故のリスクを減少させるために多大な資源を投じ

ております。もっとも、当社グループの努力にかかわらず、ノロウイルス、病原性大腸菌、A型肝炎、サルモネラ

菌その他の食の安全の問題等の食中毒事故が発生する可能性を完全に排除することは困難です。さらに、当社グ

ループが鮮魚等の原材料について第三者である供給業者に依存していることに伴い、当社グループがコントロール

できない要因によって食中毒事故が発生するリスクがあり、その場合には当社グループの多数の店舗が影響を受け

る可能性があります。また、予防策に対する耐性を持つ新たな若しくは異なる系統の疾病又は潜伏期間の長い疾病

が発生する可能性があり、これによって、原因を迅速に特定し、改善措置をとることが困難となる可能性がありま

す。

さらに、当社グループ又は低価格回転寿司業界全体の食の安全性（食中毒、異物混入又は汚染の事故を含みま

す。）に関連する報道、風評又は苦情（根拠の有無を問いません。）により、当社グループに対する信用に悪影響

が及ぶ可能性があり、その場合、当社グループの評判並びに事業、財政状態及び経営成績が重大な悪影響を受ける

可能性があります。また、当社グループはノロウイルス等の食中毒による事故を対象とする保険に加入しておりま

すが、当社グループの在庫の食品のうち一部に汚染があった場合には、当社グループは汚染されていることが確認

されていない部分についても在庫を処分することが必要となる可能性があり、その結果、一時的に膨大なコストが

かかる可能性があります。

さらに、当社グループは食品衛生法をはじめとする数多くの健康及び食の安全に関する法的規制に服しておりま

す。当社グループが健康又は食の安全に関する法規制を遵守しなかった場合には、店舗の営業許可の取消しや営業

停止を含む行政処分や、罰金その他制裁を受ける可能性があります。また、健康及び食の安全に関連する法律、規

則又は規制が新たに導入されることにより、当社グループ全体の運営コストが増加する可能性があります。

 

(5）食材等の調達困難・価格高騰に伴うリスク

当社グループの事業の採算性を維持するためには、鮮魚類等の食材及び店舗用品の価格変化を正しく予測し、適

切に対応することが重要となります。鮮魚類等の食材及び店舗用品の価格は、例えば、国内外のインフレーション

の進行、天候不順・異常気象・自然災害の発生、新興国の継続的な成長による急激な需要の増加及び価格の高騰、

物流上の障害、政府による輸入制限処置の発動、国際的な漁獲制限、取引先の倒産又は事故・災害による供給停

止、食品衛生上の問題又は放射能汚染等による出荷制限・風評被害、為替の変動、増税等の影響を受けます。これ

らの当社グループがコントロールできず、予測の困難な要因により原材料等の調達不安や価格高騰が発生した場合

には、売上原価率の上昇等により、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの使用する鮮魚、米その他の生鮮食材の価格が将来的に高騰し、当社グループがかかる価格

の高騰を顧客に転嫁することができない場合には、当社グループの営業利益は減少します。さらに、日本における

インフレーション又は為替相場の変動により、生鮮食材の調達コストがさらに上昇する可能性があります。これら

のコスト上昇を効果的に調整することができない場合には、売上げ及び顧客基盤に影響を与えない方法により調達

業務の効率化又はコスト上昇分の価格転嫁を行うとしても、当社グループの事業に重大な悪影響を及ぼす可能性が

あります。

店舗の水道光熱費（主に電気、水道及びガスの費用）の増加についても、増加費用を顧客に転嫁することができ

ない場合又は転嫁しないことを選択した場合には、当社グループの営業利益に悪影響を及ぼす可能性があります。

例えば、2011年３月の東日本大震災及び福島の原子力発電所の事故の後には、日本全国で電気料金が上昇し、当社

グループのコストを上昇させる要因となりました。
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(6）中期経営計画に関するリスク

当社グループは2016年７月に「2017年９月期－2019年９月期 中期経営計画」（以下「中期経営計画」とい

う。）を公表しており、①着実な新規出店の継続、②既存店売上高のトレンド継続及び③厳格なコスト管理を通じ

た利益率の改善を成長軸とした成長戦略を掲げています。

しかしながら、当社グループがかかる目標を達成することができるか否かは、本「第２ 事業の状況 ４ 事業等

のリスク」に記載された事項を含む多くのリスクや課題の影響を受けます。

中期経営計画を策定する中で、当社グループは様々な前提を置いております。このような前提は必ずしも正しい

という保証はなく、仮にかかる前提が誤っていた場合であっても、当社グループはこれに対応して成長戦略又は事

業運営を適時に変更することができない可能性があります。

 

(7）新規出店計画に関するリスク

当社グループは、中期経営計画のもと、着実な新規出店の継続を通じた成長を目指しております。当社グループ

は、店舗開発チームを強化し、売上予測並びに店舗賃貸借及び立地の選択に係るシミュレーションを改善すること

等により、店舗開発能力の向上に努めております。現時点において、当社グループの中心事業である国内のすし事

業は、郊外の大型店舗を中心とした出店を進めていく出店方針であります。

また、2016年９月期にオープンした南池袋店を皮切りに都心への出店を開始しており、省スペースでも出店可能

な都心型フォーマットの確立と出店拡大を実行していく方針であります。都心型店舗は、とりわけ潜在的な顧客に

対する外食の選択肢が多いこと、また、店舗賃料、人件費及び光熱費等の全体的なコストが高いことから、郊外型

店舗に比べ、より激しい競合にさらされることが想定されます。

当社グループの出店に要する初期コストは出店場所により異なるため、想定される該当店舗の営業利益ベースで

投資回収ができなかった場合、また、出店余地の減少により出店計画どおり出店できなかった場合には、当社グ

ループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループの将来の店舗業績は、当社グループとしてどの

ような新規市場及び店舗立地を選定するか、当社グループの店舗のコンセプトがどの程度当該市場において受け入

れられるか、並びに当社グループの店舗のコンセプトをどう都市部に当てはめるか、といった様々な要因の影響を

受けます。郊外エリア又は都市部に向けた当社グループの店舗のコンセプトは、当社グループのブランド認知度が

低い地域の顧客に対しては十分に魅力的でない可能性があり、また、既存市場においても当社グループの店舗のコ

ンセプトの人気に陰りが生じる可能性があります。さらに、新規店舗が成功しない可能性もあり、１店舗あたり売

上高を従前のように維持できない可能性もあります。

加えて、計画どおりの費用対効果で新規出店数を達成できない可能性があります。新規出店の遅延又は失敗は当

社グループの成長戦略及び業績予測に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(8）不動産の賃借に関するリスク

当社グループの出店立地条件及び店舗の特徴は、幹線道路に沿った郊外型が中心であり、また店舗規模について

は、当社グループの店舗運営上の効率性を踏まえ、客席数が概ね200席程度の大型店舗が出店の中心となっており

ます。このため、店舗建設にあたっては駐車場を含む十分なスペースの確保が必要条件となっております。また、

当社グループの店舗は借地又は賃借用の建物を使用しております。そのため、当社グループが事業を継続する上で

は、これらの場所を好条件で賃借し続けることができるか否かに影響を受けます。

新規店舗及び既存店舗において賃料の大幅な増加がある場合、当社グループの運営コストは増加します。加え

て、当社グループがより好条件の立地において賃貸借契約を締結し、維持し又は更新することができるかは、賃貸

人が賃貸借期間の終了時に更新に合意するか否か等、賃貸人に関するリスクにさらされており、当該リスクが顕在

化した場合、当該立地において賃貸借契約を維持できず、移転を余儀なくされる可能性があります。さらに、出店

場所を新たに検討する際において、他のレストランその他の潜在的な賃借人との競合が生じた場合、賃料等のコス

トが増加する可能性があり、仮にかかるコストをかけることができなかった場合には魅力的な機会を失う可能性が

あります。また、このようなコストの増加は、一般的には都市部においてより高額となる可能性があります。ま

た、当社グループは、賃貸借終了や採算性等を理由に閉店を余儀なくされた場合、資産の処分による損失その他関

連する損失を被る可能性があります。さらに、賃借先である家主の破産等が発生した場合には、敷金及び保証金、

建設協力金の回収不能が生ずる可能性があります。2016年９月期末の敷金及び保証金残高は、6,453百万円、この

うち、建設協力金残高は2,791百万円であります。以上のような損失が発生した場合には当社グループの事業、財

政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

EDINET提出書類

株式会社スシローグローバルホールディングス(E33000)

有価証券届出書（新規公開時）

 42/210



(9）店舗及びサプライ・チェーンの管理等に関するリスク

当社グループは、当社グループの拡大に伴い、役員、従業員及び既存のインフラについて生じる需要の増大又は

変化について十分に素早く対応することができない可能性があります。同様に、当社グループが拡大するにつれ、

より効率的な店舗運営及びその他コスト管理を通じた各店舗の生産性の向上を中期経営計画において企図している

とおりに実行できないことにより、又は、会社規模でのコスト削減の取り組みが実行できないことにより、当社グ

ループの全体の収益を効果的に拡大することができない可能性があります。当社グループは、当社グループの直接

の仕入れ先として機能する多数の商社及び卸売業者等から成るサプライ・チェーンを管理することが困難になる可

能性もあります。

 

(10)新規国内市場への進出に伴うリスク

2016年９月、当社グループは南池袋にスシローブランドの都心型の店舗を開店しました。都心型店舗は、当社グ

ループの既存の郊外型店舗と大きく異なるわけではありませんが、都心における競争環境、運営コスト、消費者の

嗜好及び消費傾向の違いに影響される可能性があります。例えば、南池袋店は、都市部においては店舗賃料その他

運営コストが高額であることから、必然的に店舗の規模が比較的小さく、核となる商品の一皿あたりの価格が郊外

型店舗よりも高額（120円）となっています。当社グループは、店舗数が比較的少なく、現時点でブランド認知度

が比較的低い地域にも店舗を増やしており、その結果、少なくとも当初は既存店舗よりも店舗売上高の平均が低く

なる可能性があり、販売費及び一般管理費等の運営費用が高くなる可能性があります。当社グループのブランド認

知度が低い又は激しい競合若しくはコストの増加が避けられない地域における出店は、期待する売上及び収益水準

を計上するまで時間がかかる可能性があり、計上できない可能性もあります。

なお、当社グループは過去に回転寿司と異なる業態の店舗を導入したことがあります。例えば、東京都心におい

て、子会社である株式会社スシロークリエイティブダイニングより「ツマミグイ」及び「七海の幸」店舗を出店

し、これらは回転寿司とは異なるフォーマットで寿司を提供するというコンセプトの店舗でしたが、当社グループ

は2016年に、当社グループの収益目標に見合わないと判断し、「ツマミグイ」及び「七海の幸」の合計４店舗を閉

鎖しました。当社グループは、将来的に、開発・運営の経験が限られた、回転寿司と異なる業態の店舗を開く可能

性がありますが、新たな店舗コンセプトは期待される売上・収益水準に達しない可能性があり、当社グループが投

資を回収できない可能性もあります。

 

(11)自然災害等の予期できない事象に関するリスク

当社グループは、全国に店舗を配置しており、当社グループが事業を展開する地域において、大規模な地震や洪

水、台風、新型インフルエンザ等の感染症の大流行等の自然災害、又は大惨事、社会・政治的な事件若しくは動乱

が発生した場合、原材料の調達の阻害、本社機能の停止、店舗の損壊、顧客の外食離れ等の悪影響をもたらし得る

ことから、当社グループの事業、財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

上記自然災害等により影響を受ける地域では日常生活が打撃を受け、その結果、当社グループの店舗において機

会損失が生じ、また、当社グループの本社、店舗及び設備を含む資産、又は材料が運搬される物流施設が損傷する

可能性や、水道、電気、ガス等のライフラインの利用が制限され、当社グループの店舗運営が停止する可能性があ

ります。さらに、当社グループの仕入先が同様の状況に陥り、その結果、サプライ・チェーンが寸断される可能性

があります。例えば、2016年４月の熊本地震の後、当社グループはサプライ・チェーンが一部寸断されたことによ

り一部店舗の営業を見合わせることを余儀なくされました。また、新型インフルエンザ等の感染症の流行も、顧客

の外食傾向及び当社グループの従業員の労働能力の双方に悪影響を及ぼす可能性があります。当社グループの店舗

運営コストの大部分は、固定費及び準固定費であるため、上記要因による売上の減少は営業利益を減少させ、営業

損失につながる可能性があります。当社グループが加入する災害保険は回復に要するコストをカバーするのに十分

でない可能性があります。

 

(12)経営陣への依存及び有能な店長の確保に関するリスク

当社グループは、当社グループの戦略決定、事業運営、事業機会の特定、潜在的なリスクへの対応及び当社グ

ループの取引関係の管理に貢献してきた経営陣に依存しております。当該経営陣がビジネス、経済、健康、家庭そ

の他の理由から当社グループ事業から離脱する場合、当社グループは有能な代替的人材を迅速に確保することがで

きないか、又は同水準のコストで確保できない可能性があり、これにより当社グループの事業は悪影響を受ける可

能性があります。
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さらに、当社グループの事業運営においては、魅力的な職場環境を提供すること等によって十分な人数の店長を

確保することが重要であります。店長は、各店舗の従業員の勤務スケジュールの決定に加え、各店舗の鮮魚その他

の生鮮食材及び店舗用品の必要量を判断する責任者となっており、その結果、販売コスト及び人件費に係る直接の

管理を通じて店舗運営費を管理することが可能になっています。当社グループは、これらの職位を全うし、こなす

ことのできる必要な技術及び経験を有する有能な人材の数を十分に確保できない可能性があります。こうした有能

な人材確保市場における競合関係により、当社グループはより高額な給料を支払い、また、より充実した福利厚生

を提供することが求められる可能性があります。有能な人材の採用及び雇用の失敗は、離職者数ないし人件費の増

加につながる可能性があり、また、当社グループのサービスの質を落とす可能性があり、これらはいずれも当社グ

ループの事業に悪影響を及ぼす可能性があります。これらの失敗は、計画した新規出店の遅延をもたらす可能性も

あります。

 

(13)パートタイマー及びアルバイトの人材確保・労務管理に関するリスク

当社グループは、多くのパートタイマー等を雇用しており、かかるパートタイマー等の採用・雇用維持は店舗運

営コストを低く維持する戦略の重要な構成要素となっております。そのため、当社グループは店舗運営において

パートタイマー等に大きく依存しております。近年は、少子高齢化及び人口減少により、一般的に労働者への需要

が増大し、パートタイマー等の賃金が上昇する傾向が見られ、それにより当社グループは既存の店舗及び新規店舗

において十分な従業員を確保することが難しくなる可能性があります。その結果、当社グループの労務関連コスト

が増加し、店舗運営が停止若しくは縮小し、又は費用対効果の面で十分な従業員を配置することができるまで新規

出店の計画を中止することを求められる可能性があります。これらの要因は、当社グループの事業、財政状態及び

経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

さらに、近時の労働関連規制においては、有期雇用や、正社員とパートタイマー等とで異なる労働条件を呈示す

ることが可能となる範囲が制限される傾向にあり、その結果、パートタイマー等を雇用する使用者において、人件

費の増加が生じています。例えば、2016年10月以降、使用者は原則として一週間あたり20時間以上勤務する短時間

労働者の社会保険料を負担することが必要となっています。労働者及び雇用関係に関する厳格な規制は、費用対効

果を確保しつつ十分な人数の店舗従業員を雇用することができるかという点に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、最低賃金、残業時間その他の労働条件、介護休業、健康保険、雇用保険その他の保険等の要素を含む正社員及

びパートタイマーに係る規制並びにこれらの労務関連の事項に関するその他の法律の将来的な改正も、事業運営の

妨げになり、又はかかるコストの増加につながる可能性があります。労働関連規制に違反したことが当局に判明し

た場合、当社グループは、業務改善命令に服する可能性があり、従業員からの請求や法令遵守関連の費用又は損害

を被る可能性があります。

 

(14)情報通信システムに関するリスク

当社グループは、事業運営全般にわたり、サプライ・チェーンの管理、受付システム、タッチパネル注文、注文

及びレーン上の管理並びに廃棄の管理等において、情報通信システムに大きく依存しております。また、当社グ

ループは2015年２月に店舗の予約、待ち時間の確認、テイクアウトの注文等の機能を備えたスマートフォン向けの

スシローアプリを導入しました。そのため、当社グループが事業全体を効果的に管理し、メニュー品の調理、配送

及び販売を相互に効果的に連携するためには、これらのシステムの信頼性及び能力が非常に重要となります。これ

らのシステムが効果的に稼働しない場合、アップグレード又は代替のシステムへの移行に問題が発生した場合、サ

イバー攻撃の結果としてこれらのシステムのセキュリティに重大なネットワーク侵害があった場合、又はそれ以外

の原因により継続的かつ安全なオンライン・プラットフォームを維持することができない場合には、顧客サービス

に遅延が生じ、当社グループの経営の効率が下がり、問題を改善するために多額の設備投資が必要となり、又は当

社グループの評判を毀損する風評が生じる可能性があります。

かかるシステムの維持において、当社グループはグループ内部でデータセンターを運営する方法はとっておら

ず、その代わりにアプリケーション・サービス・プロバイダに委託しており、また、当社グループのデータ管理の

ためにクラウド・サービス・プロバイダにも委託しております。アプリケーション・サービス・プロバイダ又はク

ラウド・サービス・プロバイダのミス等により、個人情報及び秘密情報の漏洩又はその他のセキュリティ違反及び

当社グループのシステムの混乱が生じる可能性があります。また、アプリケーション・サービス・プロバイダ又は

クラウド・サービス・プロバイダが何かの理由で運営を停止することにより、当社グループの運営が妨げられるリ

スクが存在します。さらに、当社グループの競合他社がより効果的な情報通信システムを開発し、それによって競

合他社が顧客にとってより魅力的となる又はその店舗若しくは事業運営が強化される可能性があります。
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(15)インターネット等による風評被害に伴うリスク

スシローブランドは、当社グループの事業の成功にとって重要な要素です。当社グループが保有する商標等の不

正利用、商品への異物混入や苦情等、インターネット上での様々な書き込みにより風評被害が発生・拡散した場

合、その内容の正確性にかかわらず、当社グループの事業、財政状態、業績、ブランドイメージ及び社会的信用に

影響を及ぼす可能性があります。また、従業員又は第三者が関与する不適切行為その他の事故によってもブランド

イメージ及び社会的信用は損なわれる可能性があります。

風評被害は、違法、不公平又は一貫性のない従業員の行為の申立て、従業員の不満、病気、傷害、メディア報道

又はインターネット若しくはSNSサイトへの不適切な書き込み、犯罪行為、データプライバシー侵害、内部統制の

不備、又は当社グループの従業員若しくは同一若しくは類似の業界における他社の従業員が関与するスキャンダル

によって発生する可能性があります。申立てや苦情が認められるか否かにかかわらず、当社グループの店舗、競合

他社の店舗、回転寿司市場又はより広範な日本の食品サービス業界に関する好意的ではない評判は、当社グループ

の全店舗に関する信用性に悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループ又はその業界に関する風評（食

の安全、食品に関する政府若しくは業界団体の調査結果、魚の乱獲に関する環境問題又は当社グループの店舗にお

ける業務上の問題に関するものを含みます。）は、当社グループの評判を毀損し、当社グループの集客及び売上げ

に悪影響を及ぼし、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(16)海外事業の展開に伴うリスク

当社グループは「世界中のお客様に、うまいすしを届けたい。」を掲げ、海外戦略を具体的に推進するため、韓

国子会社「SUSHIRO KOREA,INC.」において本書提出日現在７店舗を運営しております。これら韓国の店舗における

収益は、2016年９月30日に終了した事業年度の当社グループの連結収益合計の１％未満です。また、当社グループ

は、他のアジアを中心とする国外市場等へと海外事業を拡大させる可能性を検討しております。

海外での店舗運営の実績が限定的であることに加えて、当社グループは、海外事業の運営全般において、消費者

の嗜好、価格意識、外食の性向及び消費傾向の相違、ブランド認知度の低さ、地元の店舗での外食等の他の選択肢

との競合、消費動向又は原材料費、流通費及び人件費に影響を及ぼす現地の経済状況の変化、材料費及び外国為替

相場の変動、戦争行為、テロ攻撃、伝染病の大流行及び当社グループがコントロールできないその他の事由、当該

市場における当社グループの経営能力又は事業を行うコストに影響を及ぼす現地の法律上及び規制上の要件の変更

等の多くの課題等に直面する可能性があります。これらの課題等は、当社グループの財政状態、経営成績及び成長

戦略に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループは以前にSushiro Seasonal Kitchenのブランド名で米国にテイクアウトに注力した店舗を２

店舗展開していましたが、かかる店舗は当社グループの収益計画に見合わないと判断したため、2016年10月に閉店

しました。2016年９月期において、当社グループは米国の事業に関連して、店舗の閉鎖に伴う232百万円の減損損

失及び231百万円のリストラ関連費用を含む686百万円の損失を計上しました。

 

(17)訴訟その他の法的手続に伴うリスク

当社グループには、通常の業務において発生する製造物責任、契約違反、人身被害並びに労働及び雇用等に関す

る請求に関し、顧客、賃貸人、納入・供給業者及び従業員を含む第三者からの訴訟のリスクが存在します。当社グ

ループに対する請求が有効であるか否か、また当社グループが最終的に責任を負うこととされるか否かにかかわら

ず、かかる請求があった場合には防御に費用がかかる可能性があり、また、時間と費用がかかり、結果として、当

社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。かかる請求が当社グループが加入する保険の対象とされて

いない場合又は保険の担保範囲を大きく超える判決があった場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に重

大な悪影響を及ぼす可能性があります。これらの申立てから生じる風評もまた、当社グループの評判又は見通しに

悪影響を及ぼし、さらに当社の経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(18)個人情報その他の機密情報の漏洩に関するリスク

当社グループは、多数の個人の顧客から様々な情報を取得し保有しております。当社グループは、顧客情報につ

いて、個人情報の保護に関する法律に基づき、個人情報取扱事業者として、個人情報保護に係る義務等の遵守が求

められております。

当社グループは、クレジットカード処理システム及び当社グループの顧客向けロイヤリティ・ポイント・システ

ムを含むスマートフォン向けのスシローアプリやウェブサイトを利用した注文システム等を通じて個人情報を定期

的に収集しております。個人情報が漏洩した場合には、損害賠償請求及び行政処分等により、当社グループの評判

が毀損し、多額の是正費用が必要となり、当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(19)ペルミラ・アドバイザーズ・グループによる影響に関するリスク

当社はグローバルなプライベート・エクイティ・ファームであるペルミラ・アドバイザーズ・グループが助言を

提供するペルミラ・ファンドが出資をするConsumer Equity Investments Limited（以下「CEIL」という。）から

出資を受けており、CEILは上場後においても相当数の当社株式を保有する予定です。CEILが相当数の当社株式を保

有することにより、当社の株主総会による承認を要する事項（取締役の選任及び株主の承認を要するその他すべて

の事項を含みます。）に対する影響力を持ち続ける可能性があります。加えて、当社の取締役９名のうち２名がペ

ルミラ・アドバイザーズ・グループにより指名されております。また、当社の経営その他の事項に関するCEILの利

益は、他の株主の利益とは異なる可能性があります。

 

(20)知的財産権に関するリスク

当社グループの事業の運営においては、当社グループが日本及び韓国で用いる店舗名やロゴ、当社グループの店

舗のデザイン等の商標、特許その他の当社グループが専有する知的財産権を活用してブランドの価値を構築し維持

することが重要となります。当社グループがその知的財産権を保護することに失敗した場合、又は第三者が当社グ

ループの知的財産権を悪用若しくは侵害し、若しくは当社グループの知的財産権が競合他社に知られ若しくは競合

他社により独自に開発された場合には、当社グループのブランドの価値が損なわれる可能性があり、これにより当

社グループの事業が重大な悪影響を受け、当社グループのブランドが市場で受け入れられなくなり、又はブランド

価値を維持することができなくなる可能性があります。また、当社グループは、当社が事業を行う又は行おうとす

る分野における類似の知的財産権の先使用権者から請求を受ける可能性があります。これにより、当社グループの

イメージ、ブランド又は競争力が損なわれ、当社グループが多額のペナルティ及び費用を負担することとなる可能

性があります。

 

(21)外国為替相場の変動に伴うリスク

当社グループの運営は外国為替相場の変動及び外国為替に係る規制の変化により影響を受けます。商社及び卸売

業者等の当社グループの直接の仕入先から仕入れる生鮮食材の調達コスト等の大部分は円貨建てとなっております

が、一部の仕入先に係る調達費用は外貨建てとなっております。これらの外貨が日本円に対して強くなる場合、ま

た、仕入先がかかる相場変動によるコスト増を当社グループに転嫁しようとする場合、当社グループの調達コスト

は増加する可能性があります。かかる為替相場の変動のリスクに対処するために、当社グループは将来的にヘッジ

取引その他の為替変動リスクを最小限に抑える方策を行う可能性がありますが、かかる方策を行ったとしても、外

国為替相場の変動リスクを十分回避できる保証はありません。

 

(22)減損会計の適用に伴うリスク

無形資産（特にブランド）及びのれんは当社グループの資産の相当な部分を占めます。当社グループのブランド

及びCEILジャパン株式会社が2012年９月に行った前株式会社あきんどスシローの買収により発生したのれんは、

2016年12月31日現在それぞれ53,596百万円及び30,371百万円であり、合わせて当社グループの総資産の68.5%を占

めています。IFRSのもとでは、ブランド及びのれんは償却の対象とはならず、毎年及び減損の兆候があると認めら

れた場合にはその都度、減損テストが実施されます。また、当社グループの事業資産も、帳簿価額を回収すること

ができない可能性を示す事象や状況変化があった場合には減損テストが実施されます。2016年９月期において、当

社グループは事業資産について570百万円の減損損失（当社グループの米国の事業の閉鎖に関連する232百万円を含

みます。）を計上しました。詳細は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等　(1)　連結財務諸表 連結財務諸表注

記 14．資産の減損」をご参照ください。

減損を計上すべきか否かの決定には、高度な判断が必要となります。特に、当該資産から利益を得る店舗の将来

キャッシュフローの大幅な減少、法的要因又は事業環境における重大な悪変化等の要因は減損につながる可能性が

あります。これらの要因に悪変化があった場合、これらの資産の回収可能性に重大な影響を及ぼし、当社グループ

の財政状態及び経営成績が悪影響を受ける可能性があります。当社グループは、資産の減損の金額及び時期を正確

に予測することができません。当社グループの資産の価値が減損した場合、当社グループの財政状態及び経営成績

が重大な悪影響を受ける可能性があります。

 

(23)多額の借入金及び財務制限条項への抵触に伴うリスク

当社グループは、金融機関を貸付人とする借入契約を締結しており、多額の借入れを行っております。多額の負

債及び将来の追加借入れは当社グループの事業に重要な影響を与える可能性があり、例えば、返済資金を要する結

果として多額の資金を要する投資及び将来のビジネスチャンスへの支出が難しくなる可能性、現在の負債のリファ

イナンスを含め、債券市場又は銀行からの追加的な資金調達を行う能力に制約がかかる可能性、当社グループが事

業を維持し成長させるのに十分な運転資金を確保できない場合に、経済環境の低迷に対する影響を受けやすい可能

性、当社グループよりも財務レバレッジが低い競合他社及び豊富な資金を有する競合他社に比べ、競争上不利にな

る可能性等があります。
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また、当社グループが将来リファイナンスをすることができるかについては、金融市場及び資本市場並びにその

時点の当社グループの財政状態より影響を受けます。当社グループが良い条件でリファイナンスすることができる

保証はなく、そのことにより当社グループの財政状態及び事業運営は悪影響を受ける可能性があります。

当社グループの借入金の一部については、元本が円建ての変動金利となっているため、市場金利の変動の影響を

受けます。金利政策に変更等があり、円金利が上がった場合には、当社グループの変動金利による借入れに適用さ

れる金利は上昇し、当該借入れに係る金利の支払い額はヘッジがなされない限りにおいて増加します。加えて、当

社グループの長期借入れの一部は固定金利のため、市場金利の上昇は、当該借入れをリファイナンスする場合又は

事業資金若しくは設備投資資金のために借入れを増加させる場合に、当社グループの金利の支払い額は増加しま

す。

さらに、借入契約には、財務制限条項が付されております。これに抵触した場合、貸付人の請求があれば同契約

上の期限の利益を失うため、直ちに債務の弁済をするための資金の確保が必要となり、当社グループの財政状態及

び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。当社グループは、利息等の返済原資は主にキャッシュフローによる

ものと考えており、当社グループがこれらの支払を行うことができるか否かは、当社グループの将来の業績により

左右されます。当社グループに十分な資金がない場合、当社グループは、既存の借入れの全部又は一部のリファイ

ナンス、資産の売却又は更なる金銭の借入れが必要となる可能性があります。当社グループは、これらの代案を当

社グループが受入可能な条件によって行うことができず、又は全く行うことができない可能性があります。

なお、財務制限条項の主な内容は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等　(1)　連結財務諸表 連結財務諸表

注記 17．借入金」に記載しております。

 

(24)新株予約権の行使による株式価値の希薄化に関するリスク

当社は、役員、従業員に対しインセンティブ付与のため、新株予約権の発行及びストック・オプション制度を採

用しております。

このうち、一部の新株予約権については、新株予約権の保有者が行使時の払込金額の支払いを伴わずに、実質的

に新株予約権を行使の上で株式を売却した場合と同様の経済的効果を得ること等を目的として、当社株主である

CEILが当社役員及び従業員等から取得の上で保有しております。当社普通株式の上場後に当該新株予約権をCEILが

行使して当社株式を取得し保有する可能性があります。また、今後もCEILは、同様の目的で、新株予約権の保有者

から新株予約権を取得の上で、行使する可能性があります。詳細は「第４ 提出会社の状況　１ 株式等の状況　

(7)　ストックオプション制度の内容（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取

について）」をご参照ください。

さらに、今後も優秀な人材を確保するために、ストック・オプション制度を活用していく可能性があり、現在付

与している新株予約権に加えて、今後付与する新株予約権が行使された場合には、１株当たりの株式価値が希薄化

する可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

株式会社三井住友銀行等との借入契約

当社は2016年９月27日付で株式会社三井住友銀行をエージェントとするファシリティ契約を締結しております。

当該契約の主な契約内容は、以下のとおりであります。

①契約の相手先

株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀行

②借入枠

ファシリティA借入枠　187億48百万円

ファシリティB借入枠　350億円

リボルビングファシリティ借入枠　50億円

③借入金額

ファシリティA、B　当初借入金額537億円48百万円

④返済期限

ファシリティA：2016年12月31日より３ヶ月ごとに返済（最終返済日2021年３月31日）

ファシリティB：最終返済日（2021年３月31日）に一括返済

リボルビングファシリティ：利息期間（２週間、１ヶ月、２ヶ月、３ヶ月のいずれかを選択）の最終日に返

済。ただし、一定の条件を満たせば、当該元本はさらにロールオーバーが可能。

⑤利率

日本円TIBOR（０％が下限）に一定のマージンを加算

⑥主な借入人の義務

イ．借入人の決算書類、予算書等を提出する義務

ロ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく企業結合、会社分割、合併、連結又は会

社再編を行わないこと

ハ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく第三者のために担保提供を行わないこと

ニ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく資産の売却、賃貸、移転その他の処分を

行わないこと

ホ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく金融債務に関して債権者となってはなら

ないこと

ヘ．財務制限条項を遵守すること

ト．配当制限条項を遵守すること

ただし、東京証券取引所への当社の上場承認がなされた場合、当社から通知を行うことにより、上記イのうち

予算書等を提出する義務並びに、ロ、ニ、ホ及びトを撤廃するとともに、財務制限条項（上記ヘの内容）が変

更されることとなっております。財務制限条項の主な内容は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等　(1)　

連結財務諸表 連結財務諸表注記 17．借入金」に記載しております。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、IFRSに基づき作成されております。この連結財務諸表の作成に当たっては、決

算日における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を与えるような経営者の見積り及び予測を

必要としております。当社は、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、見積り及び予測を

行っておりますが、前提条件やその後の環境等に変化がある場合には、実際の結果がこれら見積りと異なる可能性

があります。

 

(2）経営成績の分析

第２期連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（売上収益・売上総利益）

売上収益は、前連結会計年度に比べ11,528百万円増加（前連結会計年度比8.5％増）し、147,702百万円となりま

した。これは主に、39店舗の新規出店、テイクアウト商品の強化及び１皿280円の高価格帯すしメニューが売上に

貢献したこと等によるものであります。

売上原価は、72,008百万円となり、売上原価率は前連結会計年度と同様の48.8％となりました。これは仕入コス

トの安定化及び廃棄の削減に努めたこと等によるものであります。

この結果、売上総利益は、前連結会計年度に比べ6,005百万円増加（前連結会計年度比8.6％増）し、75,695百万

円となりました。

（販売費及び一般管理費・その他の収益・その他の費用・営業利益）

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ4,782百万円増加（前連結会計年度比7.7％増）し、67,102百万

円となりました。これは主に、国内における店舗数の増加に伴う人件費及び地代家賃の増加、テレビCM等により広

告宣伝費が増加したこと等によるものであります。

その他の収益は、前連結会計年度に比べ103百万円増加（前連結会計年度比112.7％増）し、195百万円となりま

した。また、その他の費用は、前連結会計年度に比べ705百万円増加（前連結会計年度比122.8％増）し、1,279百

万円となりました。これは主に、前連結会計年度に比べ減損損失が201百万円増加したことや上場関連費用を計上

したこと等によるものであります。

この結果、営業利益は、前連結会計年度に比べ621百万円増加（前連結会計年度比9.0％増）し、7,509百万円と

なりました。

（金融収益・金融費用・親会社の所有者に帰属する当期利益）

金融収益は、前連結会計年度に比べ27百万円減少（前連結会計年度比26.5％減）し、76百万円となりました。ま

た、金融費用は、前連結会計年度に比べ1,127百万円増加（前連結会計年度比63.8％増）し、2,893百万円となりま

した。これは主に、リファイナンスに係るコストを1,209百万円計上したこと等によるものであります。

この結果、親会社の所有者に帰属する当期利益は、前連結会計年度に比べ642百万円減少（前連結会計年度比

16.8％減）し、3,184百万円となりました。

 

第３期第１四半期連結累計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

（売上収益・売上総利益）

売上収益は、前年同期に比べ2,956百万円増加（前年同期比8.3％増）し、38,408百万円となりました。これは主

に、前連結会計年度の39店舗及び当第１四半期連結累計期間の10店舗の新規出店が売上に貢献したこと等によるも

のです。

売上原価は、18,786百万円となり、売上原価率は前年同期とほぼ同様の48.9％（前年同期比0.1％増）となりま

した。これは仕入コストの安定化に努めたこと等によるものであります。

この結果、売上総利益は、前年同期に比べ1,468百万円増加（前年同期比8.1％増）し、19,622百万円となりまし

た。

（販売費及び一般管理費・その他の収益・その他の費用・営業利益）

販売費及び一般管理費は、前年同期に比べ1,345百万円増加（前年同期比8.4％増）し、17,444百万円となりまし

た。これは主に、国内における店舗数の増加に伴う人件費及び地代家賃の増加等によるものであります。

その他の収益は、前年同期に比べ４百万円増加（前年同期比52.2％増）し、11百万円となりました。また、その

他の費用は、前年同期に比べ37百万円増加（前年同期比279.7％増）し、50百万円となりました。これは主に、前

年同期に比べ上場関連費用が28百万円増加したこと等によるものです。

この結果、営業利益は、前年同期に比べ90百万円増加（前年同期比4.4％増）し、2,140百万円となりました。
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（金融収益・金融費用・親会社の所有者に帰属する当期利益）

金融収益は、前年同期に比べ23百万円増加（前年同期比33.8％増）し、92百万円となりました。これは主に為替

差益が23百万円増加したこと等によるものであります。また、金融費用は、前年同期に比べ204百万円減少（前年

同期比63.1％減）し、119百万円となりました。これは主に支払利息が152百万円減少したこと等によるものであり

ます。

この結果、親会社の所有者に帰属する当期利益は、前年同期に比べ274百万円増加（前年同期比22.9％増）し、

1,467百万円となりました。

 

(3）財政状態の分析

第２期連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（資産）

総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ5,884百万円増加し、122,356百万円となりました。

流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ4,746百万円増加し、11,134百万円となりました。これは主に、現

金及び現金同等物が4,755百万円増加したこと等によるものであります。

非流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ1,138百万円増加し、111,222百万円となりました。これは主に、

新規出店等により有形固定資産が1,280百万円増加したこと等によるものであります。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末に比べ27,650百万円増加し、97,498百万円となりました。

流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ7,313百万円増加し、26,695百万円となりました。これは主に、営

業債務の支払サイトの見直し及び店舗数の増加に伴い、営業債務及びその他の債務が6,233百万円増加したこと等

によるものであります。

非流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ20,337百万円増加し、70,803百万円となりました。これは主に、

長期借入金78,748百万円を借入れた一方で、57,916百万円を返済したこと等によるものであります。

（資本）

資本合計は、前連結会計年度末に比べ21,766百万円減少し、24,858百万円となりました。これは主に、当期利益

を3,164百万円計上した一方で、自己株式の取得により自己株式を△25,028百万円計上したこと等によるものであ

ります。

 

第３期第１四半期連結累計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

（資産）

総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ290百万円増加し、122,646百万円となりました。

流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ316百万円減少し、10,818百万円となりました。これは主に、現金

及び現金同等物が1,178百万円減少した一方で、棚卸資産が447百万円、営業債権及びその他の債権が262百万円増

加したこと等によるものであります。

非流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ606百万円増加し、111,828百万円となりました。これは主に、新

規出店等により有形固定資産が621百万円増加したこと等によるものであります。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,222百万円減少し、96,276百万円となりました。

流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ114百万円減少し、26,581百万円となりました。これは主に、店舗

数の増加に伴い営業債務及びその他の債務が567百万円増加した一方で、引当金が372百万円、借入金が254百万円

減少したこと等によるものであります。

非流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ1,108百万円減少し、69,695百万円となりました。これは主に、

借入金が1,084百万円減少したこと等によるものであります。

（資本）

資本合計は、前連結会計年度末に比べ1,512百万円増加し、26,370百万円となりました。これは主に、四半期利

益を1,466百万円計上したこと等によるものであります。
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(4）経営成績に重要な影響を与える要因の分析について

当社グループの売上及び費用は、経済情勢、他社との競合、消費者の嗜好の変化、食材価格、水道光熱費、新規

出店、不動産賃料、自然災害、人件費等による影響を受けます。これらの変動要因が発生し、当社グループが適切

に対応できなかった等の場合は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループの経営成績に重要な影響を与える他の要因につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリス

ク」をご参照ください。

 

(5）経営戦略の現状と見通し

厳しい経営環境の中、当社グループは「うまいすしを、腹一杯。うまいすしで、心も一杯。」を使命として、ス

シローを中心とした各ブランドにおける収益力向上を図っております。個人消費が伸び悩む中、お客様に支持され

る店舗づくりに取り組むとともに、今後は都心部や海外など新たな市場への積極的な事業展開を行ってまいりま

す。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの状況

第２期連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ4,755百

万円増加し、8,149百万円（前連結会計年度比140.1％増）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、15,215百万円（前連結会計年度比118.3％増）となりました。

これは主に、税引前利益4,692百万円、減価償却費及び償却費3,591百万円を計上したこと、営業債務の支払サ

イトの見直し等による営業債務及びその他の債務の増加が5,840百万円、法人所得税の還付額が438百万円あった

一方で、利息の支払額が1,097百万円、法人所得税の支払額が1,980百万円あったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、4,581百万円（前連結会計年度比8.0％減）となりました。

これは主に、新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出が3,011百万円あったこと等によるものであり

ます。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、5,854百万円（前連結会計年度比25.1％減）となりました。

これは主に、「②財務マネジメント」にて後述する自己株式の取得等を目的とした長期借入れによる収入が

78,748百万円あった一方で、長期借入金の返済による支出が57,916百万円、自己株式の取得による支出が25,037

百万円あったこと等によるものであります。

 

第３期第１四半期連結累計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

1,178百万円減少し、6,971百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、1,976百万円（前年同期比49.6％減）となりました。

これは主に、税引前四半期利益2,113百万円、減価償却費及び償却費901百万円の計上、店舗の増加に伴う営業

債務及びその他の債務の増加が767百万円あった一方で、棚卸資産の増加が446百万円、利息の支払額が69百万

円、法人所得税の支払額が842百万円あったこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,512百万円（前年同期比47.8％増）となりました。

これは主に、新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出が1,296百万円あったこと等によるものであり

ます。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、1,653百万円（前年同期比22.7％増）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出が1,377百万円あったこと等によるものであります。

 

②財務マネジメント

当社グループは、設備投資や運転資金のために、最適な資金確保と流動性の保持及び健全な財政状態を維持する

ことを財務方針としております。

資金の流動性については、現金及び現金同等物に加え、銀行とコミットメントライン契約を締結しており、成長

を維持するために必要とされる十分な流動性を確保していると考えております。

当社は2015年12月に資本政策上の観点から自己株式250億株を総額250億円で取得し、2016年12月にそのすべてを

消却しております。自己株式取得資金は新規の借入れによって賄っており、資本と負債のバランスを図っておりま

す。

 

(7）経営者の問題認識と今後の方針

当社グループは、「うまいすしを、腹一杯。うまいすしで、心も一杯。」を使命として、直営方式による回転す

し店を中心に展開しております。今後、一層お客様に喜ばれ必要とされる店舗づくりに取り組み、企業価値の増大

を図ってまいります。

当社グループの問題意識と今後の方針の詳細につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」をご参

照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

第２期連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

　当連結会計年度は、グループ全体で39店舗出店、７店舗退店いたしました。その結果、当連結会計年度末における

店舗数は、すべて直営で国内442店舗、海外８店舗の合計450店舗となりました。

　当連結会計年度に実施した当社グループの設備投資の総額は、4,328百万円となりました。主な内訳は、有形固定

資産3,011百万円、敷金及び保証金984百万円、無形資産333百万円であります。

　なお、上記金額には、消費税は含まれておりません。

　また、当社グループはすし事業の単一セグメントのため、セグメントの名称の記載を省略しております。

 

第３期第１四半期連結累計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

　当第１四半期連結累計期間は、グループ全体で10店舗出店、２店舗退店いたしました。その結果、当第１四半期連

結累計期間における店舗数は、すべて直営で国内451店舗、海外７店舗の合計458店舗となりました。

　当第１連結累計期間に実施した当社グループの設備投資の総額は、1,521百万円となりました。主な内訳は、有形

固定資産1,296百万円、無形資産120百万円、敷金及び保証金105百万円であります。

　なお、上記金額には、消費税は含まれておりません。

　また、当社グループはすし事業の単一セグメントのため、セグメントの名称の記載を省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

　なお、当社グループはすし事業の単一セグメントのため、セグメントの名称の記載を省略しております。

(1）提出会社

2016年９月30日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)

建物及び
構築物
（百万円）

工具器具備品
（百万円）

有形固定資産
その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(大阪府吹田市)
事務所設備等 0 0 － 0 27

　（注）１．本社は賃借しており、年間賃借料は23百万円であります。

２．従業員数は、就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時

雇用者（パートタイマー及びアルバイト）は含まれておりません。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(2）国内子会社

2016年９月30日現在

会社名 事業所名
店舗数
(店)

土地借用
面積
（㎡）

建物及び
構築物

（百万円）

工具器具備品
（百万円）

有形固定資産
その他
（百万円）

敷金及び
保証金等
（百万円）

計
（百万円）

従業員数
(人)

株式会社

あきんど

スシロー

東日本

エリア

店舗

(北海道地方)
8 12,004 368 196 49 190 804 25

店舗

(東北地方)
12 35,307 355 175 34 193 758 32

店舗

(関東地方)
120 192,475 3,284 1,491 319 2,053 7,147 352

店舗

(中部地方)
82 185,359 2,615 898 169 1,050 4,732 223

西日本

エリア

店舗

(近畿地方)
116 217,112 1,941 811 84 1,187 4,022 281

店舗

(中国地方)
17 31,416 610 255 64 328 1,256 61

店舗

(四国地方)
26 69,732 959 237 50 378 1,624 70

店舗

(九州地方)
58 127,212 2,612 615 147 500 3,875 179

店舗

(沖縄地方)
3 3,477 170 106 27 49 353 17

本社等

(大阪府吹田市他)
－ 28,011 78 142 30 355 605 167

合計 442 902,106 12,993 4,926 973 6,284 25,176 1,407

　（注）１．帳簿価額のうち「有形固定資産その他」は機械装置及び車両運搬具であります。

２．本社及び店舗は賃借しており、年間賃借料は本社128百万円、店舗6,394百万円であります。

３．従業員数は、就業人員（当該子会社から他社への出向者を除き、他社から当該子会社への出向者を含む。）

であり、臨時雇用者（パートタイマー及びアルバイト）は含まれておりません。

４．従業員数のうち、本社等には2016年９月30日現在オープンしていない店舗に係る従業員を含んでおります。

５．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(3）在外子会社

2016年９月30日現在
 

会社名 事業所名 設備の内容

帳簿価額

建物及び
構築物
（百万円）

工具器具備品
（百万円）

有形固定資産
その他
（百万円）

敷金及び
保証金
（百万円）

合計
（百万円）

従業員数
(人)

SUSHIRO KOREA,INC.

店舗他

(韓国ソウル市

他)

店舗設備他

(６店舗)
29 16 － 182 226 23

　（注）１．本社及び店舗は賃借しており、年間賃借料は本社３百万円、店舗143百万円であります。

２．従業員数は、就業人員（当該子会社から他社への出向者を除き、他社から当該子会社への出向者を含む。）

であり、臨時雇用者（パートタイマー及びアルバイト）は含まれておりません。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４．Sushiro U.S. Holdings Inc.は、本書提出日現在において事業展開を行っていないことから、上表に記載し

ておりません。
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３【設備の新設、除却等の計画】（2017年１月31日現在）

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　最近日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

　なお、当社グループはすし事業の単一セグメントのため、セグメントの名称の記載を省略しております。

 

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

（所在地）
設備の内容

投資予定金額

資金調達方

法

着手及び完了予定年月

増加能力

（客席数）総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了

株式会社あき

んどスシロー

東日本エリア

15店舗
店舗設備他 1,882 285

自己資金

及び借入金
2016年12月 2017年９月 2,520

西日本エリア

9店舗
店舗設備他 1,150 116

自己資金

及び借入金
2017年1月 2017年９月 1,764

合計 － 3,032 400 － － － 4,284

　（注）１．投資予定金額の総額には敷金及び保証金並びに建設協力金628百万円を含んでおります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．月別出店計画は次のとおりであります。

会社名
2017年

２月
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

株式会社あき

んどスシロー
1 4 4 2 3 4 1 5

 

(2）重要な改修

重要な設備の改修の計画はありません。

 

(3）重要な除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 109,000,000

計 109,000,000

　（注）2016年12月15日開催の定時株主総会において、定款一部変更に係る議案が承認可決されております。

これにより、効力発生日（2017年１月19日）をもって、発行可能株式数は4,999,891,000,000株減少し、

109,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 27,458,920 非上場

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は100株であ

ります。

計 27,458,920 － －

　（注）１．2016年12月15日開催の取締役会決議により、同日付で自己株式25,000,000,000株の消却を行い、2016年12月

15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併合しており

ます。これにより発行済株式総数は41,173,303,917株減少し、27,458,920株となっております。

２．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、定款変更を行い、2016年12月16日付で単元株式数を

100株とする単元株制度を導入しております。
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①2012年12月21日臨時株主総会決議（第１回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 1,482,394,946（注）３、４ 1,099,841,411（注）３、４

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 382,553,535 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 582,581,213（注）４ 732,602（注）４、９

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）５ 1,993.02（注）５、９

新株予約権の行使期間
自　2015年３月31日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 3.410918608

資本組入額 1.705459304

発行価格　 2,012.441979

資本組入額 1,006.220989

（注）９

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８ 同左

　（注）１．上記の新株予約権は、CEILジャパン株式会社（現株式会社あきんどスシロー）が発行した新株予約権のう

ち、株式会社あきんどスシローの単独株式移転により当社を設立した日（2015年３月31日）現在、行使又は

消却されていない新株予約権に係る義務を、株式会社あきんどスシローから当社が承継したものでありま

す。

２．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

３．本新株予約権は、新株予約権１個につき0.012937013円で有償発行しております。

４．本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権の１個あたりの目的となる株式の数は

0.393株とする。ただし、2016年12月22日以降は、本新株予約権の１個あたりの目的となる株式の数は

0.0006661株とする。

本新株予約権の割当日以降に当社が普通株式につき株式の分割、株式の併合又は株式無償割当てをする場

合、その他対象株式数を変更することが適切な場合は、当社は、取締役会決議により、必要と認める調整を

行うものとする。

５．行使価額の調整

(1）当社は、本新株予約権の発行後、以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり行使価額

を調整する。

①普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により行使価額を調整する。調後

の行使価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当てに係る

基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降、これを適用する。なお、株式無償割当ての場合には、

次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「株式無償割当て前発行済普通株式数（ただしその時

点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「株式無償割当て後発行済

普通株式数（ただしその時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞれ読み替える。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数
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②普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、行使価額を調整する。調整後の行使価額は、

株式の併合の効力が生ずる日の翌日以降、これを適用する。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

 

(2）上記①に掲げた事由によるほか、行使価額を変更することが適切な場合は、当社は、取締役会決議によ

り、必要と認める調整を行うものとする。

(3）行使価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第６位まで算出し、小数第６位を四捨五入す

る。

６．本新株予約権の行使の条件

(1）以下において、

①「スシロー株式」とは、当社が所有する株式会社あきんどスシローの株式を意味する。

②「スシロー売却」とは、スシロー株式の所有権の譲渡（単一の取引によるか、関連する一連の取引によ

るかを問わない。）であって、かかる譲渡の購入予定者（及び本関連当事者。ただし、当社、当社の関

連会社又は担保実行買主を除く。）（以下「スシロー購入予定者」という。）が、発行済み普通株式の

50％以上を保有することになる結果をもたらすもの、又は株式会社あきんどスシローの資産の大部分を

売却するものをいう。

③「CEIL」とは、Consumer Equity Investments Limitedを意味する。

④「本普通株式」とは、当社の普通株式を意味する。

⑤「本関連当事者」とは、関連当事者又は共同保有者を意味する。

⑥「担保実行買主」とは、シンジケート団が本件担保権を実行したこと（帰属清算、処分清算及び任意売

却を問わない。以下同じ。）に伴って株式を買い受ける買主を意味する。

⑦「上場」とは、上場証券市場において、当社、又はその子会社のいずれかの株式取引を行うための上場

許可をいう。

⑧「本件売却」とは、以下のいずれかの場合を意味する。

・CEILが所有する本普通株式の所有権の譲渡（単一の取引によるか、関連する一連の取引によるかを

問わない。）であって、かかる譲渡の購入予定者（及び本関連当事者。ただし、CEIL、CEILの関連

会社又は担保実行買主を除く。）（以下「当社購入予定者」という。）が、発行済みの本普通株式

の50％以上を保有することになる結果をもたらすもの

・CEILの支配権の変更、即ち、P4 Sub Continuing L.P.1、Permira IV Continuing L.P.、Permira

Investments Limited及びP4 Co-Investment L.P.が、合計して、直接又は間接にCEILの発行済株式

の50％以上を保有しないことになる結果をもたらすもの（CEILの支配権の変更をもたらすCEILの発

行済株式の譲渡の購入予定者を、以下「CEIL購入予定者」という。）。

⑨「購入予定者」とは、スシロー購入予定者、CEIL購入予定者又は当社購入予定者を意味する。

⑩「本件担保権」とは、①CEILがその所有する本普通株式に設定した担保権と実質上同じ条件で、本新株

予約権の行使により発行される本普通株式に対して設定される担保権、及び②当社がスシロー株式に設

定する担保権を意味する。

⑪「シンジケート団」とは、（旧）株式会社あきんどスシローの株式取得に伴う取引のために又は当該取

引に関連して当社、株式会社あきんどスシロー又はCEIL若しくはCEILの関係会社が資金調達（当該資金

調達に基づく借入金を弁済するために行う資金調達及びそれに伴いその他の目的のために行う資金調達

を含む。）を行った銀行、金融機関その他の債権者を意味する。

(2）本新株予約権の割当てを受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、以下のいずれかに該当する場

合に限り、本新株予約権を行使できる。ただし、下記(3)に定める場合はこの限りでない。

①本普通株式が上場した揚合

②スシロー売却に関する拘束力のある契約（条件付きか、そうではないかを問わない）が締結され、か

つ、CEILが本新株予約権者に対して本新株予約権の行使の意思を確認するための通知を行った場合

③本件売却に関する拘束力のある契約（条件付きか、そうでないかを問わない）が締結されるか、又は

CEILがその企業集団の組織再編のために必要であると判断した場合に、CEIL又は本件売却における売却

当事者が、CEIL及び本新株予約権者の間で締結する新株予約権割当契約に従い、本新株予約権者に対し

てその保有する本新株予約権のすべてを行使することを書面により通知した場合
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(3）本新株予約権者（②の場合においてはその相続人）は、以下の事由が生じた場合には、本新株予約権を行

使することができない。ただし、2016年12月22日以降は、本(3)は本新株予約権者がCEILである場合には

適用されない。

①本新株予約権者が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は

従業員の地位をいずれも喪失した場合（ただし、2016年12月22日以降は、当社の取締役会が行使を承認

した場合はこの限りではない。）

②本新株予約権者が死亡した場合

③本新株予約権者が、破産手続開始又は民事再生手続開始の申立を受け、若しくは自らこれを申し立てた

場合

④本新株予約権者が、当該者に適用される当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の

社内規程に違反する行為を行ったと当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社取締役

会が判断した場合

⑤本新株予約権者が、当該者の従業員の地位について適用される又は仮に従業員の地位を有するとすれば

適用される、当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の就業規則に違反する行為を

行い、減給、出勤停止、降格、諭旨解雇又は懲戒解雇等の対象となり得ると当社、株式会社あきんどス

シロー及び／又は当社の関連会社の取締役会が判断した場合

⑥本新株予約権者に不正行為又は職務上の義務違反若しくは懈怠があった場合

⑦本新株予約権者が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の事前の書面による承諾

を得ないで当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社が営む事業と同一の事業又は直

接・間接に競業する行為（当該事業又は行為を行う会社等のアドバイザー又は役員その他経営管理にあ

たる地位に就任することを含む。）を行った場合

⑧新株予約権割当契約又は本新株予約権者が当事者である委任契約の定めに本新株予約権者が違反した場

合

⑨本件担保権が実行された場合

(4）一個の本新株予約権の一部を行使することはできない。

７．取得条項付新株予約権

(1）本新株予約権者（ただし、2016年12月22日以降は、本新株予約権者がCEILである場合を除く。以下(2)に

ついて同じ。）が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がグッド・リーバーである場合、当社は、当該事由

の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部又は一部を、本新株予

約権１個当たり0.012937013円を支払うことをもって取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場

合には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権の数を定めるものとする。

(2）本新株予約権者が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がバッド・リーバーである場合、当社は、別途当社

の取締役会が定める日の到来をもって、当該事由の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保

有する本新株予約権の全部又は一部を、無償で取得することができる。なお、本新株予約権の一部を取得

する場合には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権を定めるものとする。

(3）(1)及び(2)において、

①「グッド・リーバー」とは、以下のいずれかの理由により当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は

当社の関連会社（以下併せて「本件グループ会社」という。）による雇用又は本件グループ会社に対す

る顧問契約関係が終了（以下「退職」という。）した者をいう。

(a）死亡

(b）永久的な健康障害、身体障害及び精神障害により、現在の立場でその者の通常の業務を継続するこ

とが不可能であるとCEIL又は当社若しくは株式会社あきんどスシローの取締役会が設置する報酬委

員会（以下「報酬委員会」という。）が任命又は承認した医療専門家により認定された場合

(c）事前にCEIL又は報酬委員会により承認された場合において退職した場合

②「バッド・リーバー」とは、グッド・リーバーでない者をいう。

(4）本件担保権の実行（以下「当該担保権実行」という。）により当社の発行済普通株式の総数が第三者に

よって取得された場合において、当該第三者が、当該担保権実行に伴って、本新株予約権者が有する本新

株予約権を取得しないときは、当社は本新株予約権を本新株予約権者から本新株予約権1個当たり公正価

格で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。「公正価格」とは本新株予約権１個につき、当該担保権

実行に際して当該第三者が当社の発行済普通株式の総数の対価として支払う額から本件担保権に係る被担

保債権の額を控除した残額を当社の発行済普通株式の総数で除し、当該除算によって得られた額に本新株

予約権１個当たりの目的である普通株式の数を乗じ、そこから新株予約権１個あたりの行使価格を減じた

金額をいう。ただし、上記計算の結果得られる公正価格が零又は負の数値である場合には、当社は本新株

予約権を本新株予約権者から無償で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。
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８．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を

する場合の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以下「組織再編行為」という。）をする場合、当該組織再編行為の効力発生の時点において行使されてお

らず、かつ、当社により取得されていない本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を有する本新

株予約権者に対し、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイな

いしホに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を、次の条件にて交付するものと

する。この場合においては、当社は残存新株予約権を無償で取得し、再編対象会社は新株予約権を新たに発

行するものとする。ただし、次の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るも

のとする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付する。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数とする。ただ

し、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。

(4）新株予約権を行使することのできる期間

組織再編行為の効力発生日から上記に定める本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとす

る。

(5）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記に定める新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に応じて決定

する。

(6）各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に定める新株予約権の行使時の払込金額及び上記（注）３に準じ

て決定する。

(7）その他の新株予約権の行使条件及び新株予約権の取得条項

上記（注）４及び（注）５に準じて決定する。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

(9）新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。

９．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及

び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。
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②2013年２月12日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 286,915,151（注）３、４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 112,757,654（注）４ 191,113（注）４、９

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）５ 1,993.02（注）５、９

新株予約権の行使期間
自　2015年３月31日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 3.410918608

資本組入額 1.705459304

発行価格　 2,012.441979

資本組入額 1,006.220989

（注）９

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８ 同左

　（注）１．上記の新株予約権は、株式会社あきんどスシローが発行した新株予約権のうち、株式会社あきんどスシロー

の単独株式移転により当社を設立した日（2015年３月31日）現在、行使又は消却されていない新株予約権に

係る義務を、株式会社あきんどスシローから当社が承継したものであります。

２．上記①（注）２と同様。

３．上記①（注）３と同様。

４．上記①（注）４と同様。

５．上記①（注）５と同様。

６．上記①（注）６と同様。

７．上記①（注）７と同様。

８．上記①（注）８と同様。

９．上記①（注）９と同様。
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③2014年３月28日臨時株主総会決議（第３回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 76,510,706（注）３、４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,068,707（注）４ 50,963（注）４、９

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）５ 1,993.02（注）５、９

新株予約権の行使期間
自　2015年３月31日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 3.770742188

資本組入額 1.885371094

発行価格　 2,224.737891

資本組入額 1,112.368946

（注）９

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８ 同左

　（注）１．上記②（注）１と同様。

２．上記①（注）２と同様。

３．本新株予約権は、新株予約権１個につき0.154347680円で有償発行しております。

４．上記①（注）４と同様。

５．上記①（注）５と同様。

６．上記①（注）６と同様。

７．取得条項付新株予約権

(1）本新株予約権者（ただし、2016年12月22日以降は、本新株予約権者がCEILである場合を除く。以下(2)に

ついて同じ。）が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がグッド・リーバーである場合、当社は、当該事由

の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部又は一部を、本新株予

約権１個当たり0.154347680円を支払うことをもって取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場

合には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権の数を定めるものとする。

(2）本新株予約権者が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がバッド・リーバーである場合、当社は、別途当社

の取締役会が定める日の到来をもって、当該事由の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保

有する本新株予約権の全部又は一部を、無償で取得することができる。なお、本新株予約権の一部を取得

する場合には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権を定めるものとする。

(3）(1)及び(2)において、

①「グッド・リーバー」とは、以下のいずれかの理由により当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は

当社の関連会社（以下併せて「本件グループ会社」という。）による雇用又は本件グループ会社に対す

る顧問契約関係が終了（以下「退職」という。）した者をいう。

(a）死亡

(b）永久的な健康障害、身体障害及び精神障害により、現在の立場でその者の通常の業務を継続するこ

とが不可能であるとCEIL又は当社若しくは株式会社あきんどスシローの取締役会が設置する報酬委

員会（以下「報酬委員会」という。）が任命又は承認した医療専門家により認定された場合

(c）事前にCEIL又は報酬委員会により承認された場合において退職した場合

②「バッド・リーバー」とは、グッド・リーバーでない者をいう。

(4）本件担保権の実行（以下「当該担保権実行」という。）により当社の発行済普通株式の総数が第三者に

よって取得された場合において、当該第三者が、当該担保権実行に伴って、本新株予約権者が有する本新

株予約権を取得しないときは、当社は本新株予約権を本新株予約権者から本新株予約権1個当たり公正価

格で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。「公正価格」とは本新株予約権１個につき、当該担保権

実行に際して当該第三者が当社の発行済普通株式の総数の対価として支払う額から本件担保権に係る被担
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保債権の額を控除した残額を当社の発行済普通株式の総数で除し、当該除算によって得られた額に本新株

予約権１個当たりの目的である普通株式の数を乗じ、そこから新株予約権１個あたりの行使価格を減じた

金額をいう。ただし、上記計算の結果得られる公正価格が零又は負の数値である場合には、当社は本新株

予約権を本新株予約権者から無償で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。

８．上記①（注）８と同様。

９．上記①（注）９と同様。

 

④2014年３月28日臨時株主総会決議（第４回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 153,021,412（注）３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,137,414（注）３ 101,927（注）３、８

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）４ 1,993.02（注）４、８

新株予約権の行使期間
自　2015年３月31日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　3.378

資本組入額　1.689

発行価格　 1,993.02

資本組入額　 996.51

（注）８

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７ 同左

　（注）１．上記②（注）１と同様。

２．上記①（注）２と同様。

３．上記①（注）４と同様。

４．上記①（注）５と同様。

５．上記①（注）６と同様。

６．取得条項付新株予約権

(1）本新株予約権者（ただし、2016年12月22日以降は、本新株予約権者がCEILである場合を除く。）が当社、

株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従業員の地位をいずれも喪

失した場合、当社は、当該事由の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保有する本新株予約

権の全部又は一部を無償で取得することができる。なお、本新株予約権の一部を取得する場合には、当社

の取締役会決議によりその取得する本新株予約権の数を定めるものとする。

(2）本件担保権の実行（以下「当該担保権実行」という。）により当社の発行済普通株式の総数が第三者に

よって取得された場合において、当該第三者が、当該担保権実行に伴って、本新株予約権者が有する本新

株予約権を取得しないときは、当社は本新株予約権を本新株予約権者から本新株予約権１個当たり公正価

格で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。「公正価格」とは本新株予約権１個につき、当該担保権

実行に際して当該第三者が当社の発行済普通株式の総数の対価として支払う額から本件担保権に係る被担

保債権の額を控除した残額を当社の発行済普通株式の総数で除し、当該除算によって得られた額に本新株

予約権１個当たりの目的である普通株式の数を乗じ、そこから新株予約権１個あたりの行使価格を減じた

金額をいう。ただし、上記計算の結果得られる公正価格が零又は負の数値である場合には、当社は本新株

予約権を本新株予約権者から無償で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。

７．上記①（注）８と同様。

８．上記①（注）９と同様。
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⑤2014年４月28日臨時株主総会決議（第５回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 109,027,700（注）３ 100,994,080（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 5,738,300 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 42,847,886（注）３ 67,272（注）３、８

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）４ 1,993.02（注）４、８

新株予約権の行使期間
自　2015年３月31日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　3.378

資本組入額　1.689

発行価格　 1,993.02

資本組入額　 996.51

（注）８

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７ 同左

　（注）１．上記②（注）１と同様。

２．上記①（注）２と同様。

３．上記①（注）４と同様。

４．上記①（注）５と同様。

５．上記①（注）６と同様。

６．上記④（注）６と同様。

７．上記①（注）８と同様。

８．上記①（注）９と同様。
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⑥2015年３月31日臨時株主総会決議（第６回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 191,276,767（注）２、３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 75,171,769（注）３ 127,409（注）３、８

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）４ 1,993.02（注）４、８

新株予約権の行使期間
自　2015年４月21日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 4.092137774

資本組入額 2.046068887

発行価格　 2,414.361286

資本組入額 1,207.180643

（注）８

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７ 同左

　（注）１．上記①（注）２と同様。

２．本新株予約権は、新株予約権１個につき0.280656145円で有償発行しております。

３．上記①（注）４と同様。

４．上記①（注）５と同様。

５．上記①（注）６と同様。

６．取得条項付新株予約権

(1）本新株予約権者（ただし、2016年12月22日以降は、本新株予約権者がCEILである場合を除く。以下(2)に

ついて同じ。）が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がグッド・リーバーである場合、当社は、当該事由

の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部又は一部を、本新株予

約権1個当たり0.280656145円を支払うことをもって取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場合

には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権の数を定めるものとする。

(2）本新株予約権者が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がバッド・リーバーである場合、当社は、別途当社

の取締役会が定める日の到来をもって、当該事由の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保

有する本新株予約権の全部又は一部を、無償で取得することができる。なお、本新株予約権の一部を取得

する場合には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権を定めるものとする。

(3）(1)及び(2)において、

①「グッド・リーバー」とは、以下のいずれかの理由により当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は

当社の関連会社（以下併せて「本件グループ会社」という。）による雇用又は本件グループ会社に対す

る顧問契約関係が終了（以下「退職」という。）した者をいう。

(a）死亡

(b）永久的な健康障害、身体障害及び精神障害により、現在の立場でその者の通常の業務を継続するこ

とが不可能であるとCEIL又は当社若しくは株式会社あきんどスシローの取締役会が設置する報酬委

員会（以下「報酬委員会」という。）が任命又は承認した医療専門家により認定された場合

(c）事前にCEIL又は報酬委員会により承認された場合において退職した場合

②「バッド・リーバー」とは、グッド・リーバーでない者をいう。

(4）本件担保権の実行（以下「当該担保権実行」という。）により当社の発行済普通株式の総数が第三者に

よって取得された場合において、当該第三者が、当該担保権実行に伴って、本新株予約権者が有する本新

株予約権を取得しないときは、当社は本新株予約権を本新株予約権者から本新株予約権1個当たり公正価

格で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。「公正価格」とは本新株予約権１個につき、当該担保権

実行に際して当該第三者が当社の発行済普通株式の総数の対価として支払う額から本件担保権に係る被担

保債権の額を控除した残額を当社の発行済普通株式の総数で除し、当該除算によって得られた額に本新株
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予約権１個当たりの目的である普通株式の数を乗じ、そこから新株予約権１個あたりの行使価格を減じた

金額をいう。ただし、上記計算の結果得られる公正価格が零又は負の数値である場合には、当社は本新株

予約権を本新株予約権者から無償で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。

７．上記①（注）８と同様。

８．上記①（注）９と同様。

 

⑦2015年３月31日臨時株主総会決議（第７回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 474,239,183（注）２、３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 186,375,998（注）３ 315,890（注）３、８

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5.921（注）４ 3,493.39（注）４、８

新株予約権の行使期間
自　2015年４月21日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 6.024709707

資本組入額 3.012354854

発行価格　 3,554.578727

資本組入額 1,777.289364

（注）８

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７ 同左

　（注）１．上記①（注）２と同様。

２．本新株予約権は、新株予約権１個につき0.040757915円で有償発行しております。

３．上記①（注）４と同様。

４．上記①（注）５と同様。

５．上記①（注）６と同様。

６．取得条項付新株予約権

(1）本新株予約権者（ただし、2016年12月22日以降は、本新株予約権者がCEILである場合を除く。以下(2)に

ついて同じ。）が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がグッド・リーバーである場合、当社は、当該事由

の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部又は一部を、本新株予

約権1個当たり0.040757915円を支払うことをもって取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場合

には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権の数を定めるものとする。

(2）本新株予約権者が当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は当社の関連会社の取締役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失し、かつ、本新株予約権者がバッド・リーバーである場合、当社は、別途当社

の取締役会が定める日の到来をもって、当該事由の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保

有する本新株予約権の全部又は一部を、無償で取得することができる。なお、本新株予約権の一部を取得

する場合には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権を定めるものとする。

(3）(1)及び(2)において、

①「グッド・リーバー」とは、以下のいずれかの理由により当社、株式会社あきんどスシロー及び／又は

当社の関連会社（以下併せて「本件グループ会社」という。）による雇用又は本件グループ会社に対す

る顧問契約関係が終了（以下「退職」という。）した者をいう。

(a）死亡

(b）永久的な健康障害、身体障害及び精神障害により、現在の立場でその者の通常の業務を継続するこ

とが不可能であるとCEIL又は当社若しくは株式会社あきんどスシローの取締役会が設置する報酬委

員会（以下「報酬委員会」という。）が任命又は承認した医療専門家により認定された場合

(c）事前にCEIL又は報酬委員会により承認された場合において退職した場合

②「バッド・リーバー」とは、グッド・リーバーでない者をいう。
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(4）本件担保権の実行（以下「当該担保権実行」という。）により当社の発行済普通株式の総数が第三者に

よって取得された場合において、当該第三者が、当該担保権実行に伴って、本新株予約権者が有する本新

株予約権を取得しないときは、当社は本新株予約権を本新株予約権者から本新株予約権1個当たり公正価

格で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。「公正価格」とは本新株予約権１個につき、当該担保権

実行に際して当該第三者が当社の発行済普通株式の総数の対価として支払う額から本件担保権に係る被担

保債権の額を控除した残額を当社の発行済普通株式の総数で除し、当該除算によって得られた額に本新株

予約権１個当たりの目的である普通株式の数を乗じ、そこから新株予約権１個あたりの行使価格を減じた

金額をいう。ただし、上記計算の結果得られる公正価格が零又は負の数値である場合には、当社は本新株

予約権を本新株予約権者から無償で取得でき、本新株予約権者はこれに応じる。

７．上記①（注）８と同様。

８．上記①（注）９と同様。

 

⑧2015年３月31日臨時株主総会決議（第８回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 209,639,266（注）２ 140,397,081（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 69,242,185 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 82,388,231（注）２ 93,517（注）２、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）３ 1,993.02（注）３、７

新株予約権の行使期間
自　2015年３月31日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　3.378

資本組入額　1.689

発行価格　 1,993.02

資本組入額　 996.51

（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

　（注）１．上記①（注）２と同様。

２．上記①（注）４と同様。

３．上記①（注）５と同様。

４．上記①（注）６と同様。

５．上記④（注）６と同様。

６．上記①（注）８と同様。

７．上記①（注）９と同様。
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⑨2016年５月19日臨時株主総会決議（第９回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 200,000,000（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 78,600,000（注）２ 133,220（注）２、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5.921（注）３ 3,493.39（注）３、７

新株予約権の行使期間
自　2016年６月20日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　5.921

資本組入額　2.9605

発行価格　 3,493.39

資本組入額 1,746.695

（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

　（注）１．2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一部を変更する決議を行っておりま

す。

２．上記①（注）４と同様。

３．上記①（注）５と同様。

４．上記①（注）６と同様。

５．上記④（注）６と同様。

６．上記①（注）８と同様。

７．上記①（注）９と同様。
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⑩2016年５月19日臨時株主総会決議（第10回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 228,001,826（注）２ 226,854,166（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 1,147,660 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 89,604,717（注）２ 151,050（注）２、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）３ 1,993.02（注）３、７

新株予約権の行使期間
自　2016年６月20日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　3.378

資本組入額　1.689

発行価格　 1,993.02

資本組入額　 996.51

（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

　（注）１．上記⑨（注）１と同様。

２．上記①（注）４と同様。

３．上記①（注）５と同様。

４．上記①（注）６と同様。

５．上記④（注）６と同様。

６．上記①（注）８と同様。

７．上記①（注）９と同様。
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⑪2016年９月29日臨時株主総会決議（第11回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 50,000,000（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 19,650,000（注）２ 33,305（注）２、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5.921（注）３ 3,493.39（注）３、７

新株予約権の行使期間
自　2016年９月29日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　5.921

資本組入額　2.9605

発行価格　 3,493.39

資本組入額 1,746.695

（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

　（注）１．上記⑨（注）１と同様。

２．上記①（注）４と同様。

３．上記①（注）５と同様。

４．上記①（注）６と同様。

５．上記④（注）６と同様。

６．上記①（注）８と同様。

７．上記①（注）９と同様。
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⑫2016年９月29日臨時株主総会決議（第12回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 50,000,000（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 19,650,000（注）２ 33,305（注）２，７

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5.921（注）３ 3,493.39（注）３、７

新株予約権の行使期間
自　2019年９月30日

至　2021年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　5.921

資本組入額　2.9605

発行価格　 3,493.39

資本組入額 1,746.695

（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

　（注）１．上記⑨（注）１と同様。

２．上記①（注）４と同様。

３．上記①（注）５と同様。

４．上記①（注）６と同様。

５．上記④（注）６と同様。

６．上記①（注）８と同様。

７．上記①（注）９と同様。
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⑬2016年９月29日臨時株主総会決議（第13回新株予約権）

区分
最近事業年度末現在
（2016年９月30日）

提出日の前月末現在
（2017年１月31日）

新株予約権の数（個） 184,773,282（注）２ 184,773,282（注）２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72,615,899（注）２ 123,018（注）２、７

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3.378（注）３ 1,993.02（注）３、７

新株予約権の行使期間
自　2016年９月29日

至　2019年12月27日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　3.378

資本組入額　1.689

発行価格　 1,993.02

資本組入額　 996.51

（注）７

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取

得について、当社取締役会の

決議による承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

　（注）１．上記⑨（注）１と同様。

２．上記①（注）４と同様。

３．上記①（注）５と同様。

４．上記①（注）６と同様。

５．上記④（注）６と同様。

６．上記①（注）８と同様。

７．上記①（注）９と同様。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2015年３月31日

（注）１
41,200,762,837 41,200,762,837 300 300 － －

2015年９月25日

（注）２
－ 41,200,762,837 △200 100 25 25

2016年12月15日

（注）３
△25,000,000,000 16,200,762,837 － 100 － 25

2016年12月22日

（注）４
△16,173,303,917 27,458,920 － 100 － 25

　（注）１．2015年３月31日に単独株式移転により会社が設立されたことによるものであります。

２．資本金の減少は無償減資によるものであり、資本準備金の増加は減少する資本金の一部を組み入れたことに

よるものであります。

３．自己株式の消却による減少であります。

４．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しております。

 

（５）【所有者別状況】

2017年１月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － － 1 1 6 8 －

所有株式数

（単元）
－ － － － 270,340 133 4,113 274,586 320

所有株式数の割

合（％）
－ － － － 98.45 0.05 1.50 100.00 －
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2017年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

27,458,600
274,586

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

単元未満株式 320 － －

発行済株式総数 27,458,920 － －

総株主の議決権 － 274,586 －

 

②【自己株式等】

2017年１月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
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（７）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239

条の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は次のとおりであります。

 

①2012年12月21日臨時株主総会決議（第１回新株予約権）

決議年月日 2012年12月21日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　　３名

当社執行役員　　１名（注）１、３

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．上記の新株予約権は、CEILジャパン株式会社（現株式会社あきんどスシロー）が発行した新株予約権のう

ち、株式会社あきんどスシローの単独株式移転により当社を設立した日（2015年３月31日）現在、行使又は

消却されていない新株予約権に係る義務を、株式会社あきんどスシローから当社が承継したものであり、付

与対象者の区分及び人数は、新株予約権付与時点のものであります。

２．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

３．付与対象者の退任、退職及び後記（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権

買取について）記載の本新株予約権買取合意により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数

はConsumer Equity Investments Limited、当社取締役１名、当社元取締役１名、当社子会社元取締役１

名、当社子会社元執行役員１名となっております。

 

②2013年２月12日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

決議年月日 2013年２月12日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役員　１名（注）１、３

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．上記の新株予約権は、株式会社あきんどスシローが発行した新株予約権のうち、株式会社あきんどスシロー

の単独株式移転により当社を設立した日（2015年３月31日）現在、行使又は消却されていない新株予約権に

係る義務を、株式会社あきんどスシローから当社が承継したものであり、付与対象者の区分及び人数は、新

株予約権付与時点のものであります。

２．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

３．後記（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）記載の本新株

予約権買取合意により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数はConsumer Equity

Investments Limited、当社取締役１名となっております。
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③2014年３月28日臨時株主総会決議（第３回新株予約権）

決議年月日 2014年３月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役員　１名（注）１，３

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．上記の新株予約権は、株式会社あきんどスシローが発行した新株予約権のうち、株式会社あきんどスシロー

の単独株式移転により当社を設立した日（2015年３月31日）現在、行使又は消却されていない新株予約権に

係る義務を、株式会社あきんどスシローから当社が承継したものであり、付与対象者の区分及び人数は、新

株予約権付与時点のものであります。

２．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

３．後記（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）記載の本新株

予約権買取合意により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数はConsumer Equity

Investments Limited、当社子会社取締役１名となっております。

 

④2014年３月28日臨時株主総会決議（第４回新株予約権）

決議年月日 2014年３月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役員　３名（注）１、３

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．上記の新株予約権は、株式会社あきんどスシローが発行した新株予約権のうち、株式会社あきんどスシロー

の単独株式移転により当社を設立した日（2015年３月31日）現在、行使又は消却されていない新株予約権に

係る義務を、株式会社あきんどスシローから当社が承継したものであり、付与対象者の区分及び人数は、新

株予約権付与時点のものであります。

２．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

３．後記（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）記載の本新株

予約権買取合意により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数はConsumer Equity

Investments Limited、当社執行役員１名、当社子会社取締役１名となっております。
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⑤2014年４月28日臨時株主総会決議（第５回新株予約権）

決議年月日 2014年４月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　83名（注）１、３

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．上記の新株予約権は、株式会社あきんどスシローが発行した新株予約権のうち、株式会社あきんどスシロー

の単独株式移転により当社を設立した日（2015年３月31日）現在、行使又は消却されていない新株予約権に

係る義務を、株式会社あきんどスシローから当社が承継したものであり、付与対象者の区分及び人数は、新

株予約権付与時点のものであります。

２．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

３．後記（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）記載の本新株

予約権買取合意により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数はConsumer Equity

Investments Limitedとなっております。

 

⑥2015年３月31日臨時株主総会決議（第６回新株予約権）

決議年月日 2015年３月31日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１名（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

２．後記（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）記載の本新株

予約権買取合意により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数はConsumer Equity

Investments Limitedとなっております。
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⑦2015年３月31日臨時株主総会決議（第７回新株予約権）

決議年月日 2015年３月31日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一

部を変更する決議を行っております。

 

⑧2015年３月31日臨時株主総会決議（第８回新株予約権）

決議年月日 2015年３月31日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社子会社執行役員　１名

当社子会社従業員　　98名（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．2016年５月19日開催の臨時株主総会及び2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項

の一部を変更する決議を行っております。

２．後記（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）記載の本新株

予約権買取合意により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数はConsumer Equity

Investments Limited、当社子会社元取締役１名となっております。
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⑨2016年５月19日臨時株主総会決議（第９回新株予約権）

決議年月日 2016年５月19日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一部を変更する決議を行っております。

 

⑩2016年５月19日臨時株主総会決議（第10回新株予約権）

決議年月日 2016年５月19日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社執行役員　　　　１名

当社従業員　　　　　４名

当社子会社取締役　　１名

当社子会社従業員　 107名（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一部を変更する決議を行っておりま

す。

２．付与対象者の退職等により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数は当社執行役員１名、当

社従業員５名、当社子会社取締役１名、当社子会社執行役員１名、当社子会社従業員104名となっておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社スシローグローバルホールディングス(E33000)

有価証券届出書（新規公開時）

 79/210



⑪2016年９月29日臨時株主総会決議（第11回新株予約権）

決議年月日 2016年９月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一部を変更する決議を行っております。

 

⑫2016年９月29日臨時株主総会決議（第12回新株予約権）

決議年月日 2016年９月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一部を変更する決議を行っております。
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⑬2016年９月29日臨時株主総会決議（第13回新株予約権）

決議年月日 2016年９月29日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社従業員　　　　　５名

当社子会社取締役　　１名

当社子会社従業員　 109名（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　（注）１．2016年12月15日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一部を変更する決議を行っておりま

す。

２．付与対象者の転籍により、本書提出日現在において、付与対象者の区分及び人数は当社従業員６名、当社子

会社取締役２名、当社子会社執行役員１名、当社子会社従業員106名となっております。

 

（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）

当社は、当社株主であるCEIL及びストック・オプション制度に基づき発行した当社新株予約権の保有者（以

下「新株予約権者」という。）との間で、新株予約権者において、行使時の払込金額の支払いを伴わずに、新

株予約権を行使の上で株式を売却した場合と実質的に同様の経済的効果を得させること等を目的として、CEIL

又は当社による新株予約権の取得等に関する合意（以下「本新株予約権買取合意」という。）をしておりま

す。

 

本新株予約権買取合意の概要は以下のとおりであります。

①当社経営陣等が保有する新株予約権

当社経営陣等（注）が保有する第１回新株予約権、第２回新株予約権、第３回新株予約権、第４回新株予

約権、第５回新株予約権、第６回新株予約権及び第８回新株予約権のうち、一定の個数については、CEILに

対して売却（以下「上場前処分」という。）しました。詳細は、「第四部 株式公開情報 第１ 特別利害関

係者等の株式等の移動状況」をご参照ください。

上記に加えて、当社経営陣等は、保有する新株予約権（ただし、第12回新株予約権を除く。）につき、

CEILが当社普通株式の東京証券取引所の上場（以下「本件上場」という。）後に当社普通株式を売却（以下

「CEIL上場後売却」という。）する場合、一定の場合を除き、適用法令に違反しないこと等を条件として、

当該新株予約権者による累積売却割合（以下に定義する。）が、CEILによる当社株式の累積売却割合（以下

に定義する。）を超えない限度で、新株予約権１個当たり、CEIL上場後売却の売却金額のうち新株予約権１

個の目的となる株式相当分から当該新株予約権の行使価額を控除した金額をもって、CEILに対して売却（以

下「上場後処分」という。）することを求めることができます。

さらに、当社経営陣等のうち、第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新株予約権については、

CEILが当社の2019年９月期の決算公表後においても当社の株式又は新株予約権を保有している場合、適用法

令に違反しないこと等を条件として、新株予約権１個当たり、2019年12月27日における当社の株式の金融商

品取引所における終値に新株予約権１個の目的となる株式数を乗じた金額から新株予約権の行使価額を控除

した金額をもって、保有する第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新株予約権を、当社に対して

売却することを請求した場合、当社は、取締役会が承認した範囲内で本新株予約権を取得することができま

す。

なお、当社経営陣等は、本新株予約権買取合意において、一定の場合を除き、以下のいずれか早い日ま

で、その保有する新株予約権又は新株予約権を行使することで取得する当社株式を譲渡しないことに合意し

ています。
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(A)（i）本件上場から２年後若しくは（ii）最後に実施されたCEIL上場後売却の日から２年後のうちいず

れか遅い日（ただし、本件上場から２年以内にCEIL上場後売却が行われなかった場合は、本件上場か

ら２年後の日とする。）、

(B)CEILが当社株式及び新株予約権のいずれについても保有を失ったとき、又は、

(C)2019年10月１日

 

（注）当社経営陣等とは、新株予約権者のうち、当社取締役、当社執行役員、株式会社あきんどスシロー

取締役及び執行役員、当社元取締役、株式会社あきんどスシロー元取締役並びに株式会社あきんど

スシロー元執行役員をいいます。

 

「新株予約権者による累積売却割合」とは、当該時点までに当該新株予約権者がCEILに対して売却した新

株予約権の個数の累計数及びCEIL上場後売却に伴い当該新株予約権者が売却を希望する新株予約権の個数の

合計を、当該新株予約権者が上場前処分の前日において保有する新株予約権の個数で除した割合をいいま

す。

「CEILによる当社株式の累積売却割合」とは、以下の計算式により算出される割合をいいます。

 

 

 

 

 

CEILによる当社株式

の累積売却割合

 

 

 

 

＝

 

 

 

 

１

 

 

 

 

－

当該CEIL上場後売却の後に

CEILが保有すると合理的に

予想する株式数

 

 

＋

当該CEIL上場後売却時点又は当該

上場後処分の前日のうちいずれか

早い時点においてCEILが保有する

新株予約権を行使することにより

取得できる株式の合計数

本件上場の前日においてCEILが保有する当社の株式数

 

②当社従業員等が保有する新株予約権

当社経営陣等に該当しない第５回新株予約権及び第８回新株予約権の保有者については、保有する新株予

約権のすべてを、CEILに対して売却しました。

詳細は、「第四部 株式公開情報 第１ 特別利害関係者等の株式等の移動状況」をご参照ください。

また、当社経営陣等に該当しない第10回新株予約権及び第13回新株予約権の保有者については、適用法令

に違反しないこと等を条件として、新株予約権１個当たり、当社の2017年９月期決算発表の翌々営業日から

15営業日の間の当社の株式の金融商品取引所における終値を平均して算出した価格に新株予約権１個の目的

となる株式数を乗じた金額から、新株予約権の行使価額を控除した金額をもって、保有する第10回新株予約

権及び第13回新株予約権のすべてを、2017年12月１日から2018年１月31日までの間で当社が指定した日付を

もって、当社に対して売却することを合意しております。

本書提出日現在、CEILは、本新株予約権買取合意に基づき、当社経営陣等及び従業員等から、合計

1,530,787,843個（新株予約権の目的である株式数合計1,019,655株）の新株予約権を取得済みであり、上記

のとおり、CEIL又は当社は、同合意に基づき、新株予約権者の保有する新株予約権を今後取得する可能性が

あります。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号による普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

株主総会（2015年12月２日）での決議状況

（取得期間　2015年12月８日）
25,000,000,000 25,000

最近事業年度前における取得自己株式 － －

最近事業年度における取得自己株式

（2015年10月１日～2016年９月30日）
25,000,000,000 25,000

残存授権株式の総数及び価額の総額 － －

最近事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

最近期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

最近事業年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

最近期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

株式数（株）
処分価額の総額

（百万円）
株式数（株）

処分価額の総額

（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － 25,000,000,000 25,000

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 25,000,000,000 － － －

 

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけており、配当については業績及び内部

留保の充実等を総合的に勘案しながら、安定的・継続的な配当を行う予定であります。内部留保資金については、経

営基盤の強化に向けた諸施策の実施のための積極的な投資等の原資として充当してまいります。

　当社は、株式上場後は期末配当による年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお、剰余金

の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議

により定めることができる旨を定款に定めております。

　2016年９月期は、内部留保資金を充実させる考え方により無配といたしましたが、株式上場後については、親会社

の所有者に帰属する当期利益ベースでの連結配当性向40％を目標として安定的な配当を目指してまいります。なお、

2017年９月期の期末配当については、株式上場から当該期末配当の基準日までの期間等を勘案し、期末配当金額を決

定する方針です。

 

４【株価の推移】

　当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性８名　女性１名　（役員のうち女性の比率11.1％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役会長 －
スティーブ・

デイカス
1960年11月７日生

1983年９月　NORTHROP AIRCRAFT COMPANY

入社

1985年９月　クーパース・アンド・ライブ

ランド入社

1994年３月　マースインコーポレイテッド

入社

2001年９月　マスターフーズ㈱（現マース

ジャパンリミテッド）プレジ

デント

2005年10月　㈱ファーストリテイリング　

シニア・バイス・プレジデン

ト

2007年７月　ウォルマート・ストアーズ・

インク　シニア・バイス・プ

レジデント

2010年３月　ウォルマート・ジャパン・

ホールディングス合同会社　

エグゼクティブ・バイス・プ

レジデント

2011年６月　同社CEO

2015年10月　当社取締役

2015年12月　当社取締役（監査等委員）

2016年６月　Sushiro USA LLC　Manager

（現任）

2016年７月　当社代表取締役会長（現任）

(注）３ －

代表取締役社長 － 水留　浩一 1968年１月26日生

1991年４月　㈱電通入社

1996年２月　アンダーセンコンサルティン

グ（現アクセンチュア㈱）入

社

2000年４月　㈱ローランド・ベルガー（日

本法人）入社

2005年１月　同社代表取締役

2009年10月　㈱企業再生支援機構（現㈱地

域経済活性化支援機構）常務

取締役

2010年１月　日本航空㈱管財人代理として

更生計画の策定・実行に着手

2010年12月　同社取締役副社長

2012年７月　㈱ワールド常務執行役員

2013年６月　同社取締役専務執行役員

2015年１月　㈱あきんどスシロー顧問

2015年２月　同社代表取締役社長CEO（現

任）

2015年３月　当社代表取締役社長（現任）

2015年６月　Sushiro USA LLC　Manager

（現任）

2015年９月　SUSHIRO KOREA,INC.理事（現

任）

2015年10月　㈱スシロークリエイティブダ

イニング代表取締役（現任）

2016年５月　Sushiro U.S. Holdings Inc.

Director （現任）

(注）３ 30,411
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － ジョン・ダーキン 1960年４月18日生

1982年５月　米国海軍 第７艦隊 NATO軍

在日米軍司令部 大尉

1991年６月　味の素ゼネラルフーヅ㈱入社

1997年９月　㈱ナイキジャパン最高財務責

任者兼情報システム本部長

1999年８月　同社代表取締役副社長

2001年９月　ボーダフォン・グループ Plc

入社

2006年４月　ボーダフォン・アジアパシ

フィック社長

2007年６月　シティバンク銀行㈱入社

㈱日興コーディアルグループ

（現シティグループ・ジャパ

ン・ホールディングス㈱）出

向　執行役最高財務責任者

2008年３月　日興コーディアル証券㈱（現

SMBC日興証券㈱）専務取締役

最高財務責任者

2010年４月　㈱ベルシステム24（現㈱ベル

システム24ホールディング

ス）執行役副社長CFO

2013年２月　㈱あきんどスシローCFO常務

執行役員財務本部長

2013年２月　SUSHIRO KOREA,INC.理事（現

任）

2013年３月　㈱ベルパーク取締役

2013年10月　㈱あきんどスシローCFO常務

執行役員財務IT本部長財務経

理部兼情報システム部担当

2014年３月　同社CFO常務執行役員財務IT

本部長兼事業計画部長

2015年６月　Sushiro USA LLC　Manager

（現任）

2015年10月　㈱あきんどスシロー取締役常

務執行役員財務本部長（現

任）

2015年10月　当社取締役（現任）

2016年５月　Sushiro U.S. Holdings

Inc.　President（現任）

(注）３ 13,329
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 豊﨑　賢一 1965年２月１日生

1984年４月　鯛すし（個人営業）就職

1984年10月　㈱すし太郎（大阪府豊中市）

入社

1992年12月　同社取締役

2000年12月　㈱あきんどスシロー（旧㈱あ

きんどスシロー）に商号変

更、取締役仕入部長

2004年１月　同社取締役営業本部長兼本社

営業部長

2005年１月　同社取締役営業部長

2006年４月　同社取締役仕入部長

2007年12月　同社代表取締役副社長兼仕入

部長

2008年８月　同社代表取締役副社長兼営業

本部長兼仕入部長

2009年５月　前㈱あきんどスシロー取締役

2009年６月　同社代表取締役社長兼営業本

部長兼仕入部長

2010年６月　同社代表取締役社長兼執行役

員

2013年１月　㈱あきんどスシロー代表取締

役

2015年２月　同社取締役最高顧問兼品質管

理室担当

2015年３月　当社取締役（現任）

(注）３ 167,949

取締役 －
アレキサンドル・

エメリー
1969年８月７日生

1991年７月　フランス大使館　企業振興部

大阪事務所　商務官補佐

1993年９月　ブラクストン・アソシエイツ

入社

1997年９月　マッキンゼー・アンド・カン

パニー入社

2000年１月　同社エンゲージメント・マ

ネージャー

2002年10月　ペルミラ・アドバイザーズ㈱

入社

2008年１月　同社プリンシパル兼日本代表

2010年３月　Kingsbridge Limited取締役

（現任）

2011年１月　ペルミラ・アドバイザーズ・

リミテッド　パートナー兼ア

ジア統括責任者（現任）

2011年２月　アリスタライフサイエンス㈱

取締役

2011年３月　ペルミラ・アドバイザーズ・

リミテッド取締役（現任）

2012年８月　CEILジャパン㈱（現㈱あきん

どスシロー）代表取締役

2013年１月　㈱あきんどスシロー取締役

2015年３月　当社取締役（現任）

2016年６月　㈱ジョンマスターオーガニッ

クグループ代表取締役（現

任）

(注）３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委員）
－ 川島　育也 1947年５月22日生

1979年11月　陽光監査法人（現新日本有限

責任監査法人）入所

1981年４月　公認会計士登録

1984年６月　税理士登録

1984年６月　川島税理士事務所（現税理士

法人川島総合事務所）開設

（現任）

1990年７月　陽光監査法人（現新日本有限

責任監査法人）代表社員

2004年11月　ブレイクスルー・サポート㈱

設立　代表取締役（現任）

2009年６月　新日本有限責任監査法人退所

2009年７月　公認会計士川島育也事務所開

設（現任）

2011年12月　前㈱あきんどスシロー監査役

2012年６月　㈱藤商事監査役（現任）

2013年１月　㈱あきんどスシロー監査役

（現任）

2015年３月　当社監査役

2015年12月　当社取締役（監査等委員）

（現任）

(注）４ －

取締役

（監査等委員）
－ ポール・クオ 1962年12月15日生

1986年７月　ゴールドマン・サックス証券

会社入社

1994年３月　クレディ・スイス　入社

2003年６月　クレディ・スイス　ファース

トボストン証券会社最高経営

責任者及び日本における代表

者

2006年４月　クレディ・スイス証券㈱代表

取締役社長兼CEO

2011年６月　㈱東京証券取引所グループ　

取締役

2011年６月　㈱東京証券取引所　取締役

2011年６月　一般社団法人国際銀行協会　

会長

2011年６月　日本証券業協会　証券戦略会

議委員

2016年７月　当社取締役（監査等委員）

（現任）

(注）４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委員）
－ 藤井　良太郎 1975年１月30日生

1997年４月　大蔵省（現財務省）入省

1999年１月　国税庁出向

2001年７月　ゴールドマン・サックス証券

会社（現ゴールドマン・サッ

クス証券㈱）入社

2004年12月　同社ヴァイス・プレジデント

2006年５月　㈱KKRジャパン　プリンシパ

ル

2010年７月　㈱インテリジェンス取締役

2011年１月　㈱KKRジャパン　ディレク

ター兼㈱KKRキャピタル・

マーケッツ取締役

2014年４月　パナソニックヘルスケアホー

ルディングス㈱監査役

2015年７月　ペルミラ・アドバイザーズ㈱

マネージング・ディレクター

兼日本代表

2015年８月　当社取締役

2015年12月　当社取締役（監査等委員）

（現任）

2016年１月　ペルミラ・アドバイザーズ㈱

代表取締役社長（現任）

2016年６月　㈱スタイラ取締役

2016年６月　㈱ジョンマスターオーガニッ

クグループ取締役（現任）

(注）４ －

取締役

（監査等委員）
－ 市毛　由美子 1961年３月13日生

1989年４月　弁護士登録

1989年４月　日本アイ・ビー・エム㈱入社

2007年12月　のぞみ総合法律事務所パート

ナー（現任）

2009年４月　第二東京弁護士会副会長

2010年９月　日本弁護士連合会事務次長

2012年６月　NECネッツエスアイ㈱社外取

締役（現任）

2014年５月　イオンモール㈱社外監査役

（現任）

2014年12月　三洋貿易㈱社外取締役（現

任）

2016年12月　当社取締役（監査等委員）

（現任）

(注）５ －

計 211,689

　（注）１．2015年12月16日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって監

査等委員会設置会社へ移行しました。

２．取締役川島育也、ポール・クオ、藤井良太郎及び市毛由美子は、社外取締役であります。

３．2016年９月期に係る定時株主総会終結の時から2017年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．2015年９月期に係る定時株主総会終結の時から2017年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

なお、ポール・クオは前任の取締役（監査等委員）スティーブ・デイカスの任期を引き継いでおります。

５．2016年９月期に係る定時株主総会終結の時から2018年９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６．当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員の氏名及び担当は、以下のとおりであります。

地位 氏名 担当

執行役員 清水　敬太 社長室

執行役員 木下　嘉人 総務部
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、法令や定款等の遵守状況を経営者自らが確認

でき、その状況が持続される経営体制となっていることであります。また「経営理念」及び「経営目標」を実

現するために、全役員、従業員等の意識や業務活動を方向付けできるような経営の仕組みを確立することが、

より公正で透明性の高い経営につながり、当社に関わるすべてのステークホルダーの利益に適うものと考えて

おります。

 

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ．会社の機関の基本説明

　当社は、2015年12月16日開催の定時株主総会決議により、監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ

移行いたしました。

　当社は会社の意思決定機関としての取締役会（本書提出日現在、取締役９名、うち社外取締役４名）を

原則として毎月開催し、経営上の重要事項の決定や業務執行報告を実施しております。また、社外取締役

４名を含む監査等委員４名は、監査等委員会を構成し、取締役会への出席や日常業務の中で随時監査を遂

行することにより取締役の職務執行を監督しております。

　当社のコーポレート・ガバナンス体制図は次のとおりであります。

 

  

(注)経営会議は、グループ中核会社である子会社の㈱あきんどスシローにて包括的に実施しております。
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ロ．内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムといたしましては、以下のとおりであります。

ａ．当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

・当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」という。）は、企業理念、法令及び社内規程を遵守

し、コンプライアンスの徹底を率先して実行する。

・コンプライアンス体制の整備及び法令違反の未然防止を目的として、代表取締役社長を委員長、社外

有識者などを構成員とする内部統制委員会を設置し、委員会の定期的開催を通じてグループ各社横断

的に必要な改善措置・全社的啓蒙策を講じる。また、内部統制委員会は、取締役会に適宜状況報告を

行う。

・各部門の業務執行におけるコンプライアンスの実践状況や内部管理体制等の監査等を行うため、業務

執行部門から独立した内部監査室を設置し、監査等の結果について、監査等委員会及び内部統制委員

会に適宜状況報告を行う体制を整える。

・法令・定款・社内規程への違反その他重要な事実を発見、又はその恐れがある場合は直ちに監査等委

員に報告するとともに、遅滞なく内部統制委員会に報告する体制を整える。

・法令・定款・社内規程違反行為等のホットラインとして通報・相談窓口を設置し、法令遵守並びに社

内規程違反に関する情報の早期把握及び解決を図る。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

・取締役等の職務執行に係る情報及び文書等は、関係規程及び法令に基づき、担当部門が適切に保存及

び管理する。

ｃ．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・企業の継続的発展を脅かすあらゆるリスクを把握し、リスクマネジメント体制を整備するため、「リ

スク管理規程」を定め、内部統制委員会を設置する。

・グループ経営上重要なリスクは、内部統制委員会において、把握・分析・評価を行い、改善策を策定

するなど、適切な危機管理を行う体制を整える。

・緊急事態発生時の対策は、「クライシス管理規程」を定め、迅速かつ適切に対応できる体制を整え

る。

・情報セキュリティ活動を主導するため、「情報システム基本規程」を定め、情報資産の取扱基準を定

める。

ｄ．当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会において、中期経営計画及び単年度の経営計画を決定し、定期的にその進捗状況を確認す

る。

・取締役会の効率性及び適正性を確保するため、「取締役会規程」を定める。

・内部統制委員会は、取締役会に対し適宜状況報告を行う体制を整える。

・各取締役は、「業務分掌規程」、「職務権限規程」に基づき、責任範囲と決裁手続を明確化して職務

の効率性を確保する。

ｅ．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・当社グループの業務執行の状況については、定期的に取締役会において報告されるものとする。

・当社は、随時子会社から業務執行及び財務情報等の状況の報告を求めるものとする。

ｆ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社グループで統一された企業倫理の基本観を浸透させるため、当社グループ共通のコンプライアン

スに関する規程を定め、これを周知徹底する。ただし、海外においては当該国の法令・慣習等の違い

を勘案し、段階的な導入を進める等、適切な整備に努める。

・当社グループの役員又は管理職によって定期的に会議を開催し、情報交換を図るとともに、グループ

全体の経営計画や重要施策の基本方針を共有する。

・内部監査室は、当社グループ各社の内部監査を定期的に実施する。
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ｇ．監査等委員がその職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取

締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該取締

役及び使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項

・当社は、監査等委員が求めた場合、監査等委員の職務を補助すべき者として、専門性及び知識面にお

いて適任者を任命することとする。監査等委員補助者の評価、任命、解任、人事異動、賃金等の改定

については監査等委員の同意を得ることとし、取締役等からの独立を確保するものとする。

ｈ．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役等、監査役

及び使用人が監査等委員に報告するための体制、その他監査等委員への報告に関する体制、並びに当

社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱を受けないことを

確保するための体制

・当社グループの監査等委員と取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の綿密な情報連

携を図るため、取締役会をはじめとする各種会議に監査等委員が出席し意見を述べ、また必要に応じ

た説明の要請に対して取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が適切に対応できる体

制を整える。

・当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が法令・定款・社内規程への

違反その他重要な事実を発見又はその恐れがある場合、直ちに監査等委員に報告する体制及び報告を

受けた部門が当社の監査等委員会に報告する体制を整える。また当該報告を行ったことを理由として

不利な取扱を受けないことを社内規程等において定める。

・当社グループの取締役及び使用人が財務報告に係る内部統制の状況や会計基準及び内部監査部門の活

動状況、その他子会社監査役の活動状況等を必要に応じて監査等委員に報告する体制を整える。

・各部門が作成し担当部門に提出した稟議書及び報告書等を監査等委員が必要に応じて閲覧することが

できる体制を整える。

ｉ．監査等委員の職務の執行（監査等委員の職務の執行に関するものに限る。）について生じる費用の前

払又は償還手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項、その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員が会計監査人から会計監査に関する報告及び説明を受け、必要に応じて監査実施状況の聴

取を行う体制を整える。

・内部監査部門と監査等委員との連携体制を確保することで、不正・不当行為の牽制・早期発見を行う

ための実効的な監査体制の整備に努める。

・監査等委員が業務に関する説明又は報告を求めた場合、取締役及び使用人は迅速かつ適切に対応する

体制を整える。

・監査等委員が当社に対してその職務の執行（監査等委員の職務の執行に関するものに限る。）につい

て生ずる費用の前払等の請求をしたときは、当社は、当該監査等委員の職務の執行に必要でないこと

を証明した場合を除き、速やかに当該費用を処理する。

ｊ．反社会的勢力を排除するための体制

・「反社会的勢力対応規程」を定め、反社会的勢力からの不当な要求に対しては毅然とした態度で臨

み、取引関係を含めて、断固としてこれを拒否する。

 

ハ．会計監査の状況

　当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。なお、当社の会計監

査業務を執行した公認会計士は、以下のとおりであります。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員

業務執行社員

林　由佳
新日本有限責任監査法人

徳野大二

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　18名

その他　　　14名
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ニ．社外取締役の機能、役割、選任

　社外取締役は、当社に対する経営の監督機能及びチェック機能を期待するとともに、独立した専門的な視

点を通じて、適切な意思決定・経営監督を行い、経営の健全性・透明性の更なる向上を図るため、当社に

とって重要な位置付けであります。

　当社は、社外取締役の独立性に関する具体的な基準を定めており、一般株主との利益相反のおそれがな

く、社外の広範な事業活動を通じた経営判断力を有する人材を選任しております。なお、社外取締役川島育

也、ポール・クオ及び市毛由美子を株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

　社外取締役は、取締役会を通じて内部統制部門及び内部監査室から適宜、報告を受けるなど連携を図って

おります。また、監査等委員である社外取締役は、会計監査人及び内部監査室から監査の方法と結果につい

て報告を求めるほか、適宜、情報交換を行い相互の連携を図り、重ねて調査する必要の認められる案件、迅

速に対処すべき案件等を見極め、合理的・効率的な監査に努めております。

 

ホ．社外取締役との関係

　社外取締役の川島育也氏は、公認会計士・税理士としての豊富な経験と見識から、当社に対して公正か

つ客観的な経営の監督を行っていただけると判断し選任しております。

　社外取締役ポール・クオ氏は、クレディ・スイス証券株式会社代表取締役兼CEO、株式会社東京証券取

引所グループ及び株式会社東京証券取引所の各取締役を歴任され、経営者としての豊富な知見と経験を有

していることから、当社に対して適切な助言・監督を行っていただけると判断し選任しております。

　社外取締役の藤井良太郎氏は、ゴールドマン・サックス証券会社のヴァイス・プレジデントや株式会社

KKRジャパンのディレクターを歴任されており、グローバルな視野を有し、また多岐にわたるビジネスに

参画された経験を活かし、適切な経営の監督を行っていただけると判断し選任しております。

　社外取締役の市毛由美子氏は、弁護士としての豊富な経験と幅広い知見を有するとともに、企業法務に

も精通していることから、当社に対して公正かつ客観的な経営の監督を行っていただけると判断し選任し

ております。

　社外取締役の各人と当社との間には、人的関係、資本的関係その他の利害関係はありません。

 

③リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、代表取締役社長直轄の内部監査室（８名）を設置して、定期的な業務監査を実施

し、被監査部門に対して改善要請や指導を行い、適時社長に監査結果を報告しております。

　また、内部監査室、監査等委員及び会計監査人は随時情報交換など相互連携を密にし、リスクの排除に努め

ております。

 

④役員報酬等及び監査役報酬等の内容

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分

報酬等の

総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金 その他

取締役（監査等委員を除く）

（社外取締役を除く）
209 137 － 57 11 4 5

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く）
－ － － － － － －

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － － － － －

社外役員 20 15 － 3 1 － 3

（注）１．当社は、2015年12月16日付で監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

２．「その他」の内容は、取締役に無償で提供している社宅の賃料相当額であります。

 

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は、役員報酬に関する独立性・客観性と説明責任を強化するため、社外取締役を含む非業務執行取

締役２名及び業務執行取締役２名の計４名で構成される報酬委員会及び評価委員会を設置しており、当該

委員会にて取締役、執行役員の候補者、評価並びに報酬等を検討し、決定しております。

　取締役の報酬等については、株主総会で承認された取締役報酬等の範囲内で算定しており、取締役会に

委任された報酬委員会及び評価委員会において、担当する職務、責任、業績、貢献度等の要素を基準とし

て、決定しております。

　監査等委員である取締役の報酬については、当社の職務執行に対する監査の実効性を確保することを主

眼に、業務執行者から独立して監査等委員の職責を全うするために、株主総会により承認された範囲内で

監査等委員の協議により決定しております。

 

⑤取締役の定数

　当社は、取締役の定数を13名以内（うち監査等委員である取締役は４名以内）とする旨を定款で定めており

ます。

 

⑥取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、取締役の選任決議は、累

積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

⑦株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

・剰余金の配当決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場

合を除き、取締役会の決議により定めることができる旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、株主に対し柔軟な利益還元ができることを目的とするものでありま

す。

 

⑧取締役の責任免除

　当社は、会社法426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めておりま

す。これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環

境を整備することを目的とするものであります。

 

⑨責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役との間で同法第423条第１項の賠償責任を限定す

る契約を締結しており、当該契約に基づく賠償限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。

 

⑩株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定め

ております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものです。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

最近連結会計年度の前連結会計年度 最近連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 5 － 29 72

連結子会社 25 1 14 0

計 30 1 44 72

 

②【その他重要な報酬の内容】

（最近連結会計年度の前連結会計年度）

　当社の連結子会社であるSUSHIRO KOREA,INC.は、当社の監査公認会計士等である新日本有限責任監査法人と

同一のネットワークに属する韓英会計法人の監査を受けております。当連結会計年度に係る当該報酬額は２百

万円であります。

 

（最近連結会計年度）

　当社の連結子会社であるSUSHIRO KOREA,INC.は、当社の監査公認会計士等である新日本有限責任監査法人と

同一のネットワークに属する韓英会計法人の監査を受けております。当連結会計年度に係る当該報酬額は４百

万円であります。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（最近連結会計年度の前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（最近連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、主に財務報告目的の内部統制の

整備・運用・評価及び上場支援に係る助言業務であります。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、特段の定めをしておりませんが、監査日

数及び当社の業務内容等の諸条件を勘定し、監査法人と相互協議の上、監査等委員会の同意を得て監査報酬を定

めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び要約四半期連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作

成しております。

(2）当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財

務報告」に準拠して作成しております。

(3）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（2014年10月１日から2015年９月

30日まで）及び当連結会計年度（2015年10月１日から2016年９月30日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（2015年３月31日から2015年９月30日まで）及び当事業年度（2015年10月１日から2016年９月30日まで）の財務諸

表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

(2）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2016年10月１日から

2016年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2016年10月１日から2016年12月31日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適

正に作成することができる体制の整備について

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成

することができる体制の整備を行っております。その内容は以下のとおりであります。

(1）会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構の公表する会計基準等に係る情報を適時に取得するとともに、監査法人及び各種団体

の主催する研修等への参加並びに会計専門誌の定期購読等により、積極的な情報収集活動に努めております。

(2）IFRSの適用については、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の把

握を行っております。また、IFRSに基づく適正な連結財務諸表を作成するために、IFRSに準拠したグループ会計方

針及び会計指針を作成し、それらに基づいて会計処理を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物 8,18 9,215 3,394 8,149

営業債権及びその他の債権 9 113 1,161 909

棚卸資産 10,18 718 908 1,098

その他の金融資産 20 200 209 229

その他の流動資産 22 647 716 750

流動資産合計  10,893 6,388 11,134

非流動資産     

有形固定資産 11,14,18,36 15,956 17,982 19,262

のれん 12,14 30,371 30,371 30,371

無形資産 13,14 54,328 54,437 54,558

敷金及び保証金 18,33,34 5,268 5,853 6,453

その他の金融資産 20,37 － 73 73

その他の非流動資産 22 491 1,368 505

非流動資産合計  106,414 110,084 111,222

資産合計  117,307 116,472 122,356

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 16 9,654 10,616 16,849

借入金 17,18,37 3,400 4,037 4,355

未払法人所得税  1,946 561 839

その他の金融負債 19,20,33,34 895 1,555 1,334

引当金 21 1,149 1,117 1,600

その他の流動負債 22 1,557 1,495 1,718

流動負債合計  18,601 19,382 26,695

非流動負債     

借入金 17,18,37 34,492 28,269 48,861

その他の金融負債 19,20,33,34 1,384 2,252 2,712

引当金 21 1,030 1,139 1,197

繰延税金負債 15 19,069 18,687 17,950

その他の非流動負債 22 152 119 84

非流動負債合計  56,127 50,466 70,803

負債合計  74,728 69,848 97,498

資本     

資本金 23 － 100 100

資本剰余金  － 42,318 42,103

利益剰余金  1,592 4,105 7,282

自己株式 23 － － △25,028

その他の資本の構成要素 24,32,33,34 41,038 189 465

親会社の所有者に帰属する持分合計  42,630 46,712 24,922

非支配持分  △50 △88 △64

資本合計  42,579 46,624 24,858

負債及び資本合計  117,307 116,472 122,356
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【要約四半期連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2016年９月30日）
 
 
当第１四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  8,149  6,971

営業債権及びその他の債権  909  1,171

棚卸資産  1,098  1,545

その他の金融資産 13 229  363

その他の流動資産  750  768

流動資産合計  11,134  10,818

非流動資産     

有形固定資産 6,7 19,262  19,882

のれん 7 30,371  30,371

無形資産 7 54,558  54,523

敷金及び保証金 11,12 6,453  6,497

その他の金融資産 11,12,13 73  59

その他の非流動資産  505  495

非流動資産合計  111,222  111,828

資産合計  122,356  122,646

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  16,849  17,416

借入金 13 4,355  4,101

未払法人所得税  839  644

その他の金融負債 11,12 1,334  1,628

引当金  1,600  1,227

その他の流動負債  1,718  1,565

流動負債合計  26,695  26,581

非流動負債     

借入金 13 48,861  47,777

その他の金融負債 11,12 2,712  2,618

引当金  1,197  1,232

繰延税金負債  17,950  17,965

その他の非流動負債  84  104

非流動負債合計  70,803  69,695

負債合計  97,498  96,276

資本     

資本金  100  100

資本剰余金  42,103  17,075

利益剰余金  7,282  8,750

自己株式 8,13 △25,028  -

その他の資本の構成要素  465  512

親会社の所有者に帰属する持分合計  24,922  26,437

非支配持分  △64  △67

資本合計  24,858  26,370

負債及び資本合計  122,356  122,646
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②【連結損益計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

売上収益  136,174 147,702

売上原価 10 △66,484 △72,008

売上総利益  69,690 75,695

販売費及び一般管理費
25,28,

32,36
△62,319 △67,102

その他の収益 14,26 92 195

その他の費用 14,27 △574 △1,279

営業利益  6,888 7,509

金融収益 29 104 76

金融費用 29 △1,766 △2,893

税引前利益  5,226 4,692

法人所得税費用 15 △1,441 △1,528

当期利益  3,784 3,164

    

当期利益の帰属    

親会社の所有者  3,826 3,184

非支配持分  △42 △20

当期利益  3,784 3,164

    

１株当たり当期利益 30   

基本的１株当たり当期利益（円）  54.79 90.11

希薄化後１株当たり当期利益（円）  54.29 85.86
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【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

 
 
 

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

売上収益  35,452  38,408

売上原価  △17,297  △18,786

売上総利益  18,154  19,622

販売費及び一般管理費  △16,099  △17,444

その他の収益  8  11

その他の費用 7 △13  △50

営業利益  2,050  2,140

金融収益  69  92

金融費用  △323  △119

税引前四半期利益  1,796  2,113

法人所得税費用  △604  △647

四半期利益  1,191  1,466

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  1,194  1,467

非支配持分  △2  △2

四半期利益  1,191  1,466

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 10 20.31  53.44

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 10 19.64  52.28
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③【連結包括利益計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

当期利益  3,784 3,164

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額 24 43 70

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値

に係る純変動の有効部分
15,24,33 85 －

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計
 

129 70

税引後その他の包括利益  129 70

当期包括利益  3,913 3,234

    

当期包括利益の帰属    

親会社の所有者  3,950 3,248

非支配持分  △37 △14

当期包括利益  3,913 3,234
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

 
 
 

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

四半期利益  1,191  1,466

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  △25  △60

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値に

係る純変動の有効部分
 －  104

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 △25  45

税引後その他の包括利益  △25  45

四半期包括利益  1,166  1,510

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  1,171  1,516

非支配持分  △5  △5

四半期包括利益  1,166  1,510
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④【連結持分変動計算書】

（単位：百万円）

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配
持分

資本合計

2014年10月１日時点の残高  － － 1,592 － 41,038 42,630 △50 42,579

当期利益    3,826   3,826 △42 3,784

その他の包括利益      124 124 4 129

当期包括利益合計  － － 3,826 － 124 3,950 △37 3,913

株式移転による増減 23 300 42,118 △1,318  △41,101 －  －

減資 23 △200 200    －  －

株式に基づく報酬取引    5  127 132  132

所有者との取引額合計  100 42,318 △1,313 － △40,974 132 － 132

2015年９月30日時点の残高  100 42,318 4,105 － 189 46,712 △88 46,624

当期利益    3,184   3,184 △20 3,164

その他の包括利益      64 64 6 70

当期包括利益合計  － － 3,184 － 64 3,248 △14 3,234

株式に基づく報酬取引    23  212 235  235

自己株式の取得     △25,028  △25,028  △25,028

支配の喪失を伴わない子会社に対す

る所有持分の変動
   △30   △30 30 －

企業結合による変動 7  △215    △215  △215

その他       － 8 8

所有者との取引額合計  － △215 △7 △25,028 212 △25,038 38 △25,000

2016年９月30日時点の残高  100 42,103 7,282 △25,028 465 24,922 △64 24,858
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【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間（自　2015年10月１日　至　2015年12月31日）

（単位：百万円）

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

2015年10月１日時点の残高  100 42,318 4,105 － 189 46,712 △88 46,624

四半期利益    1,194   1,194 △2 1,191

その他の包括利益      △22 △22 △2 △25

四半期包括利益合計  － － 1,194 － △22 1,171 △5 1,166

自己株式の取得 8    △25,028  △25,028  △25,028

所有者との取引額合計  － － － △25,028 － △25,028 － △25,028

2015年12月31日時点の残高  100 42,318 5,299 △25,028 166 22,855 △93 22,763

 

当第１四半期連結累計期間（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）

（単位：百万円）

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

2016年10月１日時点の残高  100 42,103 7,282 △25,028 465 24,922 △64 24,858

四半期利益    1,467   1,467 △2 1,466

その他の包括利益      48 48 △4 45

四半期包括利益合計  － － 1,467 － 48 1,516 △5 1,510

株式に基づく報酬取引    0  △0 －  －

自己株式の消却 8  △25,028  25,028  －  －

その他       － 2 2

所有者との取引額合計  － △25,028 0 25,028 △0 － 2 2

2016年12月31日時点の残高  100 17,075 8,750 － 512 26,437 △67 26,370
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⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前利益  5,226 4,692

減価償却費及び償却費  3,323 3,591

減損損失  370 570

金融収益  △104 △76

金融費用  1,765 2,897

敷金及び保証金の家賃相殺額  237 267

リストラ関連費用  － 231

営業債権及びその他の債権の増減額（△は

増加）
 △580 △189

棚卸資産の増減額（△は増加）  △191 △184

営業債務及びその他の債務の増減額（△は

減少）
 975 5,840

その他  324 214

小計  11,344 17,852

利息及び配当金の受取額  0 2

利息の支払額  △789 △1,097

法人所得税の支払額  △3,583 △1,980

法人所得税の還付額  － 438

営業活動によるキャッシュ・フロー  6,972 15,215

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △3,717 △3,011

無形資産の取得による支出  △333 △333

敷金及び保証金の差し入れによる支出  △948 △984

関係会社株式の取得による支出  － △354

その他  18 101

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,980 △4,581

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入  35,000 78,748

長期借入金の返済による支出  △40,214 △57,916

リース債務の返済による支出  △802 △958

支払手数料の支払による支出  △1,851 △763

自己株式の取得による支出 23 － △25,037

その他  56 73

財務活動によるキャッシュ・フロー  △7,812 △5,854

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △5,820 4,780

現金及び現金同等物の期首残高  9,215 3,394

現金及び現金同等物に係る換算差額  △1 △25

現金及び現金同等物の期末残高 8 3,394 8,149
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【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

 
 
 

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  1,796  2,113

減価償却費及び償却費  863  901

減損損失  －  3

金融収益  △68  △98

金融費用  323  119

敷金及び保証金の家賃相殺額  63  70

営業債権及びその他の債権の増減（△は増

加）
 △93  △259

棚卸資産の増減額（△は増加）  △248  △446

営業債務及びその他の債務の増減（△は減

少）
 2,576  767

その他  △521  △282

小計  4,690  2,887

利息及び配当金の受取額  0  0

利息の支払額  △207  △69

法人所得税の支払額  △564  △842

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,919  1,976

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △677  △1,296

無形資産の取得による支出  △81  △120

敷金及び保証金の差し入れによる支出  △276  △105

その他  11  9

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,023  △1,512

財務活動によるキャッシュ・フロー     

長期借入れによる収入 9 25,000  －

長期借入金の返済による支出  △1,042  △1,377

リース債務の返済による支出  △244  △256

支払手数料の支払による支出  △61  △30

自己株式の取得による支出 8 △25,000  －

その他  △0  10

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,347  △1,653

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  1,549  △1,189

現金及び現金同等物の期首残高  3,394  8,149

現金及び現金同等物に係る換算差額  2  11

現金及び現金同等物の四半期末残高  4,945  6,971
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【連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社スシローグローバルホールディングス（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であ

り、その登記されている本社は大阪府に所在しております。当社の連結財務諸表は、当社及びその子会社（以

下「当社グループ」という。）により構成されます。当社グループは、回転すし店を中心とする外食事業を営

んでおります。当社グループは、すし事業に特化して、国内においては、フランチャイズ店やライセンス店を

持たず「スシロー」の名前で直営回転すし店舗を運営する回転すしチェーンを展開しております。親会社と最

終的な支配当事者の詳細については注記「37．関連当事者取引」を参照してください。

 

　なお当社は、以下のとおりの変遷を経て現在に至っております。

　当社は、1984年10月に設立された株式会社すし太郎を前身としております。株式会社すし太郎は2000年12月

に株式会社あきんどスシロー（以下「旧株式会社あきんどスシロー」という。）に商号を変更し、「すしを通

して人々の暮らしを豊かにしたい」という経営理念の下、お客様には高品質で付加価値の高いサービスを継続

的に提供するとともに、「回転すし総合管理システム」の導入などによる効率性の追求を併せて行うことで、

お客様満足度の向上に日々努め、2003年９月に東京証券取引所市場第二部に株式上場いたしました。

　しかし2007年10月以降、当社を取り巻く経営環境が激しく変化する中、当社がこのような激しい経営環境を

乗り越え、組織力の強化と積極的かつ迅速な新規出店を同時並行で実行するという経営課題を的確に解決して

いくためには、中期的な視点から、経営方針について抜本的な改革を行う体制を構築することが急務であると

判断し、ユニゾン・キャピタル・グループから出資を受け、2008年11月にマネジメント・バイ・アウト

（MBO）による非公開化を実施し、2009年４月に東京証券取引所市場第二部の株式上場を廃止いたしました。

　その際に、旧株式会社あきんどスシロー（実質上の存続会社）株式の取得等を目的として2008年８月にエー

エスホールディングス株式会社が設立され、旧株式会社あきんどスシローを公開買付けにより子会社化し、そ

の後、旧株式会社あきんどスシローを消滅会社とする合併を2009年５月31日に行い、同日付でエーエスホール

ディングス株式会社の商号を株式会社あきんどスシロー（以下「前株式会社あきんどスシロー」という。）に

変更いたしました。

　その後、2012年７月にCEILジャパン株式会社が設立され、当該会社が2012年９月にユニゾン・キャピタル・

グループに属する投資ファンドの保有する全株を取得し、前株式会社あきんどスシローを子会社化しました。

なお、連結財政状態計算書に計上されているのれん及びブランドは当該子会社化により認識されたものであり

ます（注記「14．資産の減損」を参照）。CEILジャパン株式会社は、2013年１月１日に前株式会社あきんどス

シローを消滅会社とする合併を行い、同日付でCEILジャパン株式会社の商号を株式会社あきんどスシローに変

更しております。

　株式会社あきんどスシローは2015年３月31日に株式会社あきんどスシローホールディングスを設立、持株会

社体制へ移行し、2015年10月１日付で商号を株式会社スシローグローバルホールディングスに変更し、現在に

至っております。

 

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨及び初度適用に関する事項

　当社グループは、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすこ

とから、同第93条の規定により、連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成しております。

　本連結財務諸表は、2017年２月14日に代表取締役社長水留浩一及び取締役ジョン・ダーキンにより承認さ

れております。

　当社グループは、2016年９月30日に終了する連結会計年度からIFRSを初めて適用しており、日本基準から

IFRSへの移行日は2014年10月１日であります。IFRS移行日及び前連結会計年度において、IFRSへの移行が当

社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響は、注記「39．IFRS初度適

用」に記載しております。

 

(2) 測定の基礎

　当社グループの連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品等を除き、取得原価を基礎として作

成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

　当社グループの連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円で表示されており、百万円未満を四捨五入し

て表示しております。
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３．重要な会計方針

(1) 連結の基礎

　連結財務諸表は、2016年９月30日をもって終了する連結会計年度に関する当社及びその子会社の財務諸表

を含んでおります。

　なお、上記に記載のとおり、当社は2015年３月31日に株式会社あきんどスシローの単独株式移転により持

株会社として設立されており、当社の前身は株式会社あきんどスシローであります。そのため、比較年度の

期首における連結財政状態計算書及び比較年度の期首から当該株式移転の直前までの連結損益計算書につい

ては株式会社あきんどスシローの連結財務諸表を対象としております。ただし、当社の比較年度の期首にお

ける資本金及び資本剰余金は法的に存在していないことから、それらの残高を「－」と表示し、株式会社あ

きんどスシローの資本金及び資本剰余金は、その他の資本の構成要素へ振り替えております。

 

①　子会社

　子会社とは、当社グループがその会社の財務及び経営方針を支配する力を有するすべての事業体を指

し、通常は、その議決権の過半数を当社グループが所有します。現在行使可能又は転換可能な潜在的議決

権の存在及び影響を考慮して、当社グループが他の事業体を支配しているかどうかを判断しております。

当社の連結子会社は、日本、米国及び韓国にあり、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する

日まで、連結財務諸表に含めております。

　当社グループは、共通支配下の場合を除く企業結合の会計処理に取得法を用いております。

　取得法を用いる場合、取得対価は、譲渡資産、引き受けた負債及び当社グループが発行する持分の公正

価値の合計として測定しております。また、条件付対価契約から生じた資産又は負債の公正価値も含まれ

ます。取得関連費用は、発生時に連結損益計算書で認識しております。企業結合において取得した識別可

能資産及び引き受けた負債や偶発債務は当初、取得日現在の公正価値で測定しております。ただし、繰延

税金や株式に基づく報酬などはIFRS第３号において公正価値測定の例外が設けられております。

　取得対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合は、連結財政状態計算書においてのれん

として計上しております。割安購入により、取得対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を下回る場

合、その差額は連結損益計算書に直接認識しております（(6) 無形資産-①のれんを参照）。

　共通支配下における企業結合取引、すなわち、すべての結合企業又は結合事業が最終的に企業結合の前

後で同じ当事者によって支配され、その支配が一時的なものではない企業結合取引については、帳簿価額

に基づき会計処理しております。結合による対価が被結合企業の資産及び負債の簿価と異なる場合は、資

本剰余金で調整しております。

　当社グループ間の内部取引高、残高及び当社グループ間取引から発生した未実現損益は消去しておりま

す。すべてのグループ企業は共通の会計方針を適用しております。

 

②　非支配持分

　子会社に対する持分のうち、親会社に直接又は間接的に帰属しないものは非支配持分として表示されま

す。包括利益は非支配持分が負となる場合であっても親会社の所有者と非支配持分に帰属させておりま

す。

　当社グループと非支配持分の所有者間で行われる当社グループの子会社持分の変動について、子会社に

対する当社の支配に変更を伴わない場合には、資本取引として処理しており、のれん又は連結損益計算書

上の損益は認識しておりません。

 

(2) 外貨換算

①　機能通貨及び表示通貨

　当社グループの各企業の個別財務諸表は、各企業が営業活動を行う主な経済環境の通貨（機能通貨）を

用いて測定しております。連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。

 

②　取引及び残高

　外貨建取引は、取引日の為替レートを用いて機能通貨に換算しております。外貨建取引の決済並びに外

貨建貨幣性資産及び貨幣性負債の期末日の為替レートによる換算から生じる為替差損益は、有効なキャッ

シュ・フロー・ヘッジとしてその他の包括利益として認識される場合を除き、連結損益計算書で認識して

おります。
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③　在外子会社

　当社グループの表示通貨と異なる機能通貨を用いているすべてのグループ企業の業績及び財政状態は、

以下の方法で表示通貨に換算しております。

　・財政状態計算書上の資産及び負債は、決算日の為替レートで換算しております。

　・損益計算書上の収益及び費用は、平均為替レートで換算しております（平均レートが取引日の為替

レートの累積的影響の合理的な概算値でない場合、取引日のレートで換算しております）。

　・外貨換算差額は、その他の包括利益で認識し、為替換算差額の累積額は連結財政状態計算書のその他

の資本の構成要素に計上しております。

 

(3) 現金及び現金同等物

　現金及び現金同等物には、手許現金、要求払預金、当初の満期日が３ヶ月以内の流動性が高い短期投資が

含まれます。

 

(4) 棚卸資産

　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で評価しております。取得原価は、主として

総平均法により算定され、正味実現可能価額は、通常の営業過程における見積販売価格から販売に要する見

積費用を控除した額となります。

　連結財政状態計算書に計上されている棚卸資産の帳簿価額は定期的に見直しが行われ、滞留在庫又は当社

グループが今後の販売で原価を回収できる可能性が低いと判断するものについては、当該棚卸資産の帳簿価

額を見積正味実現可能価額まで減額しております。

 

(5) 有形固定資産

　すべての有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で表示してお

ります。取得原価には、有形固定資産の取得に直接付随するすべての費用が含まれます。当初取得後の追加

コストは、その支出により将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、信頼性をもって金額

を測定することができる場合にのみ、当該取得資産の帳簿価額に算入するか、又は個別の資産として認識し

ております。その他の修繕及び維持費は、発生時に連結損益計算書で認識しております。

　有形固定資産の減価償却は、取得原価から残存価額を控除した金額について、以下の見積耐用年数にわた

り定額法により計算しております。

・建物　　　　　１～28年

・構築物　　　　１～45年

・機械装置　　　１～８年

・車両運搬具　　２～５年

・工具器具備品　１～20年

 

　耐用年数は、当社グループにとっての資産の期待効用の観点から決定しております。資産の残存価額と耐

用年数は、技術の変化、使用の頻度及び市場ニーズを考慮して、各連結会計年度末に見直しが行われ、必要

に応じて変更しております。減損が生じた場合は、速やかに資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額してお

ります（(7) 資産の減損を参照）。

　処分により発生する損益は、処分金額と当該資産の帳簿価額との差額により算出され、連結損益計算書に

計上しております。

 

(6) 無形資産

①　のれん

　のれんは毎期減損テストが行われ、取得原価から減損損失累計額を控除した金額で計上しております。

のれんは、取得対価から取得日時点での被取得企業の識別可能な資産及び負債の公正価値を控除した額で

測定しております。

　なお、現在当社グループで認識されているのれんは、CEILジャパン株式会社が前株式会社あきんどスシ

ローに対して行った企業結合により認識されたものであり、当該のれんは注記「１．報告企業」に記載の

とおり、CEILジャパン株式会社と前株式会社あきんどスシローの合併により、合併後会社に引き継がれて

おります。当社グループには事業セグメントが１つしかなく、取得により生じるシナジー効果は当該セグ

メントとしての資金生成単位グループ全体から生じるため、当該のれんは、減損テストの実施にあたり、

当該資金生成単位グループ全体に配分されております（(7) 資産の減損を参照）。
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②　ブランド

　ブランドは事業が継続する限り存在すると予想されるため耐用年数を確定できず、取得原価で表示し、

償却は行っておりません。

　なお、現在当社グループで認識されているブランドは、CEILジャパン株式会社が前株式会社あきんどス

シローに対して行った企業結合により認識されたものであり、当該ブランドは注記「１．報告企業」に記

載のとおり、CEILジャパン株式会社と前株式会社あきんどスシローの合併により、合併後会社に引き継が

れております。当社グループには事業セグメントが１つしかなく、ブランドの効果は当該セグメントとし

ての資金生成単位グループ全体から生じるため、当該ブランドは、減損テストの実施にあたり、当該資金

生成単位グループ全体に配分されております（(7) 資産の減損を参照）。

 

③　ソフトウェア

　当社グループが取得したソフトウェアのライセンスは、取得に要した原価に基づいて資産計上しており

ます。これらの費用は見積耐用年数（５年）にわたり定額法で償却しております。

 

(7) 資産の減損

　のれん及び耐用年数が確定できない無形資産（ブランド）は償却の対象とはならず、毎第４四半期会計期

間中又は減損の兆候があると認められた場合にはその都度、減損テストを行っております。償却対象の資産

は、ある事象や状況の変化が帳簿価額を回収することができない可能性を示す兆候があった場合に減損テス

トを行います。減損損失は、帳簿価額が回収可能価額を上回る場合に認識されます。回収可能価額は、資産

の公正価値から売却費用を控除した金額と使用価値のいずれか高い方となります。減損テストを実施するに

際し、個々の資産は、そのキャッシュ・フローが相互に独立して識別可能な最少単位（資金生成単位）でグ

ループ分けを行っており、これは個別の店舗ごとに検討されています。

　将来キャッシュ・フローの予測には、市場成長率、販売量、市場価格を含む多くの重要な仮定や見積りが

関与しております。将来キャッシュ・フローの予測は、過去の傾向、市況及び業界の傾向を踏まえ、将来の

売上高及び営業費用の最前の見積りに基づいて行っております。これらの仮定は、経営者により見直してお

ります。将来キャッシュ・フローの予測値は、評価日の資本コストにリスク・プレミアム等を加味した適切

な割引率に基づき調整しております。この割引率は、回収可能価額の計算で用いられる税引前加重平均資本

コストに基づいております（注記「14．資産の減損」参照）。

　のれん以外の固定資産については、毎年減損損失の戻入の兆候について検討を行い、戻入が必要な場合に

は、償却分を調整した当初の帳簿価額を超えないように新たに見積った回収可能価額を上限として、損失の

戻入をいたします。

 

(8) 法人所得税

　当期の法人所得税は、税務当局への納付又は税務当局からの予想還付額に基づき測定しております。

　繰延税金は、資産負債法を用い、資産及び負債の税務基準額と連結財務諸表上の資産及び負債の帳簿価額

との間に生じる一時差異に対して認識しております。ただし、当該一時差異が、企業結合以外の取引で、か

つ会計上又は税務上のいずれかの損益にも影響を及ぼさない取引より生じる場合は、繰延税金は認識されま

せん。繰延税金は、期末日現在制定又は実質的に制定されており、関連する繰延税金資産が実現する又は繰

延税金負債が決済される期において適用されると予想される法定税率を使用して算定しております。

　繰延税金資産は、一時差異を利用できるだけの将来の課税所得が発生する可能性が高い範囲で認識してお

ります。子会社及び関連会社への投資から生じる将来加算一時差異については、一時差異の解消時期を当社

グループが管理し、予測可能な期間内に一時差異が解消されない可能性が高い場合を除き、繰延税金を計上

しております。のれんの当初認識時における将来加算一時差異については、繰延税金負債を認識しておりま

せん。

 

(9) リース

　ファイナンス・リース（リース資産の所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて当社グループに移転

するリース契約）により保有される資産は、有形固定資産及び無形資産に取得原価で計上され、リース期間

又は経済的耐用年数のいずれか短い期間で償却しております。ファイナンス・リースにおける債務（将来期

間の金融費用控除後）は、決済日が１年以内又は１年超のいずれかに応じて、流動負債又は非流動負債とし

て計上しております。金融費用は、リース債務の残存帳簿価額に対し一定の利子率で算定された金額によ

り、リース期間にわたって期間按分により認識しております。

　オペレーティング・リース（ファイナンス・リース以外のリース契約）の場合、支払リース料は貸手から

受領したインセンティブ控除後の金額について、リース期間にわたって定額法により連結損益計算書に認識

しております。
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(10) 引当金

　引当金は、当社グループが過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務を

返済するために経済的便益をもつ資源が流出する可能性が高く、その金額を信頼性をもって見積ることがで

きる場合に認識しております。

　将来の支出が12ヶ月を超え、貨幣の時間的価値の影響が重要な場合、引当金は当該負債に特有のリスクを

反映した割引率を使用して、現在価値に割り引いております。時の経過による引当金の増加は、毎期連結損

益計算書の金融費用に計上しております。

 

(11) 収益認識

　収益は、通常の営業過程において物品の販売から受領する対価の公正価値から販売関連の税金を控除した

金額で測定しております。収益の認識は以下のように行われます。

①　店舗収益

　店舗収益は、店舗において顧客に料理を提供し、関連する債権の回収可能性が合理的に保証された場合

に認識しております。

 

②　受取利息

　受取利息は、実効金利法により認識しております。金融債権に減損が生じた場合、当社グループは、帳

簿価額を回収可能価額（当初の実効金利で割り引いた見積将来キャッシュ・フロー）まで減額し、引き続

き時の経過による資産の増加を受取利息として認識しております。

 

(12) 従業員給付

①　退職給付

　当社及び日本と米国の連結子会社には従業員退職給付制度がありません。韓国にある子会社は確定拠出

制度を採用しております。確定拠出型の退職給付に関する費用は、拠出した時点で費用として認識してお

ります。

 

②　短期従業員給付

　短期従業員給付は、役務が提供された期に費用計上しております。賞与及び有給休暇費用については、

当社グループが従業員から過去に提供された労働の対価として支払う現在の法的又は推定的債務を有して

おり、その金額を信頼性をもって見積ることができる場合に、その見積られた額を負債として計上してお

ります。

 

(13) 借入コスト

　意図した用途又は売却が可能となるまでに相当の期間を要する資産である適格資産の取得、建設又は製造

に直接起因する借入コストは、意図した用途又は売却が可能となるまで、当該資産の取得原価に含めており

ます。その他の借入コストは、発生した期間の連結損益計算書に全額費用として認識しております。

 

(14) １株当たり利益

　基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期損益を、発行済普通株式の加重平均株式

数で除して計算しております。希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有するすべての潜在株式の影

響を調整して計算しております。

 

(15) 株式に基づく報酬

　当社グループは持分決済型株式報酬制度を設けており、取締役及び従業員に対し、当社グループの持分金

融商品（オプション）を付与しております。オプションの付与日における公正価値は、ブラック・ショール

ズ・モデルを用いて算定しております。付与されたオプションの公正価値は、付与日から権利確定期間にわ

たり費用及び資本の増加として認識しております。
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(16) 金融商品

①　デリバティブ以外の金融資産

　当社グループはデリバティブ以外の金融資産を、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、貸付

金及び債権、満期保有投資及び売却可能金融資産のカテゴリーに分類しております。この分類は、各金融

商品が取得された目的により決定しております。経営幹部は、当初認識時に金融商品の分類を定め、毎決

算日にその分類を見直しております。

(a）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　当社グループは、売買目的で保有する金融資産及び当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産として指定した金融資産を、当カテゴリーに分類しております。金融資産は、主に短期売却の

目的で取得された、又は、経営者がそのように指定した場合に当カテゴリーに分類しております。当カ

テゴリーの資産は、公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる評価損益は純損益として認識してお

ります。当該金融資産は、売却目的で保有される場合、又は期末日から12ヶ月以内に売却されることが

予想される場合、流動資産となります。当社グループは現在、当カテゴリーの金融商品を保有しており

ません。

(b）貸付金及び債権

　貸付金及び債権は、支払額が固定又は決定可能であり、活発な市場で取引されていないデリバティブ

以外の金融資産であり、当社グループが金銭、財貨又は役務を直接相手先に提供し、当該債権を売却す

る意図がない場合に発生します。貸付金及び債権は、実効金利法による償却原価から減損損失を控除し

た金額で測定し、実効金利法による償却額は純損益で認識しております。これらの債権は、減損の客観

的証拠が存在する場合に、当該資産の帳簿価額と実効金利で割り引かれた見積将来キャッシュ・フロー

の現在価値との差額を減損損失とし、連結損益計算書で認識しております。当該金融資産は、満期が期

末日から12ヶ月を超えるものを除き、流動資産に含めております。貸付金及び債権は、連結財政状態計

算書上、主に営業債権及びその他の債権と敷金及び保証金に計上しております。

(c）満期保有投資

　満期保有投資は、支払額が固定又は決定可能であり、満期を有するデリバティブ以外の金融資産であ

り、当社グループが満期まで保有する意図と能力を有するものであります。満期保有投資は、実効金利

法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定し、実効金利法による償却額は純損益で認識して

おります。当社グループは現在、当カテゴリーの金融商品を保有しておりません。

(d）売却可能金融資産

　売却可能金融資産は、他のカテゴリーに分類されないデリバティブ以外の金融資産又は当初認識時に

当社グループが売却可能に指定した金融資産であり、期末日から12ヶ月以内に処分する予定ではない限

り、非流動資産に計上しております。売却可能金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動から生じ

る評価損益は、その他の包括利益で認識しております。当社グループは現在、売却可能金融資産を保有

しておりません。

 

　金融資産は、取引日、すなわち当該資産の購入及び売却の約定日に認識しております。また金融資産

は、そこから得られるキャッシュ・フローを受け取る権利が消滅した場合、又は、譲渡され、当社グルー

プが実質的にすべてのリスクと経済価値を移転した時点で認識中止となります。

 

②　デリバティブ以外の金融負債

　金融負債は、当社グループが金融商品の契約条項の当事者になった時点で認識しております。金融負債

は、債務が免除、取消し又は失効した時点で認識中止となります。これらの金融負債は、支払期限が期末

日から12ヶ月以内に到来する場合は流動負債に分類し、そうでない場合は非流動負債に分類しておりま

す。当該金融負債は主に、連結財政状態計算書の営業債務及びその他の債務と借入金から構成されます。

　当該金融負債は、公正価値で当初認識し、その後、償却原価で測定しております。実効金利法に基づく

償却及び認識中止に係る損益は、連結損益計算書の損益に計上しております。

 

③　デリバティブ及びヘッジ会計

　デリバティブは、当初契約締結日における公正価値で認識し、その後、期末日の公正価値で測定してお

ります。再測定の結果生じる損益の認識方法は、デリバティブがヘッジ手段に指定されているか、また指

定されている場合は、ヘッジ対象の性質及びヘッジの有効性により決定しております。当社グループは特

定のデリバティブを、認識されている資産若しくは負債、又は発生可能性が非常に高い予定取引から生じ

るキャッシュ・フローの変動リスクのヘッジ手段に指定しております（キャッシュ・フロー・ヘッジ）。
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　当社グループは、ヘッジ会計を適用するために、ヘッジの開始時点において、ヘッジ関係並びにヘッジ

の実施についての企業のリスク管理目的及び戦略に関する公式な指定及び文書化を行っております。

　キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たす有効なデリバティブの公正価値の

変動は、その他の包括利益で認識し、その累計額をその他の資本の構成要素に計上しております。非有効

部分に関する損益は、連結損益計算書に即時認識しております。

　その他の資本の構成要素に累積された金額は、ヘッジ対象が純損益に影響を及ぼす期に組替調整額とし

て純損益に振り替えております。

 

④　公正価値の測定

　活発な市場で取引されている金融商品の公正価値は、期末日現在の市場価格に基づいております。

　活発な市場で取引されていない金融商品の公正価値は、評価技法を用いて測定しております。当社グ

ループは、種々の手法を用い、期末日における市場価格に基づく仮定を行っております。

　金利スワップの公正価値は、将来キャッシュ・フローの現在価値として計算しております。

　金融負債の公正価値は、保有する金融商品と同様の利率を用いて将来の契約上のキャッシュ・フローを

割り引いて計算しております。

 

４．重要な会計上の見積りと判断

　IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、連結財務諸表の報告日の資産、負債、収益及び費用の金額に

影響を及ぼす見積りや仮定を用いることが必要となります。これらの見積りや仮定は、過去の経験や経営幹部

が知り得る限りの情報に基づいて設定しておりますが、実際の結果と最終的に異なる可能性があります。見積

りと仮定は継続して見直しております。

　翌連結会計年度において重要な修正をもたらすリスクのある見積りと仮定は、のれん及び耐用年数を確定で

きない無形資産の減損において用いられます。当社グループで認識されているのれんは非償却であり、またブ

ランドは事業が継続する限り存在すると予想されるため耐用年数を確定できず、償却していないことから、毎

第４四半期会計期間中又は減損の兆候があると認められた場合にはその都度、減損テストを行っております。

当該減損テストでは、資金生成単位における売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方を回収可

能価額として測定しております。当該売却費用控除後の公正価値算定上の仮定、あるいは使用価値算定の基礎

となる資金生成単位の使用期間中及び使用後の処分により見込まれる将来キャッシュ・フロー、割引率等の仮

定は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、将来にわたり、のれん及び耐用年

数を確定できない無形資産に係る減損損失額に重要な修正を生じさせるリスクを有しております。のれんの帳

簿価額は注記「12．のれん」、耐用年数が確定できない無形資産の帳簿価額は注記「13．無形資産」、のれん

及び耐用年数を確定できない無形資産の減損の内容は注記「14．資産の減損」をそれぞれご参照ください。

 

　上記のほか、連結財務諸表上で認識する金額に重要な影響を与える会計方針の適用に際して行う見積り及び

判断に関する情報は、以下の注記に含まれております。

・法人所得税（注記「15．法人所得税」）

・ファイナンス・リース契約における資産を含む有形固定資産及び無形資産の耐用年数（上記及び注記「３．

重要な会計方針　(5) 有形固定資産及び(6) 無形資産」を参照）

・法的債務及び推定的債務から発生する資産除去債務（注記「21．引当金」）

・敷金及び保証金の評価（注記「33．金融商品」及び「34．公正価値測定」）

 

５．未適用の新基準

　連結財務諸表の承認日までに主に以下の基準書及び解釈指針の新設又は改訂が公表されておりますが、当社

グループはこれらを早期適用しておりません。

　なお、これらの適用による影響は検討中であります。

 

基準書 基準名
強制適用時期
（以降開始年度）

当社グループ
適用時期

新設・改訂の概要

IFRS第９号 金融商品 2018年１月１日 2019年９月期
金融資産及び金融負債の分類及び測定、減

損並びにヘッジ会計に関する改訂

IFRS第15号
顧客との契約か

ら生じる収益
2018年１月１日 2019年９月期 収益認識に関する会計処理の改訂

IFRS第16号 リース 2019年１月１日 2020年９月期 リース取引の認識に関する会計処理の改訂
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６．セグメント情報

(1) セグメント収益及び業績

　当社グループは、すし事業の単一セグメントのみとなるため、事業分野ごとの収益、損益及びその他項目

の記載を省略しております。

 

(2) 製品及びサービス別に関する情報

　当社グループは単一の製品及びサービスを販売しているため、製品及びサービス別の売上収益の記載を省

略しております。

 

(3) 地域別に関する情報

　外部顧客からの国内売上収益が連結損益計算書の売上収益の大部分を占めるため、地域別の売上収益の記

載を省略しております。

　また、日本国内の非流動資産の帳簿価額は、連結財政状態計算書の非流動資産の大部分を占めるため、地

域別の非流動資産の記載を省略しております。

 

(4) 主要な顧客に関する情報

　当社グループの売上収益の10％以上を占める単一の外部顧客は存在しないため、記載を省略しておりま

す。

 

７．企業結合

当連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

CEI US Holdings Corporation（現Sushiro U.S. Holdings Inc.）の取得

(1) 企業結合の概要

　当社は2016年４月21日（以下「企業結合日」という。）に、親会社であるConsumer Equity Investments

Limitedから、米国において寿司関連の和食レストランを展開するCEI US Holdings Corporation（以下

「CEI US社」という。）の全株式（議決権比率100％）を取得いたしました。当該企業結合は共通支配下の

企業結合に該当するため、帳簿価額に基づき会計処理しております。

 

(2) 企業結合の対価

　当社はCEI US社の全株式を現金4.5百万USドル（492百万円）で取得しております。

 

(3) CEI US社の資産及び負債

　企業結合日におけるCEI US社の資産及び負債の帳簿価額は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 金額

流動資産  

　現金及び現金同等物 137

　その他 17

非流動資産  

　有形固定資産 170

　その他 112

資産合計 437

流動負債  

　営業債務及びその他の債務 △75

　その他 △16

非流動負債 △54

負債合計 △145

為替換算差額 △15

資産及び負債合計（純額） 276

企業結合の対価（(2)参照） 492

差額（注） 215

　（注）当該差額は、連結財政状態計算書において資本剰余金から直接控除しております。
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(4) 取得関連費用

　取得関連費用は６百万円であり、連結損益計算書の「その他の費用」に含めております。

 

(5) グループ業績への企業結合による影響

　当連結会計年度の連結損益計算書に含まれる企業結合日以降のCEI US社の売上収益及び当期純損失は、そ

れぞれ167百万円、△670百万円であります。

　当該企業結合が当期首（2015年10月１日）に行われたと仮定した場合の当社グループの売上収益及び当期

利益は、それぞれ147,901百万円、2,901百万円であります（非監査情報）。なお、CEI US社が運営しており

ました全店舗（２店舗）の閉鎖及び当該店舗の運営会社の解散については、2016年９月30日時点で決定して

おります。閉鎖等に係る損失については、注記「27．その他の費用」を参照ください。

 

８．現金及び現金同等物

　現金及び現金同等物の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

銀行預金及び手許現金 9,215 3,394 8,149

合計 9,215 3,394 8,149

 

９．営業債権及びその他の債権

　営業債権及びその他の債権の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

売掛金 64 526 761

未収入金 48 635 148

合計 113 1,161 909

流動 113 1,161 909

非流動 － － －

合計 113 1,161 909

 

10．棚卸資産

　棚卸資産の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

食材 630 794 950

貯蔵品 88 114 148

合計 718 908 1,098

　（注）１．棚卸資産の取得原価のうち、当連結会計年度において費用として認識され、売上原価に含まれている金額は

前連結会計年度が66,484百万円、当連結会計年度が72,008百万円であり、評価減を実施した棚卸資産はあり

ません。

２．前連結会計年度及び当連結会計年度の連結損益計算書に計上された、過年度の棚卸資産評価減の戻入はあり

ません。
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11．有形固定資産

有形固定資産の取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額の増減は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

取得原価 建物 構築物 機械装置 車両運搬具
工具器具
備品

建設仮勘定 合計

2014年10月１日残高 12,767 2,924 1,789 18 5,748 147 23,393

取得 28 － 251 9 1,342 4,593 6,224

売却又は処分 △132 － △170 △1 △211 － △515

外貨換算差額 △11 － － － △4 － △15

振替 2,219 409 106 － 1,221 △4,551 △596

2015年９月30日残高 14,870 3,333 1,976 26 8,096 189 28,491

企業結合による取得 72 － 26 － 12 60 170

取得 61 － 239 4 1,159 4,044 5,508

売却又は処分 △117 △1 △241 0 △549 － △907

外貨換算差額 △41 － △3 － △13 △4 △61

振替 1,964 394 131 － 868 △3,975 △617

2016年９月30日残高 16,809 3,727 2,128 30 9,574 314 32,583

 

（単位：百万円）

減価償却累計額及び減損損
失累計額

建物 構築物 機械装置 車両運搬具
工具器具
備品

建設仮勘定 合計

2014年10月１日残高 3,063 1,057 798 7 2,512 － 7,437

減価償却費 1,214 297 397 4 1,251 － 3,163

減損損失 275 5 6 － 84 － 369

減損損失の戻入 △42 △2 △5 － △5 － △54

売却又は処分 △50 － △156 △1 △180 － △387

外貨換算差額 △14 － － － △5 － △20

2015年９月30日残高 4,446 1,357 1,040 9 3,657 － 10,509

減価償却費 1,263 310 340 6 1,456 － 3,374

減損損失 409 24 33 － 62 － 527

減損損失の戻入 △130 △16 △6 － △8 － △159

売却又は処分 △115 △1 △236 0 △534 － △887

外貨換算差額 △32 － △1 － △10 － △43

2016年９月30日残高 5,840 1,673 1,171 15 4,623 － 13,322

 

（単位：百万円）

帳簿価額 建物 構築物 機械装置 車両運搬具
工具器具
備品

建設仮勘定 合計

2014年10月１日残高 9,704 1,867 991 12 3,236 147 15,956

2015年９月30日残高 10,424 1,977 936 17 4,439 189 17,982

2016年９月30日残高 10,969 2,053 958 15 4,952 314 19,262

　（注）１．建物、機械装置、車両運搬具及び工具器具備品の帳簿価額には、ファイナンス・リースによるものが移行日

においてそれぞれ18百万円、434百万円、10百万円及び1,216百万円、前連結会計年度においてそれぞれ18百

万円、466百万円、16百万円及び1,973百万円、当連結会計年度においてそれぞれ11百万円、504百万円、15

百万円及び2,402百万円含まれております。
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２．取得にはファイナンス・リースによる増加が、前連結会計年度において1,605百万円、当連結会計年度にお

いて1,367百万円含まれております。

３．前連結会計年度及び当連結会計年度において、有形固定資産の取得原価に含まれる借入コストは存在してお

りません。

４．有形固定資産の減損及び減損損失の戻入は注記「14．資産の減損」に開示しております。

 

12．のれん

のれんの取得原価及び減損損失累計額の増減は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

取得原価   

期首残高 30,371 30,371

企業結合 － －

期末残高 30,371 30,371

減損損失累計額   

期首残高 － －

減損損失 － －

期末残高 － －

帳簿価額   

期首残高 30,371 30,371

期末残高 30,371 30,371

　（注）のれんの減損は注記「14．資産の減損」に開示しております。
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13．無形資産

無形資産の取得原価、償却累計額及び減損損失累計額の増減は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

取得原価 ブランド ソフトウェア その他 合計

2014年10月１日残高 53,596 543 389 54,527

取得 － 414 314 728

売却又は処分 － － － －

外貨換算差額 － △1 － △1

その他 － － △454 △454

2015年９月30日残高 53,596 956 249 54,800

取得 － 196 418 614

売却又は処分 － － － －

外貨換算差額 － △3 － △3

その他 － － △234 △234

2016年９月30日残高 53,596 1,149 433 55,177

 

（単位：百万円）

償却累計額及び減損損失累計額 ブランド ソフトウェア その他 合計

2014年10月１日残高 － 176 23 200

償却費 － 153 11 164

減損損失 － － 0 0

外貨換算差額 － △1 － △1

2015年９月30日残高 － 329 34 363

償却費 － 205 12 217

減損損失 － 42 1 43

減損損失の戻入 － － △1 △1

外貨換算差額 － △2 － △2

2016年９月30日残高 － 574 46 620

 

（単位：百万円）

帳簿価額 ブランド ソフトウェア その他 合計

2014年10月１日残高 53,596 366 365 54,328

2015年９月30日残高 53,596 627 214 54,437

2016年９月30日残高 53,596 575 387 54,558

　（注）１．耐用年数を確定できる無形資産は、その耐用年数にわたり定額法で償却されます。無形資産の償却費は、連

結損益計算書の販売費及び一般管理費に計上しております。

２．ブランドは耐用年数が確定できないため、償却の対象にはなりません。当該ブランドはCEILジャパン株式会

社が前株式会社あきんどスシローに対して行った企業結合により認識されたもので、事業が継続する限り存

続すると予測されるため、ブランドの耐用年数を確定できないと判断しております。無形資産の減損は注記

「14．資産の減損」に開示しております。
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14．資産の減損

(1) 事業資産の減損

　当社グループが、業績が悪化している店舗について連結損益計算書に計上している減損損失は以下のとお

りであります。

（単位：百万円）

 前連結会計年度
（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

建物 275 409

構築物 5 24

機械装置 6 33

工具器具備品 84 62

その他 0 43

合計 370 570

　（注）１．すべての減損損失は事業資産から生じたものであり、連結損益計算書のその他の費用に含まれます。

２．各店舗を資金生成単位として、事業資産の減損テストを実施しております。今後使用する予定のない遊休資

産は、独立した資金生成単位として減損テストを実施しております。

３．これら資産の回収可能価額（前連結会計年度177百万円、当連結会計年度291百万円）は、前連結会計年度に

おいては8.0％、当連結会計年度においては7.0％の割引率を用いた使用価値に基づいております。

４．減損損失を認識した店舗は、前連結会計年度17店舗、当連結会計年度13店舗（閉鎖されたSushiro U.S.

Holdings Inc.の２店舗を含む）であります。

 

(2) 事業資産の減損の戻入

　業績が改善している店舗について、当社グループが連結損益計算書に計上している減損損失の戻入は以下

のとおりであります。

（単位：百万円）

 前連結会計年度
（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

建物 42 130

構築物 2 16

機械装置 5 6

工具器具備品 5 8

その他 － 1

合計 54 161

　（注）１．減損損失の戻入はすべて、連結損益計算書のその他の収益に含まれます。

２．各店舗を資金生成単位として、減損損失の戻入の検討を実施しております。遊休資産は、独立した資金生成

単位として減損損失の戻入の検討を実施しております。

３．これら資産の回収可能価額（前連結会計年度193百万円、当連結会計年度887百万円）は、前連結会計年度に

おいては8.0％、当連結会計年度においては7.0％の割引率を用いた使用価値に基づいております。

４．減損損失の戻入を認識した店舗は、前連結会計年度２店舗、当連結会計年度６店舗であります。
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(3) 企業結合により取得した資産の減損

　当社グループで認識されているのれん及び耐用年数を確定できないブランドは、CEILジャパン株式会社が

前株式会社あきんどスシローに対して行った企業結合により認識されたものであり、当該のれん及び耐用年

数を確定できないブランドは注記「１．報告企業」に記載のとおり、CEILジャパン株式会社と前株式会社あ

きんどスシローの合併により、合併後会社に引き継がれております。当社グループには事業セグメントが１

つしかなく、取得により生じるシナジー効果及びブランドの効果は当該セグメントとしての資金生成単位グ

ループ全体から生じるため、当該のれん及び耐用年数を確定できないブランドは、減損テストの実施にあた

り、当該資金生成単位グループ全体に配分されております。

　当該資金生成単位の回収可能価額は、使用価値に基づいて算定しております。使用価値は、過去のデータ

を反映し経営者が承認した翌連結会計年度の事業計画を基礎とし、その後の長期成長率を0％と仮定して計

算した将来キャッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引いて算定しております。割引計算に際しては、

加重平均資本コストに基づく税引前の割引率を使用しており、移行日においては9.4％、前連結会計年度に

おいては8.0％、当連結会計年度においては7.0％としております。

　移行日において回収可能価額は、のれん及び耐用年数を確定できないブランドが含まれる資金生成単位グ

ループの資産の帳簿価額を27,243百万円上回っていますが、税引前割引率が2.8％上昇した場合、又は、各

期の将来の見積キャッシュ・フローが25.2％減少した場合、回収可能価額と帳簿価額が等しくなります。

　前連結会計年度末において回収可能価額は、のれん及び耐用年数を確定できないブランドが含まれる資金

生成単位グループの資産の帳簿価額を19,744百万円上回っていますが、税引前割引率が1.7％上昇した場

合、又は、各期の将来の見積キャッシュ・フローが19.2％減少した場合、回収可能価額と帳簿価額が等しく

なります。

　当連結会計年度末において回収可能価額は、のれん及び耐用年数を確定できないブランドが含まれる資金

生成単位グループの資産の帳簿価額を64,048百万円上回っていますが、税引前割引率が4.7％上昇した場

合、又は、各期の将来の見積キャッシュ・フローが42.8％減少した場合、回収可能価額と帳簿価額が等しく

なります。

 

15．法人所得税

　連結損益計算書に計上されている法人所得税は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

当期法人所得税 △1,870 △2,256

繰延法人所得税 429 728

合計 △1,441 △1,528

 

　その他の包括利益に直接計上されている法人所得税は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値に

係る純変動の有効部分（損失）
47 －

合計 47 －
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　法定実効税率と平均実際負担税率の調整は以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

 ％ ％

法定実効税率 36.6 34.8

永久に損金（益金）に算入されない項目 0.7 1.8

税率変更の影響 △7.7 △8.6

未認識の繰延税金資産 3.5 11.2

税額控除 △5.7 △7.0

その他 0.1 0.3

平均実際負担税率 27.6 32.6

 

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が2015年３月31日に国会で成立し、2015年４月１日以後に開始する連結会計年度から

法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。また、前連結会計年度における減資等により資本金が１

億円以下となり、中小企業者等の法人税率の特例を適用しております。

　これらに伴い、移行日の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は35.6％でしたが、

前連結会計年度の法定実効税率は36.6％、前連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債に使用した法定実

効税率は34.8％に変更しております。この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除

した金額）が402百万円減少し、法人所得税費用が402百万円減少しております。

 

　また、「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税等の一部を改正する等の

法律」（平成28年法律第13号）が2016年３月29日に国会で成立し、2016年４月１日以後に開始する連結会計年

度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

　これらに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債に使用する法定実効税率は従来の34.8％から、2016年10月１

日に開始する事業年度及び2017年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については

34.3％に、2018年10月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については34.1％となりま

す。この税率変更により、繰延税金負債（繰延税金資産を控除した金額）が404百万円減少し、法人所得税費

用が404百万円減少しております。

 

　連結財政状態計算書上の繰延税金資産及び繰延税金負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

繰延税金資産 1,185 1,055 1,324

繰延税金負債 20,254 19,742 19,273

繰延税金負債純額 19,069 18,687 17,950

 

EDINET提出書類

株式会社スシローグローバルホールディングス(E33000)

有価証券届出書（新規公開時）

120/210



　当社グループの繰延税金資産及び繰延税金負債の増減は以下のとおりであります。

　前連結会計年度（自　2014年10月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

 2014年10月１日 純損益を通じて認識
その他の包括利益に
おいて認識

2015年９月30日

繰延税金資産     

有形固定資産 210 8 － 217

資産除去債務 195 9 － 204

未払事業税 167 △105 － 61

賞与引当金 286 △30 － 256

繰越欠損金 － 43 － 43

その他 328 △7 △47 273

合計 1,185 △83 △47 1,055

繰延税金負債     

ブランド 19,080 △407 － 18,673

有形固定資産 1,173 △103 － 1,069

その他 1 △1 － 0

合計 20,254 △512 － 19,742

　繰延税金資産を認識した税務上の繰越欠損金の残高がありますが、その発生原因は継続的に発生するもので

はない一時的なものであり、取締役会において承認された事業計画を基礎とした将来課税所得の予測額に基づ

き、税務便益が実現する可能性が高いものと判断しております。

 

　当連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

 2015年10月１日 純損益を通じて認識
その他の包括利益に
おいて認識

2016年９月30日

繰延税金資産     

有形固定資産 217 8 － 226

資産除去債務 204 9 － 213

未払事業税 61 120 － 181

賞与引当金 256 102 － 359

繰越欠損金 43 △43 － －

その他 273 73 － 346

合計 1,055 269 － 1,324

繰延税金負債     

ブランド 18,673 △402 － 18,271

有形固定資産 1,069 △70 － 999

その他 0 3 － 3

合計 19,742 △469 － 19,273
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　繰延税金資産を認識していない一時差異は、当連結会計年度末において2,598百万円（移行日：1,826百万

円、前連結会計年度末：2,111百万円）であります。当社グループは、当連結会計年度より日本国内において

連結納税制度を適用しておりますが、当該一時差異には同制度の適用外である地方税（住民税及び事業税）に

係る繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異を含めておりません。地方税にかかる将来減算一時差異

の金額は、当連結会計年度末において431百万円であります。

 

　繰延税金資産を認識していない税務上の繰越欠損金は、当連結会計年度末において2,405百万円（移行日：

781百万円、前連結会計年度末：978百万円）であり、主に海外子会社で発生したものであります。また、その

失効予定は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

５年以内 － － 33

６年目 － 36 204

７年目 37 224 226

８年目 231 248 227

９年目 256 249 202

10年目以降 257 221 1,513

合計 781 978 2,405

 

　上記には連結納税制度の適用外である地方税（住民税及び事業税）にかかる繰延税金資産を認識していない

繰越欠損金を含めておりません。地方税にかかる繰越欠損金の金額は、当連結会計年度末において1,874百万

円であります。なお、地方税にかかる繰越欠損金の期限切れは９年であります。

 

16．営業債務及びその他の債務

　営業債務及びその他の債務の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

買掛金 5,538 5,999 10,953

未払金 4,117 4,617 5,896

合計 9,654 10,616 16,849

流動 9,654 10,616 16,849

非流動 － － －

合計 9,654 10,616 16,849
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17．借入金

　当社グループの借入金の満期（割引前）は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

１年以内 3,400 4,168 4,503

１年超２年以内 4,000 4,168 4,168

２年超３年以内 4,500 4,168 4,168

３年超４年以内 26,230 4,168 4,168

４年超５年以内 － 4,168 36,741

５年超６年以内 － 12,076 －

合計 38,130 32,916 53,748

 

　借入金の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 金利 満期
移行日

（2014年10月１日）

ファシリティA実行分 ３ヶ月TIBOR＋1.5％ 2018年３月31日 14,728

ファシリティB実行分 ３ヶ月TIBOR＋2.0％ 2018年３月31日 23,164

合計 － － 37,892

流動 － － 3,400

非流動 － － 34,492

合計 － － 37,892

 

　当社グループは、2013年３月29日に、従前の借入に対してファシリティ契約を通じて借換えを行っておりま

す。

　当該ファシリティ契約の借入枠及び返済期限は以下のとおりであります。

①借入枠

ファシリティA借入枠　200億円

ファシリティB借入枠　250億円

Capexファシリティ借入枠　100億円

リボルビングファシリティ借入枠　25億円

②返済期限

ファシリティA：2013年６月30日より３ヶ月ごとに返済（最終返済日2018年３月31日）

ファシリティB：最終返済日（2018年３月31日）に一括返済

Capexファシリティ：返済日（2013年12月31日及びそれ以後の各一年後の日）に借入可能期間の初日から

直前の会計年度末日までの期間のローン実行累積額の10％について毎年返済。

リボルビングファシリティ：利息期間（２週間、１ヶ月、２ヶ月、３ヶ月のいずれかを選択）の最終日に

返済。

ただし、一定の条件を満たせば、当該元本はさらにロールオーバーが可能。
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③主な借入人の義務

イ．借入人の決算書類、予算書等を提出する義務

ロ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく企業結合、会社分割、合併、連結又

は会社再編を行わないこと

ハ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく第三者のために担保提供を行わない

こと

ニ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく資産の売却、賃貸、移転その他の処

分を行わないこと

ホ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく金融債務に関して債権者となっては

ならないこと

ヘ．財務制限条項を遵守すること

財務制限条項の内容は以下のとおりであります。各指標は日本基準に基づき計算されます。なお、当

社グループは移行日において当該財務制限条項を遵守しております。

・キャッシュ・フロー・カバー比率（（直近12ヶ月のキャッシュ・フロー＋資本的支出の70％)/（未

払利息＋返済期日到来済借入金））が、移行日において1.05/1.0以上であること。

・Debt Cover比率（関連対象期間末日の連結純負債／関連対象期間のEBITDA）が、移行日において

4.80を超えないこと。

・日本グループの2014年９月期における連結純利益がマイナスとならないこと。

・日本グループの資本的支出が、2014年９月期において5,635百万円を超えないこと。

ト．配当制限条項を遵守すること

 

　移行日における未使用の借入枠は、12,500百万円であります。

 

（単位：百万円）

 金利 満期
前連結会計年度
（2015年９月30日）

ファシリティA実行分 ３ヶ月TIBOR＋1.5％ 2021年３月31日 22,490

ファシリティB実行分 ３ヶ月TIBOR＋2.0％ 2021年３月31日 9,816

合計 － － 32,306

流動 － － 4,037

非流動 － － 28,269

合計 － － 32,306

 

　当社グループは、2015年３月31日に、従前の借入に対してファシリティ契約を通じて借換えを行っておりま

す。当該借換えに伴い、従前のファシリティ契約に関連する前払費用の未償却部分238百万円は、従前の借入

の認識を中止したことにより、新規ファシリティ契約の実行時に一括費用認識しております。

　当該ファシリティ契約の借入枠及び返済期限は以下のとおりであります。

①借入枠

ファシリティA借入枠　250億円

ファシリティB借入枠　350億円

M&A Capexファシリティ借入枠　175億円

リボルビングファシリティ借入枠　50億円

②返済期限

ファシリティA：2015年６月30日より３ヶ月ごとに返済（最終返済日2021年３月31日）

ファシリティB：最終返済日（2021年３月31日）に一括返済

M&A Capexファシリティ：返済日（2015年12月31日及びそれ以後の各一年後の日）に借入可能期間の初日

から直前の会計年度末日までの期間のローン実行累積額の10％について毎年返

済。

リボルビングファシリティ：利息期間（２週間、１ヶ月、２ヶ月、３ヶ月のいずれかを選択）の最終日に

返済。ただし、一定の条件を満たせば、当該元本はさらにロールオーバーが

可能。
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③主な借入人の義務

イ．借入人の決算書類、予算書等を提出する義務

ロ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく企業結合、会社分割、合併、連結又

は会社再編を行わないこと

ハ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく第三者のために担保提供を行わない

こと

ニ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく資産の売却、賃貸、移転その他の処

分を行わないこと

ホ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく金融債務に関して債権者となっては

ならないこと

ヘ．財務制限条項を遵守すること

財務制限条項の内容は以下のとおりであります。各指標は日本基準に基づき計算されます。なお、当

社グループは前連結会計年度末において当該財務制限条項を遵守しております。

・2015年９月30日に終了する関連対象期間のDebt Cover比率（関連対象期間末日の連結純負債／関連

対象期間のEBITDA）が、5.80を超えないこと。

・日本グループの連結純利益が、2016年９月30日に終了する会計年度からマイナスとならないこと。

・日本グループの資本的支出が、2015年９月30日に終了する会計年度において6,970百万円、2016年9

月30日に終了する会計年度において7,380百万円をそれぞれ超えないこと。

・連結純資産が4,000百万円を下回らないこと。

ト．配当制限条項を遵守すること

 

　前連結会計年度末における未使用の借入枠は、47,500百万円であります。

 

（単位：百万円）

 金利 満期
当連結会計年度
（2016年９月30日）

ファシリティA実行分 ３ヶ月TIBOR＋0.2％ 2021年３月31日 18,562

ファシリティB実行分 ３ヶ月TIBOR＋0.25％ 2021年３月31日 34,654

合計 － － 53,216

流動 － － 4,355

非流動 － － 48,861

合計 － － 53,216

 

　当社グループは、2016年９月30日に、従前の借入に対してファシリティ契約を通じて借換えを行っておりま

す。当該借換えに伴い、従前のファシリティ契約に関連する前払費用の未償却部分1,178百万円は、従前の借

入の認識を中止したことにより、新規ファシリティ契約の実行時に一括費用認識しております。

　当該ファシリティ契約の借入枠及び返済期限は以下のとおりであります。

①借入枠

ファシリティA借入枠　187億48百万円

ファシリティB借入枠　350億円

リボルビングファシリティ借入枠　50億円

②返済期限

ファシリティA：2016年12月30日より３ヶ月ごとに返済（最終返済日2021年３月31日）

ファシリティB：最終返済日（2021年３月31日）に一括返済

リボルビングファシリティ：利息期間（２週間、１ヶ月、２ヶ月、３ヶ月のいずれかを選択）の最終日に

返済。ただし、一定の条件を満たせば、当該元本はさらにロールオーバーが

可能。
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③主な借入人の義務

イ．借入人の決算書類、予算書等を提出する義務

ロ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく企業結合、会社分割、合併、連結又

は会社再編を行わないこと

ハ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく第三者のために担保提供を行わない

こと

ニ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく資産の売却、賃貸、移転その他の処

分を行わないこと

ホ．本契約において許容される場合を除き、書面による事前承諾なく金融債務に関して債権者となっては

ならないこと

ヘ．財務制限条項を遵守すること

財務制限条項の内容は以下のとおりであります。各指標は日本基準に基づき計算されます。なお、当

社グループは当連結会計年度末において当該財務制限条項を遵守しております。

・Debt Cover比率（関連対象期間末日の連結純負債／関連対象期間のEBITDA）が、以下の表の割合を

超えないこと。

関連対象期間 割合

2016年12月31日に終了する関連対象期間 5.10:1

2017年３月31日に終了する関連対象期間 5.10:1

2017年６月30日に終了する関連対象期間 5.00:1

2017年９月30日に終了する関連対象期間 4.60:1

2017年12月31日に終了する関連対象期間 4.60:1

2018年３月31日に終了する関連対象期間 4.50:1

2018年６月30日に終了する関連対象期間 4.40:1

2018年９月30日に終了する関連対象期間 4.00:1

2018年12月31日に終了する関連対象期間 4.00:1

2019年３月31日に終了する関連対象期間 3.90:1

2019年６月30日に終了する関連対象期間 3.80:1

2019年９月30日に終了する関連対象期間 3.50:1

2019年12月31日に終了する関連対象期間 3.40:1

2020年３月31日に終了する関連対象期間 3.30:1

2020年６月30日に終了する関連対象期間 3.20:1

2020年９月30日に終了する関連対象期間 2.80:1

2020年12月31日に終了する関連対象期間 2.70:1

・日本グループの連結純利益が２期連続してマイナスとならないこと。

・日本グループの資本的支出が2017年９月30日に終了する会計年度において、6,220百万円を超えな

いこと。

・連結純資産が4,000百万円を下回らないこと。

ト．配当制限条項を遵守すること

 

ただし、東京証券取引所へ当社の上場が承認されたことを当社から通知することにより、上記イのうち予

算書等を提出する義務、ロ、ニ、ホ、へのDebt Cover比率、資本的支出及びトの配当制限条項は撤廃さ

れ、への連結純利益及び連結純資産はIFRSに基づき計算されることとなっております。

 

　当連結会計年度末における未使用の借入枠は、5,000百万円であります。
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18．担保資産

　担保に供している資産の帳簿価額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

現金及び現金同等物 8,343 2,533 7,106

棚卸資産 593 712 －

関係会社短期貸付金（注） － 4,168 4,168

有形固定資産 2,584 1,577 1,466

関係会社株式（注） － 36,241 33,891

関係会社長期貸付金（注） － 28,748 24,580

敷金及び保証金 11 11 －

合計 11,530 73,990 71,210

 

（注）上記の関係会社短期貸付金、関係会社株式及び関係会社長期貸付金は連結財務諸表上、相殺消去してお

ります。なお、このうち関係会社株式の担保権については、株式会社東京証券取引所への上場予備申請

時にすべて解除されております。

 

　担保付債務は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

借入金（１年以内返済予定） 3,400 4,037 4,355

借入金（長期） 34,492 28,269 48,861

合計 37,892 32,306 53,216

 

19．ファイナンス・リース

　当社グループは、注記「11．有形固定資産」に開示されている特定の有形固定資産についてファイナンス・

リース契約を締結しております。これらのリースは、更新権はあるものの、購入選択権やエスカレーション条

項はありません。

　ファイナンス・リース契約に基づく将来の最低支払リース料総額の合計及びそれらの現在価値は以下のとお

りであります。

（単位：百万円）

 最低支払リース料総額 最低支払リース料総額の現在価値

 
移行日

（2014年10月１日）

前連結会計年度

（2015年９月30日）

当連結会計年度

（2016年９月30日）

移行日

（2014年10月１日）

前連結会計年度

（2015年９月30日）

当連結会計年度

（2016年９月30日）

１年以内 661 858 998 641 825 928

１年超５年以内 1,139 1,920 2,357 1,115 1,868 2,291

５年超 － － － － － －

合計 1,800 2,778 3,355 1,756 2,693 3,219

将来財務費用 △44 △84 △136 － － －

リース債務の

現在価値
1,756 2,693 3,219 1,756 2,693 3,219
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20．その他の金融資産及び金融負債

　その他の金融資産及び金融負債の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

その他の金融資産    

貸付金及び債権    

預け金 197 206 226

その他 3 76 76

合計 200 282 302

流動 200 209 229

非流動 － 73 73

合計 200 282 302

 

（単位：百万円）
 

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

その他の金融負債    

償却原価で測定される金融負債    

リース債務 1,756 2,693 3,219

預り金 254 730 355

その他 136 291 360

公正価値で測定される金融負債    

デリバティブ負債 132 93 111

合計 2,279 3,807 4,045

流動 895 1,555 1,334

非流動 1,384 2,252 2,712

合計 2,279 3,807 4,045

 

　預り保証金の満期は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

１年以内 8 8 12

１年超２年以内 8 12 7

２年超３年以内 12 6 19

３年超４年以内 6 19 6

４年超５年以内 19 6 6

５年超 43 37 30

合計 96 88 81
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21．引当金

　引当金の内訳及び増減は以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　2014年10月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

 資産除去債務 その他 合計

2014年10月１日 1,328 851 2,179

期中増加額 135 752 888

割引計算の期間利息費用 14 － 14

期中減少額（目的使用） △7 △818 △825

期中減少額（戻入） － △1 △1

その他 － 0 0

2015年９月30日 1,471 785 2,256

流動 381 737 1,117

非流動 1,090 49 1,139

合計 1,471 785 2,256

 

当連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

 資産除去債務 その他 合計

2015年10月１日 1,471 785 2,256

期中増加額 135 1,137 1,272

割引計算の期間利息費用 15 － 15

期中減少額（目的使用） △7 △732 △739

期中減少額（戻入） △7 △1 △7

その他 － △0 △0

2016年９月30日 1,607 1,189 2,797

流動 451 1,149 1,600

非流動 1,156 41 1,197

合計 1,607 1,189 2,797

 

　資産除去債務は、店舗等の不動産賃貸借契約終了時における賃借物件の造作や設備の解体費に関連するもの

です。債務額は、賃借物件の造作や設備の耐用年数を考慮に入れて決定した使用見込期間（主に10～20年）と

いった要素に基づいて見積計上しております。債務の計算に用いられる割引率は、耐用年数に応じた国債の利

回りです（主に0.026％～2.057％）。

　その他には賞与引当金等が含まれております。
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22．その他の資産及び負債

　その他の資産及び負債の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

その他の資産    

前払費用 1,125 2,067 1,246

その他 14 16 9

合計 1,138 2,083 1,256

流動 647 716 750

非流動 491 1,368 505

合計 1,138 2,083 1,256

　（注）前払費用は、主として敷金及び保証金の償却原価と支払額の差額であります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

その他の負債    

前受金 199 167 136

未払費用 138 166 187

未払消費税等 1,188 1,069 1,196

その他 184 212 283

合計 1,708 1,614 1,802

流動 1,557 1,495 1,718

非流動 152 119 84

合計 1,708 1,614 1,802
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23．資本金及び剰余金

(1) 授権株式数及び発行済株式数

授権株式及び発行済株式は、以下のとおりであります。

（単位：株）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

授権株式数（無額面普通株式） － 5,000,000,000,000 5,000,000,000,000

発行済株式数（無額面普通株式） － 41,200,762,837 41,200,762,837

自己株式 － － 25,000,000,000

 

 株数（株） 資本金（百万円） 資本剰余金（百万円）

全額払込済みの発行済み普通株式：    

2014年10月１日現在 － － －

株式移転による増加 41,200,762,837 300 42,118

減資 － △200 200

2015年９月30日現在 41,200,762,837 100 42,318

企業結合による変動 － － △215

2016年９月30日現在 41,200,762,837 100 42,103

　（注）１．当社は2015年３月31日に株式会社あきんどスシローの株式移転により持株会社として設立されたため、比較

年度の期首における発行済み普通株式は存在していないことから、それらの残高を「－」としております。

２．2016年12月15日開催の定時株主総会において、定款一部変更に係る議案が承認可決されております。

これにより、効力発生日（2017年１月19日）をもって、発行可能株式数は4,999,891,000,000株減少し、

109,000,000株となっております。

３．当社は2015年12月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、株主から25,000,000,000株の自己株式を取得い

たしました。当該自己株式の１株当たりの取得金額は、財務及び資本管理戦略の一環として、上記株式移転

で用いられた価格とほぼ同額の１円となっております。

４．当社は2016年12月15日を効力発生日として、自己株式の消却を行っており、同年12月22日付で普通株式590

株を１株に株式併合しております。これにより、発行済株式総数は41,173,303,917株減少し、27,458,920株

となっております。

 

(2) 資本構造

当社グループの資本構造は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

負債合計 74,728 69,848 97,498

現金及び現金同等物 9,215 3,394 8,149

純負債 65,513 66,454 89,349

資本合計 42,579 46,624 24,858

 

　当社グループは、現在及び将来の事業活動のために適切な水準の資産、負債及び資本を維持することに加え

て、事業活動における資本効率の最適化を図り、財務体質を向上させるという方針のもと、資本を管理してお

ります。経営幹部は、当社グループの資本管理において、親会社所有者帰属持分比率を一定の指標として評価

しており、移行日、前連結会計年度及び当連結会計年度における当該比率はそれぞれ36.3％、39.9％及び

20.0％となっております。
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(3) 剰余金

①資本剰余金

　日本における会社法（以下「会社法」という。）では、株式の発行に対して払込み又は給付に係る額の２

分の１以上を資本金に組み入れ、残りは資本剰余金に含まれている資本準備金に組み入れることが規定され

ております。

　資本剰余金の増減には、共通支配下の企業結合による影響が含まれております（注記「７．企業結合」を

参照）。

②利益剰余金

　会社法では、剰余金の配当として支出する金額の10分の１を、資本剰余金に含まれている資本準備金及び

利益剰余金に含まれている利益準備金の合計額が資本金の４分の１に達するまで資本準備金又は利益準備金

として積み立てることが規定されております。また、株主総会の決議をもって、利益準備金を取り崩すこと

ができるとされております。利益剰余金は未処分の留保利益から構成されております。

 

24．その他の資本の構成要素

（単位：百万円）

 
在外営業活動体
の換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッジ
の公正価値に
係る純変動の
有効部分

新株予約権
その他
（注）

合計

2014年10月１日 △55 △85 78 41,101 41,038

在外営業活動体の換算差額 39 － － － 39

キャッシュ・フロー・ヘッジの

公正価値に係る純変動の有効部分
     

連結損益計算書への組替調整額 － 132 － － 132

キャッシュ・フロー・ヘッジに

係る税効果（注記15）
－ △47 － － △47

株式に基づく報酬取引 － － 127 － 127

株式移転による振替 － － － △41,101 △41,101

2015年９月30日 △16 － 205 － 189

在外営業活動体の換算差額 64 － － － 64

キャッシュ・フロー・ヘッジの

公正価値に係る純変動の有効部分
     

当期発生額 － △60 － － △60

連結損益計算書への組替調整額 － 60 － － 60

キャッシュ・フロー・ヘッジに

係る税効果（注記15）
－ － － － －

株式に基づく報酬取引 － － 212 － 212

2016年９月30日 48 － 416 － 465

　（注）注記「３．重要な会計方針(1) 連結の基礎」に記載のとおり、比較年度の期首において当社は設立されておら

ず、資本金及び資本剰余金が存在しないため、株式会社あきんどスシローの資本金及び資本剰余金をその他の資

本の構成要素へ振り替えております。

 

その他の資本の構成要素の内容及び目的は以下のとおりであります。

在外営業活動体の換算差額

　外貨建で作成された在外子会社の財務諸表を連結する際に発生した換算差額であります。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値に係る純変動の有効部分

　キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブ取引の公正価値に係る変

動額のうち有効な部分であります。

 

新株予約権

　ストック・オプション制度に係る株式に基づく報酬取引であります（注記「32．株式に基づく報酬」を参

照）。
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25．販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

従業員給付費用 38,229 41,822

地代家賃 6,307 6,882

減価償却費及び償却費 3,323 3,591

水道光熱費 3,718 3,582

その他 10,742 11,224

合計 62,319 67,102

 

26．その他の収益

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

減損損失の戻入 54 161

その他 38 34

合計 92 195

 

27．その他の費用

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

上場関連費用（注）１ － 253

リストラ関連費用（注）２ － 231

減損損失（注）３ 370 570

その他 205 225

合計 574 1,279

　（注）１．主な内訳としましては、上場に係る弁護士費用、その他の専門家報酬等が含まれております。

２．当連結会計年度に認識されたリストラ関連費用は、Sushiro U.S. Holdings Inc.の店舗の閉鎖に係るもので

あります。当該費用は、詳細な計画が存在し、影響を受ける従業員にその計画を通知したうえで認識してお

ります。当該費用は、リース契約の解約違約金や従業員への解雇給付の支払い見込額など、費用に関する固

有のデータに基づき金額を測定しております。

３．当連結会計年度の減損損失には、Sushiro U.S. Holdings Inc.の店舗（２店舗）の閉鎖に係るものが232百

万円含まれております。
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28．従業員給付費用

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

賃金及び給与 34,939 37,577

従業員賞与 1,267 1,737

法定福利費 1,926 2,279

その他 97 292

合計 38,229 41,885

　（注）従業員給付費用は販売費及び一般管理費並びにその他の費用に計上されております。韓国子会社の確定拠出制度

における退職給付費用は前連結会計年度が16百万円、当連結会計年度が16百万円含まれております。

 

　上の表に含まれる、主な経営幹部の報酬は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

役員報酬 127 267

役員賞与引当金繰入額 34 90

その他 12 99

合計 172 457

　（注）主な経営幹部の報酬は、直接又は間接的に当社グループの活動を計画、統制及び指揮する責務を負う主要役員の

報酬から構成されております。
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29．金融収益及び金融費用

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

金融収益   

受取利息   

現金及び現金同等物 2 1

敷金及び保証金 58 62

従業員貸付 － 1

その他 43 12

合計 104 76

金融費用   

支払利息   

償却原価で測定される金融負債 964 1,386

割引計算の期間利息費用（引当金） 14 15

借換えに伴う債務の消滅に係る費用

（注）
238 1,178

コミットメントフィー 151 136

為替差損 42 97

デリバティブ評価損 93 18

その他 263 63

合計 1,766 2,893

　（注）借換えに伴う債務の消滅に係る費用の概要は、注記「17．借入金」に記載しております。
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30．１株当たり利益

 

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

親会社の普通株主に帰属する当期利益（百万円） 3,826 3,184

基本的１株当たり当期利益の計算に使用する普通株

主に係る当期利益（百万円）
3,826 3,184

希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する普通

株主に係る当期利益（百万円）
3,826 3,184

基本的期中平均普通株式数（株） 69,831,801 35,331,477

希薄化後１株当たり当期利益の計算に用いられた普

通株式増加数（株）
633,942 1,748,247

希薄化後の期中平均普通株式数（株） 70,465,743 37,079,724

基本的１株当たり当期利益（円） 54.79 90.11

希薄化後１株当たり当期利益（円） 54.29 85.86

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり当

期利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類（普通株式

804千株）。

新株予約権３種類（普通株式

200千株）。

　（注）当社は、2016年12月22日付で普通株式590株を１株にする株式併合を実施しております。前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定して、基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益を算定して

おります。

 

31.非資金取引

　主な非資金取引の内容は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

ファイナンス・リース取引による資産の取得 1,605 1,367
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32．株式に基づく報酬

　当社グループは、持分決済型株式報酬制度を設けており、取締役及び従業員に対し、当社グループの持分金

融商品（オプション）を付与しております。オプションの付与日における公正価値はブラック・ショールズ・

モデルを用いて算定しております。付与されたオプションの公正価値は、付与日から権利確定期間にわたり費

用及び資本の増加として認識しております。連結損益計算書の販売費及び一般管理費に含まれている株式報酬

費用計上額は、前連結会計年度が59百万円、当連結会計年度が235百万円であります。

第１回から第５回までのストック・オプションは、株式会社あきんどスシローが発行したものであります。

行使又は消却されていないストック・オプションに係る義務は、株式会社あきんどスシローの単独株式移転に

より当社を設立した日（2015年３月31日）に、株式会社あきんどスシローから当社に承継されております。

　なお当社は、2016年12月22日付で普通株式590株を１株にする株式併合を実施しておりますが、本注記にお

いては当該株式併合の影響を反映させておりません。

 

　ストック・オプション制度の概要は以下のとおりであります。

 
新株予約権の数
（個）

新株予約権の
目的となる株式数

（株）
付与日 行使期限

１株当たり
行使価格
（円）

権利行使条件

第１回 1,482,394,946 582,581,213 2012年12月28日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第２回 286,915,151 112,757,654 2013年２月18日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第３回 76,510,706 30,068,707 2014年３月31日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第４回 153,021,412 60,137,414 2014年３月31日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第５回 109,027,700 42,847,886 2014年４月30日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第６回 191,276,767 75,171,769 2015年３月31日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第７回 474,239,183 186,375,998 2015年３月31日 2019年12月27日 5.921 （注）１、２

第８回 209,639,266 82,388,231 2015年３月31日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第９回 200,000,000 78,600,000 2016年６月20日 2019年12月27日 5.921 （注）１、２

第10回 228,001,826 89,604,717 2016年６月20日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

第11回 50,000,000 19,650,000 2016年９月29日 2019年12月27日 5.921 （注）１、２

第12回 50,000,000 19,650,000 2016年９月29日 2021年９月30日 5.921 （注）１、２

第13回 184,773,282 72,615,899 2016年９月29日 2019年12月27日 3.378 （注）１、２

　（注）１．本新株予約権の割当てを受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、以下のいずれかに該当する場合

に限り、本新株予約権を行使できます。

①上場した揚合

②当社所有のあきんどスシロー株式について、購入予定者が発行済み普通株式の50％以上を保有することにな

る所有権の譲渡（又は資産の大部分の売却）に関する拘束力のある契約（条件付きか、そうではないかを問

わない）が締結され、かつ、Consumer Equity Investments Limited（以下「CEIL」という。）が本新株予

約権者に対して本新株予約権の行使の意思を確認するための通知を行った場合

③CEILが所有する当社普通株式について、購入予定者が発行済み普通株式の50％以上を保有することになる所

有権の譲渡、又はCEILの支配権の変更に関する拘束力のある契約（条件付きか、そうでないかを問わない）

が締結されるか、又はCEILがその企業集団の組織再編のために必要であると判断した場合に、CEIL又は本件

売却における売却当事者が、CEIL及び本新株予約権者の間で締結する新株予約権割当契約に従い、本新株予

約権者に対してその保有する本新株予約権のすべてを行使することを書面により通知した場合

２．本新株予約権者は、退職、死亡、破産、懲戒解雇、職務上の義務違反などが生じた場合には、原則として本

新株予約権を行使することができません。
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　株式報酬制度における発行済みのストック・オプション数の推移及びその加重平均行使価格は以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

当連結会計年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

 
１株当たり

加重平均行使価格
（円）

ストック・オプションの数
（株）

１株当たり
加重平均行使価格

（円）

ストック・オプションの数
（株）

期首残高 2 2,117,051,195 2 2,983,025,131

付与 3 875,155,216 4 280,120,616

条件変更 － － － △1,810,696,259

失効 2 △9,181,280 － －

期末残高 2 2,983,025,131 4 1,452,449,488

 

　期末現在の行使可能残高は、前連結会計年度及び当連結会計年度ともゼロであります。

　未行使のストック・オプションの加重平均残存契約年数は、前連結会計年度において4.25年、当連結会計年

度において3.27年であります。当該ストック・オプションの最大期間は、前連結会計年度において4.25年、当

連結会計年度において５年であります。

　前連結会計年度においてストック・オプションの取消及び条件の変更はありません。当連結会計年度におい

ては、新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額を変更しております。当該変更に

よる公正価値の増分はありません。

 

　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　前連結会計年度及び当連結会計年度に付与されたオプションの公正価値は、ブラック・ショールズ・モデル

を用いて評価しており、評価に用いられた主な基礎データは以下のとおりであります。

 
第６回・第７回・

第８回
第９回・第10回・

第13回
第11回・第12回

付与日における株価（円）（注）１ 2.37 4.66 4.37

権利行使価格（円） 2～3 3.378～5.921 5.921

予想ボラティリティ（注）２ 14.5～19.6％ 32.8～52.6％ 24.5～50.5％

オプションの予想残存年数 4.75年 3.25～3.50年 3.25～5.00年

予想配当 － － －

無リスク利子率 0.01～0.10％ △0.30～△0.21％ △0.22～△0.17％

　（注）１．ストック・オプションの対象株式は付与日時点で非上場株式であるため、対象会社の事業計画に基づく割引

キャッシュ・フロー法により評価額を算定しております。

２．当社と類似の上場企業の実績ボラティリティをもとに見積っております。

３．測定日時点の加重平均公正価値は、前連結会計年度に付与された第６回から第８回については132百万円、

当連結会計年度に付与された第９回から第13回については235百万円であります。
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33．金融商品

(1) デリバティブ取引

　(a) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　当社グループは、特定の資産及び負債の金利変動リスクをヘッジするため、金利スワップ契約をキャッ

シュ・フロー・ヘッジとして指定しております。当該ヘッジに関して非有効部分はありません。

（単位：百万円）

 

移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

資産 負債 資産 負債 資産 負債

金利スワップ       

キャッシュ・フロー・ヘッジ － 132 － － － 60

流動 － － － － － －

非流動 － 132 － － － 60

合計 － 132 － － － 60

 

　金利スワップの公正価値は、期末日における観察可能なデータに基づく見積将来キャッシュ・フローの現

在価値で計算しております。

　移行日及び当連結会計年度末現在において、存在する金利スワップ契約の名目元本はそれぞれ23,940百万

円及び25,300百万円であります。移行日及び当連結会計年度末現在の金利スワップの固定金利は、それぞれ

0.453％～0.460％、0.015％～0.036％であり、主な変動金利はTIBORであります。

　キャッシュ・フローが発生すると見込まれる期間は、ヘッジ対象である借入金と整合しております。

　なお、当連結会計年度末において存在する金利スワップ契約は、2016年９月30日に借換えしたファシリ

ティ契約に伴う借入に対して、キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されております。

 

　(b) ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（単位：百万円）

 

移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

資産 負債 資産 負債 資産 負債

金利スワップ － － － 93 － 51

流動 － － － － － 51

非流動 － － － 93 － －

合計 － － － 93 － 51

 

　前連結会計年度末現在及び当連結会計年度末現在において、存在する金利スワップ契約の名目元本はそれ

ぞれ18,250百万円及び16,250百万円であります。前連結会計年度末現在及び当連結会計年度末現在の金利ス

ワップの固定金利は0.453％～0.460％であり、主な変動金利はTIBORであります。

　キャッシュ・フローが発生すると見込まれる期間は、前連結会計年度末については２年以内、当連結会計

年度末については１年以内となっております。
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(2) 財務上のリスク管理

　当社グループは、為替リスク、信用リスク、流動性リスク、金利リスクといったあらゆる財務リスクにさ

らされております。当社グループは、特定の方針に基づきこれらのリスクをヘッジしております。

　当社グループは、実需に基づく特定の取引から生じるリスクを軽減する目的においてのみ、デリバティブ

取引を使用しております。

 

(a) 為替リスク

　当社グループは海外でも事業を展開しており、主に韓国ウォンを初めとする外貨のエクスポージャーか

ら発生する為替リスクにさらされております。為替リスクは、将来の商取引及び計上されている資産や負

債から発生します。日本円が韓国ウォンに対して10％の円高になった場合に連結損益計算書の税引前利益

は、前連結会計年度が116百万円減少し、当連結会計年度が105百万円減少しております。

 

(b) 信用リスク

　敷金及び保証金は、テナントのリース契約における敷金及び保証金であり、当該物件の所有者の信用リ

スクにさらされています。当社グループの開発部は、第三者の信用格付システムに基づいた所有者の信用

調査を行って信用リスクを評価し、負債状況の悪化にできるだけ早く気付けるように、相手方の財政状態

を定期的にモニタリングすることにより、信用リスクの軽減に努めております。敷金及び保証金の簿価

は、これら金融資産の信用リスクに対する最大エクスポージャーを示しております。当連結会計年度末現

在、期日経過又は減損している金融資産はありません。

　敷金及び保証金以外の金融資産は、重要な信用リスクにさらされておりません。

 

(c) 流動性リスク

　堅実な流動性リスク管理方針により、十分な現金及び現金同等物を確保し、借入限度枠の設定により必

要な資金を確保しております。事業環境の変化に対応するため、当社グループは、未使用の借入限度枠を

十分に確保することにより、柔軟な資金調達を可能とするよう努めております。

 

(d) 金利リスク

　当社グループの金利リスクは、主に長期借入金から生じます。変動金利の借入金により、当社グループ

は将来キャッシュ・フローの変動リスクにさらされております。その他の条件がすべて同じである場合、

金利が0.1％増加すると、税引前利益が前連結会計年度において15百万円、当連結会計年度において28百

万円減少することになります。

　当社グループは、変動から固定への金利スワップを用いることによりキャッシュ・フローの金利リスク

を管理する方針であります。こうした金利スワップは、借入金を実質的に変動金利から固定金利に転換す

る効果があります。金利スワップ取引において、当社グループは、想定元本に基づき算定された固定金利

と変動金利との差額について、特定の期日に受け渡しする契約を相手先との間で締結する方針でありま

す。
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(3) 金融商品の公正価値

　金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、帳簿価額と公正価値が近似している金

融商品については、注記を省略しております。

（単位：百万円）

 

移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産：       

敷金及び保証金 5,268 5,353 5,853 5,987 6,453 6,732

償却原価で測定される金融負債：       

リース債務 1,756 1,741 2,693 2,642 3,219 3,337

公正価値で測定される金融負債：       

デリバティブ負債 132 132 93 93 111 111

 

金融資産及び金融負債の公正価値は以下のように算定しております。

(a) 敷金及び保証金

　敷金及び保証金の相手方となる物件の所有者の信用リスクが現時点で極めて低いと判断しているため、

これらの公正価値は、リース期間にわたる将来キャッシュ・フローを、国債利回りといった適切な指標で

割り引いた現在価値に基づいて計算しており、レベル３に該当します。

 

(b) リース債務

　リース債務の公正価値は、元利金の合計額を同様のリース取引を新たに行った場合に想定される金利で

割引いた場合の現在価値により算定しており、レベル３に該当します。

 

(c) デリバティブ

　金利スワップ契約の公正価値は、保有する金融商品と同様の利率を用いた将来キャッシュ・フローの現

在価値を基礎として計算しており、レベル２に該当します。
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34．公正価値測定

公正価値ヒエラルキー

　公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのう

ち、最も低いレベルに基づいて決定しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の公表価格

レベル２：資産又は負債に関する直接又は間接的に観察可能なレベル１に含まれる公表価格以外のインプッ

ト

レベル３：資産又は負債に関する観測可能でないインプット

移行日（2014年10月１日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

敷金及び保証金 － － 5,353 5,353

合計 － － 5,353 5,353

負債：     

リース債務 － － 1,741 1,741

デリバティブ負債     

ヘッジ手段として指定された金利スワッ

プ
－ 132 － 132

合計 － 132 1,741 1,873

 

前連結会計年度（2015年９月30日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

敷金及び保証金 － － 5,987 5,987

合計 － － 5,987 5,987

負債：     

リース債務 － － 2,642 2,642

デリバティブ負債     

ヘッジ会計が適用されていない金利ス

ワップ
－ 93 － 93

合計 － 93 2,642 2,735
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当連結会計年度（2016年９月30日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

敷金及び保証金 － － 6,732 6,732

合計 － － 6,732 6,732

負債：     

リース債務 － － 3,337 3,337

デリバティブ負債     

ヘッジ会計が適用されていない金利ス

ワップ
－ 51 － 51

ヘッジ手段として指定された金利スワッ

プ
－ 60 － 60

合計 － 111 3,337 3,448

　（注）１．経常的に連結財務諸表に計上される資産及び負債について、当社グループは、各報告期間末に分類を再評価

することで、ヒエラルキーのレベル間での振替が生じていないかを判断しております。

２．前連結会計年度末及び当連結会計年度末に終了する報告期間中に、公正価値測定レベル１とレベル２間の振

替及びレベル３から、又はレベル３への振替はありません。

 

35．偶発債務

　該当事項はありません。

 

36．コミットメント

(1）設備投資契約

　期末日現在契約は済んでいるもののまだ発生していない資本的支出は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

有形固定資産 1,413 2,343 1,627

 

(2）オペレーティング・リース契約

　解約不能オペレーティング・リースにおける今後の最低支払リース料総額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 移行日
（2014年10月１日）

前連結会計年度
（2015年９月30日）

当連結会計年度
（2016年９月30日）

１年以内 233 260 225

１年超５年以内 860 818 668

５年超 564 407 251

合計 1,657 1,485 1,144

　（注）１．連結損益計算書に計上されたリース料支払額は、前連結会計年度が382百万円（最低支払リース料総額：343

百万円、変動リース料：39百万円）、当連結会計年度は355百万円（最低支払リース料総額：318百万円、変

動リース料：38百万円）であります。

２．当社の本社に関するリース契約は、当社がリース期間満了の12ヶ月以上前に貸手に契約終了を通知しない限

り、２年ごとに自動更新されます。
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37．関連当事者取引

　重要な関係会社については、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」を参照してください。

 

(1）親会社

当社と親会社との間の取引及び債権債務残高は以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　2014年10月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

名称
親会社が所有する

議決権割合
当社との関係及び取引 取引金額 債権債務残高

Consumer Equity Investments Limited
（所有）

直接 98.6％

コンサルティング契約（注）１ 142 64

当社の銀行借入に対する担保（注）２ 32,916 －

 

当連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

名称
親会社が所有する

議決権割合
当社との関係及び取引 取引金額 債権債務残高

Consumer Equity Investments Limited
（所有）

直接 98.5％

コンサルティング契約（注）１ 118 30

当社の銀行借入に対する担保（注）２ 53,748 －

自己株式の取得（注）３ 24,643 －

関係会社株式の取得（注）４ 492 －

 

　（注）１．契約内容

事業戦略、オペレーション、マーケティング、ファイナンス等に係るアドバイザリーサービスの提供

報酬

年間100万ユーロを４分割で３月末日、６月末日、９月末日、12月末日に支払うことになっております。

なお、当コンサルティング契約は2016年12月31日をもってその契約を終了しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針：

親会社はアイルランドに所在する法人であり、当社が締結した金銭消費貸借契約上の債務の担保として、保

有する当社の株式のすべてを金融機関の担保に供しておりましたが、株式会社東京証券取引所への上場予備

申請時に、当該株式の担保権はすべて解除されております。

３．自己株式の取得については、2015年12月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、取引条件を決定してお

り、その結果、当社は親会社より自己株式を24,642,604千株取得しております（注記「23．資本金及び剰余

金」を参照）。

４．関係会社株式の取得については、第三者算定機関により算定した価額を参考に協議のうえ、決定しておりま

す。

５．当社の最終的な支配当事者は、ペルミラ・ファンドが出資をするSardilux S.a.r.l.であり、ルクセンブル

クに所在しております。
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(2）役員

当社グループと役員との間の取引及び債権債務残高は以下のとおりであります。

前連結会計年度（自　2014年10月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）

氏名
議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者との関係 当社グループとの関係及び取引 取引金額 債権債務残高

水留浩一 － 当社代表取締役

新株予約権の付与（注）１ 73 －

資金貸付（注）２ 73 73

古瀬洋一郎
（被所有）

直接 0.15％
当社取締役

当社の銀行借入に対する担保提供

（注）３
32,916 －

豊﨑賢一
（被所有）

直接 0.61％
当社取締役

当社の銀行借入に対する担保提供

（注）３
32,916 －

 

当連結会計年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）

氏名
議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者との関係 当社グループとの関係及び取引 取引金額 債権債務残高

水留浩一
（被所有）

直接 0.11％
当社代表取締役 資金貸付（注）２ － 73

古瀬洋一郎
（被所有）

直接 0.15％
当社取締役 自己株式の取得（注）４ 36 －

豊﨑賢一
（被所有）

直接 0.61％
当社取締役 自己株式の取得（注）４ 153 －

ジョン・ダーキン
（被所有）

直接 0.05％
当社取締役 自己株式の取得（注）４ 12 －

 

　（注）１．新株予約権の付与日における公正価値は、ブラック・ショールズ・モデルを用いて算定しております。

２．株式会社あきんどスシローの取締役会（2015年３月31日開催）において承認されております。また、利率は

国税庁が定めた2015年の特例基準割合による利率に基づいております。

３．当社が締結した金銭消費貸借契約上の債務（当社の借入金総額）の担保として、保有する当社の株式のすべ

てを金融機関の担保に供しておりましたが、株式会社東京証券取引所への上場予備申請時に、当該株式の担

保権はすべて解除されております。

４．自己株式の取得については、2015年12月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、取引条件を決定しており

ます（注記「23．資本金及び剰余金」を参照）。

５．経営幹部に対する報酬は注記「28．従業員給付費用」に開示しております。
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38．後発事象

（重要な資産の担保解除）

当社が保有する株式会社あきんどスシロー株式及び株式会社スシロークリエイティブダイニング株式につい

ては借入金の担保として供されていましたが、借入契約（注記「17．借入金」参照）に基づき、2016年11月に

株式会社東京証券取引所に上場予備申請を行ったことにより、これらの株式の担保権は解除されております。

なお、親会社が保有する当社株式の担保権についても、同様に解除されております。

 

（自己株式の消却）

当社は、2016年12月15日の取締役会決議で、会社法第178条の規定に基づき自己株式を消却することとし、

同日付で自己株式の消却を実施いたしました。

 

(1）消却する株式の種類　当社普通株式

(2）消却する株式数

消却前の発行済株式総数 41,200,762,837株

消却する株式数 25,000,000,000株

消却後の発行済株式総数 16,200,762,837株

(3）消却実施日　　　　　2016年12月15日

 

（株式併合及び単元株制度の導入）

当社は、2016年12月１日開催の取締役会において、2016年12月15日開催の定時株主総会に、株式併合に係る

議案を付議することを決議いたしました。併せて、2016年12月15日開催の定時株主総会決議により、定款の一

部を変更し、単元株制度を導入するとともに、株式併合を行うことといたしました。

 

(1）株式併合及び単元株制度導入の目的

全国証券取引所は、投資家をはじめとする市場利用者の利便性の向上等を目的に、国内上場会社の普通株

式の売買単位を100株に統一する「売買単位の集約に向けた行動計画」を推進しています。当該趣旨を踏ま

え、当社の単元株式数を100株とするとともに、当社株式を590株から１株にする併合を行うことといたしま

した。

(2）株式併合の概要

①株式併合する株式の種類と割合

2016年12月22日付で普通株式590株を１株に併合いたしました。

②株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数 16,200,762,837株

株式併合により減少する株式の数 16,173,303,917株

株式併合後の発行済株式総数 27,458,920株

（注）「株式併合後の発行済株式総数」には、株式併合により発生した１株未満の端数が含まれておりま

す。

(3）単元株制度の導入

普通株式の単元株式数を100株といたしました。

(4）効力発生日

単元株制度の効力発生日 2016年12月16日

株式併合の効力発生日 2016年12月22日

(5）１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、注記「30．１株当たり利益」に反映されております。
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（新株予約権の買取合意）

当社は、2017年１月19日開催の取締役会において、当社、当社株主であるCEIL及びストック・オプション制

度に基づき発行した当社新株予約権の保有者との間で、CEIL又は当社による新株予約権の取得等に関する合意

を行うことを決議しており、当該新株予約権買取合意を2017年２月１日付で行っております。

 

(1）新株予約権の買取の目的

株式の希薄化の抑制、及び、新株予約権者において行使時の払込金額の支払いを伴わずに新株予約権を行

使の上で株式を売却した場合と実質的に同様の経済的効果を得させること等を目的としております。

 

(2）新株予約権の買取合意の概要

①当社経営陣等が保有する新株予約権

当社経営陣等（注）が保有する第１回新株予約権から第８回新株予約権のうち、一定の個数については、

CEILに対して売却しました。

上記に加えて、CEILが当社普通株式の東京証券取引所の上場後に当社普通株式を売却する場合、当社経営

陣等は、第１回新株予約権から第11回新株予約権及び第13回新株予約権のうち、一定の個数について、保有

する新株予約権をCEILに対して売却することを求めることができます。

さらに、当社経営陣等が保有する新株予約権のうち、第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新

株予約権については、CEILが当社の2019年９月期の決算公表後においても当社の株式又は新株予約権を保有

している場合、当社経営陣等は、保有する第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新株予約権を、

当社に対して売却することを請求することができ、当社は、取締役会が承認した範囲内で当該新株予約権を

取得することができます。

 

（注）当社経営陣等とは、新株予約権者のうち、当社取締役、当社執行役員、株式会社あきんどスシロー

取締役及び執行役員、当社元取締役、株式会社あきんどスシロー元取締役並びに株式会社あきんど

スシロー元執行役員をいいます。

 

②当社従業員等が保有する新株予約権

当社経営陣等に該当しない第５回新株予約権及び第８回新株予約権の保有者については、保有する新株予

約権のすべてを、CEILに対して売却しました。

また、当社経営陣等に該当しない第10回新株予約権及び第13回新株予約権の保有者については、保有する

第10回新株予約権及び第13回新株予約権のすべてを、2017年12月１日から2018年１月31日までの間で当社が

指定した日付をもって、当社に対して売却することを合意しております。

本書提出日現在、CEILは、当該新株予約権買取合意に基づき、当社経営陣等及び従業員等から、合計

1,530,787,843個（新株予約権の目的である株式数合計1,019,655株）の新株予約権を取得済みであり、上記

のとおり、CEIL又は当社は、同合意に基づき、新株予約権者の保有する新株予約権を今後取得する可能性が

あります。

 

(3）連結財務諸表に与える影響

CEILによる当該新株予約権の買取に伴う当社グループの連結財務諸表に与える影響はありません。一方、

当社による当該新株予約権の買取に伴い、主に資本合計及び資産合計に影響を与える可能性がありますが、

具体的な影響額については上場後の株価や取得する新株予約権の個数等により決定されるため、現時点では

見積もることができません。なお、当連結会計年度末における新株予約権の残高は416百万円であり、その

一部が減少する見込みであります。
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39．IFRS初度適用

　当連結会計年度の連結財務諸表は、当社グループがIFRSに準拠して初めて作成した連結財務諸表でありま

す。

　日本基準に準拠して作成された直近の連結財務諸表は2015年９月30日に終了する会計年度に関するものであ

り、IFRS移行日は2014年10月１日であります。

　なお、注記「１．報告企業」に記載のとおり、CEILジャパン株式会社は、2013年１月１日に前株式会社あき

んどスシローを消滅会社とする合併を行い、同日付でCEILジャパン株式会社の商号を株式会社あきんどスシ

ローに変更しております。その後、株式会社あきんどスシローは2015年３月31日に株式会社あきんどスシロー

ホールディングスを設立、持株会社体制に移行しております。

　以上より、本注記において日本基準に準拠して作成された財務諸表は以下となっております。

・IFRS移行日：株式会社あきんどスシローの計算書類

株式会社あきんどスシローでは、韓国子会社を含めた連結計算書類を作成していませんでしたが、株

式会社あきんどスシローの売上高及び純資産が連結売上高及び連結純資産の大半となっております。

従って、株式会社あきんどスシローの計算書類がIFRS移行日における「日本基準に準拠して作成された

財務諸表」として適切であると判断しております。

・2015年９月30日に終了する会計年度：株式会社あきんどスシローホールディングスの連結計算書類

なお、株式会社あきんどスシローホールディングスの当該報告期間は2015年３月31日から2015年９月

30日までですが、当連結会計年度は完全子会社となった株式会社あきんどスシローの個別財務諸表を引

き継いで作成しているため、2014年10月１日から2015年９月30日までとなっております。

 

(1）IFRSの遡及適用

　IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」（以下「IFRS第１号」という。）はIFRSの初度適用企業に対

して、原則として遡及的にIFRSを適用することを求めています。ただし、IFRS第１号では一部のIFRSの規定

について任意に適用を免除できる規定を設けています。

　当社グループは2012年７月31日のCEILジャパン株式会社の設立からの取引のすべてにつき、遡及的にIFRS

に準拠して処理しており、IFRS第１号の遡及適用に対する免除規定を選択適用しておりません。なお、前述

のとおり、同社は同年９月に前株式会社あきんどスシロー株式の全株を取得し、翌2013年１月に前株式会社

あきんどスシローを消滅会社とする合併を行っております。

 

(2）調整表

　IFRSの初度適用において開示が求められている調整表は以下のとおりです。なお、調整表の「表示組替」

には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼさない項目を、「認識・測定の差異」には利益剰余金及び包括利

益に影響を及ぼす項目を含めて表示しています。
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　移行日（2014年10月１日）現在の資本に対する調整

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識・測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 9,151  64 9,215 A 現金及び現金同等物

売掛金 35 48 29 113 A 営業債権及びその他の債権

食材 611 85 22 718 A 棚卸資産

貯蔵品 85 △85     

前払費用 697 △697     

繰延税金資産 648 △648     

その他 292 △292     

  197 3 200 A その他の金融資産

  743 △96 647 A その他の流動資産

流動資産合計 11,519 △648 22 10,893  流動資産合計

固定資産      非流動資産

有形固定資産  11,625 4,331 15,956 A,B,F 有形固定資産

建物 7,296 △7,296     

構築物 1,025 △1,025     

機械装置 645 △645     

車両運搬具 10 △10     

工具器具備品 2,502 △2,502     

建設仮勘定 147 △147     

無形固定資産       

のれん 63,307  △32,936 30,371 B のれん

ソフトウェア 350 △350     

施設利用権 94 △94     

その他 271 444 53,613 54,328 A,B 無形資産

投資その他の資産       

関係会社株式 0  △0  A  

関係会社長期貸付金 1,038  △1,038  A  

長期前払費用 465 △465     

繰延税金資産 483 648 △1,131  B  

敷金保証金 5,160 △14 122 5,268 A,C 敷金及び保証金

  465 26 491 A その他の非流動資産

貸倒引当金 △509 14 495  A  

固定資産合計 82,284 648 23,482 106,414  非流動資産合計

資産合計 93,803 － 23,504 117,307  資産合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識・測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

負債及び純資産      負債及び資本

負債の部      負債

流動負債      流動負債

買掛金 5,456 4,033 166 9,654 A 営業債務及びその他の債務

１年以内返済予定長期借入金 3,400   3,400  借入金

未払金 4,022 △4,022     

未払費用 138 △138     

未払法人税等 1,956 △10  1,946  未払法人所得税

未払消費税等 1,176 △1,176     

前受金 46 △46     

預り金 252 △252     

  892 3 895 A その他の金融負債

賞与引当金 798 △798     

役員賞与引当金 6 △6     

リース債務 641 △641     

資産除去債務 338 △338     

  1,141 8 1,149 A 引当金

その他 0 1,360 197 1,557 A,D その他の流動負債

流動負債合計 18,228  373 18,601  流動負債合計

固定負債      非流動負債

長期借入金 34,730  △238 34,492 E 借入金

役員退職慰労引当金 40 △40     

リース債務 1,115 △1,115     

  1,343 41 1,384  その他の金融負債

資産除去債務 990 △990     

  1,030  1,030  引当金

   19,069 19,069 B 繰延税金負債

その他 380 △228  152  その他の非流動負債

固定負債合計 37,256  18,871 56,127  非流動負債合計

負債合計 55,484  19,243 74,728  負債合計

純資産の部      資本

資本金 20,600 △20,600  －  資本金

資本剰余金 20,285 △20,285  －  資本剰余金

利益剰余金 △2,516  4,107 1,592 I 利益剰余金

  40,835 204 41,038 A その他の資本の構成要素

株主資本合計 38,370 △51 4,311 42,630  
親会社の所有者に帰属する

持分合計

   △50 △50 A 非支配持分

評価・換算差額等 △85 85     

新株予約権 35 △35     

純資産合計 38,319  4,260 42,579  資本合計

負債純資産合計 93,803 － 23,504 117,307  負債及び資本合計
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　前連結会計年度（2015年９月30日）現在の資本に対する調整

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識・測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産

流動資産      流動資産

現金及び預金 3,341  53 3,394 A 現金及び現金同等物

売掛金 502 599 60 1,161 A 営業債権及びその他の債権

食材 775 112 21 908 A 棚卸資産

貯蔵品 112 △112     

前払費用 760 △760     

繰延税金資産 574 △574     

関係会社短期貸付金 50  △50  A  

その他 850 △850     

  206 3 209 A その他の金融資産

  805 △90 716 A その他の流動資産

流動資産合計 6,965 △574 △3 6,388  流動資産合計

固定資産      非流動資産

有形固定資産  14,129 3,853 17,982 A,B,F 有形固定資産

建物 8,230 △8,230     

構築物 1,204 △1,204     

機械装置 717 △717     

車両運搬具 16 △16     

工具器具備品 3,773 △3,773     

建設仮勘定 189 △189     

無形固定資産       

のれん 59,790  △29,419 30,371 B のれん

ソフトウェア 618 △618     

施設利用権 94 △94     

その他 119 713 53,605 54,437 A,B 無形資産

投資その他の資産       

関係会社株式 0  △0  A  

関係会社長期貸付金 1,107  △1,107  A  

役員長期貸付金 73 △73     

長期前払費用 408 △408     

繰延税金資産 721 574 △1,295  B  

敷金保証金 5,642 △16 227 5,853 A,C 敷金及び保証金

  73  73  その他の金融資産

  408 960 1,368 A,E その他の非流動資産

貸倒引当金 △894 16 878  A  

固定資産合計 81,807 574 27,703 110,084  非流動資産合計

資産合計 88,772 － 27,700 116,472  資産合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識・測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

負債及び純資産      負債及び資本

負債の部      負債

流動負債      流動負債

買掛金 5,925 4,516 175 10,616 A 営業債務及びその他の債務

１年以内返済予定長期借入金 4,168  △131 4,037 E 借入金

未払金 4,503 △4,503     

未払費用 164 △164     

未払法人税等 575 △13  561  未払法人所得税

未払消費税等 1,069 △1,069     

前受金 48 △48     

預り金 730 △730     

  1,555  1,555 A その他の金融負債

賞与引当金 703 △703     

役員賞与引当金 33 △33     

リース債務 825 △825     

資産除去債務 381 △381     

  1,116 1 1,117 A 引当金

その他 3 1,281 212 1,495 A,D その他の流動負債

流動負債合計 19,125  257 19,382  流動負債合計

固定負債      非流動負債

長期借入金 28,748  △479 28,269 E 借入金

役員退職慰労引当金 49 △49     

リース債務 1,868 △1,868     

  2,050 203 2,252  その他の金融負債

資産除去債務 1,090 △1,090     

  1,139  1,139  引当金

   18,687 18,687 B 繰延税金負債

その他 301 △182  119  その他の非流動負債

固定負債合計 32,056  18,410 50,466  非流動負債合計

負債合計 51,181  18,667 69,848  負債合計

純資産の部      資本

資本金 100   100  資本金

資本剰余金 38,270  4,049 42,318 H 資本剰余金

利益剰余金 △884  4,989 4,105 I 利益剰余金

  105 84 189 A その他の資本の構成要素

株主資本合計 37,486 105 9,121 46,712  
親会社の所有者に帰属する

持分合計

   △88 △88 A 非支配持分

新株予約権 105 △105     

純資産合計 37,591  9,033 46,624  資本合計

負債純資産合計 88,772 － 27,700 116,472  負債及び資本合計
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　前連結会計年度（自　2014年10月１日　至　2015年９月30日）の損益及び包括利益に対する調整

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識・測定
の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 135,038  1,136 136,174 A 売上収益

売上原価 66,034  451 66,484 A 売上原価

売上総利益 69,004  686 69,690  売上総利益

販売費及び一般管理費 64,691 10 △2,382 62,319
A,B,D,

F,G
販売費及び一般管理費

  36 56 92 A その他の収益

  680 △105 574 A その他の費用

営業利益 4,313 △655 3,229 6,888  営業利益

営業外収益 164 △164     

営業外費用 3,288 △3,288     

特別損失 390 △390     

  112 △9 104 A,C 金融収益

  2,996 △1,230 1,766 A,E 金融費用

税金等調整前当期純利益 800 △25 4,450 5,226  税引前利益

法人税、住民税及び事業税 1,895 △235 △218 1,441  法人所得税費用

法人税等調整額 △211 211     

当期純利益 △884  4,668 3,784  当期利益

       

（注）      その他の包括利益

   43 43 A 在外営業活動体の換算差額

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジの公正価値の純変動の有

効部分

85   85  

キャッシュ・フロー・ヘッ

ジの公正価値に係る純変動

の有効部分

当期包括利益 △799 － 4,711 3,913  当期包括利益

　（注）日本基準では損益計算書のみ作成しているため、その他の包括利益の数値は株主資本等変動計算書より引用して

おります。

 

調整に関する主な内容は、以下のとおりであります。

（資本に対する調整における表示組替）

主な表示組替の内容は、以下のとおりであります。

・日本基準の「売掛金」は、流動資産のその他に含まれる未収入金とともに、IFRSでは「営業債権及びその

他の債権」として表示しております。

・日本基準で個別掲記しておりました「食材」及び「貯蔵品」は、IFRSでは「棚卸資産」として一括で表示

しております。

・日本基準の「前払費用」及び「長期前払費用」は、IFRSではそれぞれ「その他の流動資産」及び「その他

の非流動資産」に含めております。

・日本基準の流動資産のその他のうち、預け金はIFRSでは「その他の金融資産」（流動資産）に含めて表示

しており、左記以外は「その他の流動資産」に含めて表示しております。

・日本基準で個別掲記しておりました「建物」「構築物」「機械装置」「車両運搬具」「工具器具備品」及

び「建設仮勘定」は、IFRSでは「有形固定資産」として一括で表示しております。

・日本基準で個別掲記しておりました「買掛金」及び「未払金」は、IFRSでは「営業債務及びその他の債

務」として一括で表示しております。

・日本基準で個別掲記しておりました「未払費用」「未払消費税等」及び「前受金」は、IFRSでは「その他

の流動負債」に含めて表示しております。

・日本基準の流動負債及び固定負債に個別掲記しておりました「リース債務」及び「預り金」は、IFRSでは

「その他の金融負債」（流動負債及び非流動負債）に含めて表示しております。

・日本基準で個別掲記しておりました「賞与引当金」「役員賞与引当金」「役員退職慰労引当金」及び「資

産除去債務」は、IFRSでは「引当金」（流動負債又は非流動負債）として表示しております。

・日本基準のその他のうち、預り保証金及び金利スワップはIFRSでは「その他の金融負債」（非流動負債）

に含めて表示しており、左記以外は「その他の非流動負債」に含めて表示しております。
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・「繰延税金資産」及び「繰延税金負債」はIFRSではすべて非流動資産及び非流動負債として表示しており

ます。

・日本基準における「資本金」及び「資本剰余金」はあきんどスシローの資本金及び資本剰余金の額を表示

しておりましたが、IFRSにおいてはスシローグローバルホールディングスが親会社となることから、移行

日の「資本金」及び「資本剰余金」は「－」として表示しております。なお、株式会社あきんどスシロー

の資本金及び資本剰余金の額は「その他の資本の構成要素」に含めております。

 

（損益及び包括利益に対する調整における表示組替）

主な表示組替の内容は、以下のとおりであります。

・日本基準の「営業外収益」のうち、IFRSでは受取利息及び保険金収入は「金融収益」に、左記以外を「そ

の他の営業収益」としております。

・日本基準の「営業外費用」のうち、IFRSでは支払利息、支払手数料及び為替差損を「金融費用」に、左記

以外を「その他の営業費用」としております。

・日本基準の「特別損失」のうち、IFRSでは減損損失は「その他の営業費用」に、左記以外を「金融費用」

としております。

・日本基準の「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」は、IFRSでは「法人所得税費用」とし

て一括で表示しております。

・日本基準の「法人税、住民税及び事業税」に含めております住民税均等割は、IFRSでは「販売費及び一般

管理費」に含めて表示しております。

 

（認識及び測定の差異）

主な認識及び測定の差異の内容は、以下のとおりであります。

A．連結範囲の変更

　日本基準のもとではSUSHIRO KOREA,INC.を含めた連結財務諸表を作成しておりませんでしたが、IFRSの

もとではSUSHIRO KOREA,INC.を連結範囲に含めたことにより、資産、負債及び資本は以下のとおり変動し

ております。

（単位：百万円）

 
IFRS移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

流動資産 86 58

非流動資産 77 97

流動負債 174 155

資本 △11 △0

 

　また、SUSHIRO KOREA,INC.を連結範囲に含めたことにより、前連結会計年度の純損益は以下のとおり変

動しております。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2014年10月１日
至　2015年９月30日）

売上収益 1,136

営業利益 △4

当期利益 △32
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B．企業結合

　注記「１．報告企業」に記載のとおり、2012年７月に設立したCEILジャパン株式会社は、同年９月にユ

ニゾン・キャピタル・グループ等の保有する前株式会社あきんどスシローの株式の全株を取得しました。

当該企業結合の会計処理について、日本基準ではのれんを認識し、取得時から20年にわたり償却をしてお

りました。日本基準におけるのれんの残高は移行日において63,307百万円、前連結会計年度末において

59,790百万円、前連結会計年度の販売費及び一般管理費に含まれるのれんの償却費は3,517百万円でありま

した。

　当社グループは、当該企業結合についてIFRSを遡及適用しております。その結果、取得日において、識

別可能な資産としてブランドを53,596百万円認識するとともに、それに伴う繰延税金負債を19,080百万円

認識しております。また、公正価値評価した影響等により有形固定資産が移行日で4,258百万円、前連結会

計年度末で3,983百万円（F．減価償却の影響を含む）それぞれ増加しております。これにより、のれんの

残高は30,371百万円となっております。なおIFRSでは、のれんは非償却であり、ブランドは耐用年数が確

定できない無形資産として償却していないことから、のれん及びブランドの金額は取得日における金額と

同額となっております。

 

C．敷金及び保証金の割引

　株式会社あきんどスシローにおいて、日本基準では敷金及び保証金の一部について割引計算を行ってお

りませんでしたが、IFRSではすべての敷金及び保証金について実効金利法に基づく割引計算をしておりま

す。そのためIFRSでは敷金及び保証金が移行日で144百万円、前連結会計年度末で166百万円減少し、前連

結会計年度の金融収益が20百万円増加しております。

 

D．有給休暇に係る債務

　日本基準では会計処理が求められていない未消化の有給休暇に係る債務につき、IFRSでは負債として認

識しております。株式会社あきんどスシローにおいて、移行日で178百万円、前連結会計年度末で204百万

円の有給休暇に係る債務を認識しております。また、前連結会計年度の販売費及び一般管理費が26百万円

増加しております。

 

E．借入金

　シンジケート・ローンのアレンジメント・フィーにつきまして、日本基準では支払時に費用処理してお

りましたが、IFRSでは借入金から直接控除したうえで実効金利法により金融費用を認識しております。こ

れにより、IFRSでは借入金の残高が移行日で238百万円、前連結会計年度末で610百万円減少し、前連結会

計年度は借換えを行ったことにより長期前払費用が858百万円増加し、金融費用が1,229百万円減少してお

ります。

 

F．減価償却

　有形固定資産の減価償却費は、日本基準では定率法に基づき計算していましたが、IFRSでは定額法に基

づき計算しております。また「B.企業結合」に記載のとおり、IFRSでは公正価値評価した影響で有形固定

資産が増加しております。これらを主な理由として、IFRSでは前連結会計年度において減価償却費が36百

万円減少しております。

 

G．広告宣伝費

　広告宣伝に使用する映像製作費につきまして、日本基準では有形固定資産として処理しておりました

が、IFRSでは発生時に全額を販売費及び一般管理費で認識しております。これにより、IFRSの販売費及び

一般管理費に含まれる広告宣伝費（SUSHIRO KOREA,INC.の分を除く）が日本基準と比較して前連結会計年

度で228百万円増加しております。

 

H．資本剰余金

　2015年３月31日に株式会社あきんどスシローの単独株式移転により株式会社あきんどスシローホール

ディングスを設立した時点における、株式会社あきんどスシローの日本基準とIFRSの認識及び測定の差異

から生じる利益剰余金の差額について、利益剰余金から資本剰余金に振替えております。
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I．利益剰余金

　利益剰余金の認識及び測定の差異は以下のとおりとなります。

（単位：百万円）

 
IFRS移行日

（2014年10月１日）
前連結会計年度
（2015年９月30日）

日本基準 △2,516 △884

連結範囲の変更（A．参照） 94 104

企業結合（B．参照） 6,256 9,039

敷金及び保証金の割引（C．参照） △144 △166

未払有給休暇（D．参照） △178 △204

借入金（E．参照） 238 1,337

減価償却（F．参照） △422 36

広告宣伝費（G．参照） △264 △228

資本剰余金（H．参照） － △4,049

その他 △353 22

認識及び測定の差異に係る税効果 △1,120 △902

IFRS 1,592 4,105

 

キャッシュ・フロー計算書に対する重要な調整

　IFRSと日本基準による連結キャッシュ・フロー計算書においては、重要な差異はありません。
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社スシローグローバルホールディングス（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であ

り、その登記されている本社は大阪府に所在しております。当社の2016年12月31日に終了する第１四半期の要

約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）により構成されます。当社

グループは、回転すし店を中心とする外食事業を営んでおります。当社グループは、すし事業に特化して、国

内においては、フランチャイズ店やライセンス店を持たず「スシロー」の名前で直営回転すし店舗を運営する

回転すしチェーンを展開しております。親会社と最終的な支配当事者の詳細については注記「13.関連当事者

取引」を参照してください。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、IAS第34号に準拠して作成しております。当社グループは、

四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第

93条の規定を適用しております。

本要約四半期連結財務諸表は、2017年２月14日に代表取締役社長水留浩一及び取締役ジョン・ダーキンに

より承認されております。

本要約四半期連結財務諸表には年次の連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、前連

結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

(2）測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品等を除き、取得原価を基

礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円で表示されており、百万円未満を

四捨五入して表示しております。

 

３．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。

なお、当第１四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積りと判断

要約四半期連結財務諸表の作成にあたり、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報

告額に影響を及ぼす見積り、判断及び仮定の設定を行っております。

会計上の見積りの結果は、その性質上、実際の結果とは異なる可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを

見直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り、判断及び仮定の設定は、原則として前連結

会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

当社グループは、すし事業の単一セグメントのみとなるため、事業分野ごとの収益、損益及びその他項目の

記載を省略しております。

 

６．有形固定資産

有形固定資産の帳簿価額の増減は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

帳簿価額 建物 構築物 機械装置 車両運搬具
工具器具
備品

建設仮勘定 合計

2016年10月１日残高 10,969 2,053 958 15 4,952 314 19,262

取得 25 － － － 243 1,425 1,692

減価償却費 △323 △79 △65 △1 △376 － △844

減損損失 △1 － － － △1 － △3

売却又は処分 － － △2 － △3 － △5

振替 644 109 88 － 378 △1,442 △223

外貨換算差額 2 － － － 1 － 3

2016年12月31日残高 11,316 2,083 979 14 5,194 297 19,882

　（注）１．建物、機械装置、車両運搬具及び工具器具備品の帳簿価額には、ファイナンス・リースによるものが前連結

会計年度においてそれぞれ11万円、504百万円、15百万円及び2,402百万円、当第１四半期連結累計期間にお

いて9百万円、465百万円、14百万円及び2,452百万円含まれております。

２．取得にはファイナンス・リースによる増加が、当第１四半期連結累計期間において239百万円含まれており

ます。

３．前連結会計年度及び当第１四半期連結累計期間において、有形固定資産の取得原価に含まれる借入コストは

存在しておりません。

４．有形固定資産の減損は注記「７．資産の減損」に開示しております。

 

７．資産の減損

（1）事業資産の減損

当社グループが、業績が悪化している店舗について要約四半期連結損益計算書に計上している減損損失は

以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

建物 － 1

工具器具備品 － 1

合計 － 3

　（注）１．すべての減損損失は事業資産から生じたものであり、要約四半期連結損益計算書のその他の費用に含まれま

す。

２．各店舗を資金生成単位として、事業資産の減損テストを実施しております。今後使用する予定のない遊休資

産は、独立した資金生成単位として減損テストを実施しております。

３．これら資産の回収可能価額は、当第１四半期連結累計期間において11百万円であります。

４．減損損失を認識した店舗は、当第１四半期連結累計期間において２店舗であります。

 

（2）企業結合により取得した資産の減損

当社グループは、のれん及び耐用年数を確定できないブランドについて、毎第４四半期会計期間中又は減損の兆

候があると認められた場合にはその都度、減損テストを行っております。当第１四半期連結累計期間において、

のれん及び耐用年数を確定できないブランドの取得、処分及び減損の兆候はありません。
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８．自己株式

前第１四半期連結累計期間（2015年12月31日）

 株数（株） 株式資本（百万円）

2015年９月30日現在 － －

取得による増加（注）１ 25,000,000,000 △25,028

2015年12月31日現在 25,000,000,000 △25,028

 

当第１四半期連結累計期間（2016年12月31日）

 株数（株） 株式資本（百万円）

2016年９月30日現在 25,000,000,000 △25,028

消却による減少（注）２ △25,000,000,000 25,028

2016年12月31日現在 － －

　（注）１．当社は2015年12月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、株主から25,000,000,000株の自己株式を取得い

たしました。当該自己株式の１株当たりの取得金額は、財務及び資本管理戦略の一環として、2015年３月31

日の株式移転で用いられた価格とほぼ同額の１円となっております。

　（注）２．当社は2016年12月15日開催の取締役会決議により、同日付で自己株式25,000,000,000株の消却を行っており

ます。

 

９．借入金

前第１四半期連結累計期間において、25,000百万円の借入（金利３ヶ月TIBOR＋2.0％、満期2021年３月31

日）を実行しております。

 

10．１株当たり利益

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2015年10月１日
至　2015年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2016年10月１日
至　2016年12月31日）

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円） 1,194 1,467

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する普通

株主に係る四半期利益（百万円）
1,194 1,467

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する普

通株主に係る四半期利益（百万円）
1,194 1,467

基本的期中平均普通株式数（株） 58,778,006 27,458,920

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に用いられた

普通株式増加数（株）
1,989,754 610,193

希薄化後の期中平均普通株式数（株） 60,767,760 28,069,113

基本的１株当たり四半期利益（円） 20.31 53.44

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 19.64 52.28

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり四

半期利益の算定に含めなかった潜在株式の概要
－

新株予約権4種類（普通株式

516千株）。

　（注）当社は、2016年12月22日付で普通株式590株を１株にする株式併合を実施しております。基本的１株当たり四半

期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益につきましては、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと

仮定して、当該株式併合後の発行済株式数により算定しております。
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11．金融商品の公正価値

金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、帳簿価額と公正価値が近似している金融

商品については、注記を省略しております。

（単位：百万円）

 

前連結会計年度
（2016年９月30日）

当第１四半期連結会計期間

（2016年12月31日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産：     

敷金及び保証金 6,453 6,732 6,497 6,731

公正価値で測定される金融資産：     

デリバティブ資産 － － 59 59

償却原価で測定される金融負債：     

リース債務 3,219 3,337 3,221 3,232

公正価値で測定される金融負債：     

デリバティブ負債 111 111 31 31

 

金融資産及び金融負債の公正価値は以下のように算定しております。

(a）敷金及び保証金

敷金及び保証金の相手方となる物件の所有者の信用リスクが現時点で極めて低いと判断しているため、

これらの公正価値は、リース期間にわたる将来キャッシュ・フローを、国債利回りといった適切な指標で

割り引いた現在価値に基づいて計算しており、レベル３に該当します。

(b）リース債務

リース債務の公正価値は、元利金の合計額を同様のリース取引を新たに行った場合に想定される金利で

割引いた場合の現在価値により算定しており、レベル３に該当します。

 

(c）デリバティブ

金利スワップ契約の公正価値は、保有する金融商品と同様の利率を用いた将来キャッシュ・フローの現

在価値を基礎として計算しており、レベル２に該当します。
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12．公正価値測定

公正価値ヒエラルキー

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのう

ち、最も低いレベルに基づいて決定しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の公表価格

レベル２：資産又は負債に関する直接又は間接的に観察可能な、レベル1に含まれる公表価格以外のイン

プット

レベル３：資産又は負債に関する観測可能でないインプット

前連結会計年度（2016年９月30日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

敷金及び保証金 － － 6,732 6,732

合計 － － 6,732 6,732

負債：     

リース債務 － － 3,337 3,337

デリバティブ負債     

ヘッジ会計が適用されていない金利スワップ － 51 － 51

ヘッジ手段として指定された金利スワップ － 60 － 60

合計 － 111 3,337 3,448

 

当第１四半期連結会計期間（2016年12月31日）

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

敷金及び保証金 － － 6,731 6,731

デリバティブ資産     

ヘッジ手段として指定された金利スワップ － 59 － 59

合計 － 59 6,731 6,790

負債：     

リース債務 － － 3,232 3,232

デリバティブ負債     

ヘッジ会計が適用されていない金利スワップ － 31 － 31

合計 － 31 3,232 3,263

　（注）１．経常的に要約四半期連結財務諸表に計上される資産及び負債について、当社グループは、各報告期間末に分

類を再評価することで、ヒエラルキーのレベル間での振替が生じていないかを判断しております。

２．前連結会計年度及び当第１四半期連結累計期間において、公正価値測定レベル１とレベル２間の振替及びレ

ベル３から、又はレベル３への振替はありません。
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13．関連当事者取引

(1）親会社

当社と親会社との間の取引及び債権債務残高は以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間における取引総額及び前連結会計年度末残高

（単位：百万円）

名称
親会社が所有する

議決権割合
当社との関係及び取引 取引金額 債権債務残高

Consumer Equity Investments Limited
（所有）

直接 98.5％

コンサルティング契約（注）１ 31 30

当社の銀行借入に対する担保

（注）２
56,874 －

自己株式の取得（注）３ 24,643 －

 

当第１四半期連結累計期間における取引総額及び当第１四半期連結会計期間末残高

（単位：百万円）

名称
親会社が所有する

議決権割合
当社との関係及び取引 取引金額 債権債務残高

Consumer Equity Investments Limited
（所有）

直接 98.5％
コンサルティング契約（注）１ 26 28

　（注）１．契約内容

事業戦略、オペレーション、マーケティング、ファイナンス等に係るアドバイザリーサービスの提供

報酬

年間100万ユーロを４分割で３月末日、６月末日、９月末日、12月末日に支払うことになっております。

なお、当コンサルティング契約は2016年12月31日をもってその契約を終了しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針：

親会社はアイルランドに所在する法人であり、当社が締結した金銭消費貸借契約上の債務の担保として、保

有する当社の株式のすべてを金融機関の担保に供しておりましたが、株式会社東京証券取引所への上場予備

申請時に、当該株式の担保権はすべて解除されております。

３．自己株式の取得については、2015年12月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、取引条件を決定してお

り、その結果、当社は親会社より自己株式を24,642,604千株取得しております。

４．当社の最終的な支配当事者は、ペルミラ・ファンドが出資をするSardilux S.a.r.l.であり、ルクセンブル

クに所在しております。
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(2）役員

当社グループと役員との間の取引及び債権債務残高は以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間における取引総額及び前連結会計年度末残高

（単位：百万円）

氏名
議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者との関係 当社グループとの関係及び取引 取引金額 債権債務残高

水留浩一
（被所有）

直接 0.11％
当社代表取締役

当社の銀行借入に対する担保提供

（注）１
56,874 －

資金貸付（注）２ － 73

古瀬洋一郎
（被所有）

直接 0.15％
当社取締役

当社の銀行借入に対する担保提供

（注）１
56,874 －

自己株式の取得（注）３ 36 －

豊﨑賢一
（被所有）

直接 0.61％
当社取締役

当社の銀行借入に対する担保提供

（注）１
56,874 －

自己株式の取得（注）３ 153 －

ジョン・ダーキン
（被所有）

直接 0.05％
当社取締役

当社の銀行借入に対する担保提供

（注）１
56,874 －

自己株式の取得（注）３ 12 －

 

当第１四半期連結累計期間における取引総額及び当第１四半期連結会計期間末残高

氏名
議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者との関係 当社グループとの関係及び取引 取引金額 債権債務残高

水留浩一
（被所有）

直接 0.11％
当社代表取締役 資金貸付（注）２ － 73

　（注）１．当社が締結した金銭消費貸借契約上の債務（当社の借入金総額）の担保として、保有する当社の株式のすべ

てを金融機関の担保に供しておりましたが、株式会社東京証券取引所への上場予備申請時に、当該株式の担

保権はすべて解除されております。

２．株式会社あきんどスシローの取締役会（2015年３月31日開催）において承認されております。また、利率は

国税庁が定めた2015年の特例基準割合による利率に基づいております。

３．自己株式の取得については、2015年12月２日開催の臨時株主総会の決議に基づき、取引条件を決定しており

ます。
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14．後発事象

（新株予約権の買取合意）

当社は、2017年１月19日開催の取締役会において、当社、当社株主であるConsumer Equity Investments

Limited（以下「CEIL」という。）及びストック・オプション制度に基づき発行した当社新株予約権の保有者

との間で、CEIL又は当社による新株予約権の取得等に関する合意を行うことを決議しており、当該新株予約権

買取合意を2017年２月１日付で行っております。

 

(1）新株予約権の買取の目的

株式の希薄化の抑制、及び、新株予約権者において行使時の払込金額の支払いを伴わずに新株予約権を行

使の上で株式を売却した場合と実質的に同様の経済的効果を得させること等を目的としております。

 

(2）新株予約権の買取合意の概要

①当社経営陣等が保有する新株予約権

当社経営陣等（注）が保有する第１回新株予約権から第８回新株予約権のうち、一定の個数については、

CEILに対して売却しました。

上記に加えて、CEILが当社普通株式の東京証券取引所の上場後に当社普通株式を売却する場合、当社経営

陣等は、第１回新株予約権から第11回新株予約権及び第13回新株予約権のうち、一定の個数について、保有

する新株予約権をCEILに対して売却することを求めることができます。

さらに、当社経営陣等が保有する新株予約権のうち、第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新

株予約権については、CEILが当社の2019年９月期の決算公表後においても当社の株式又は新株予約権を保有

している場合、当社経営陣等は、保有する第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新株予約権を、

当社に対して売却することを請求することができ、当社は、取締役会が承認した範囲内で当該新株予約権を

取得することができます。

 

（注）当社経営陣等とは、新株予約権者のうち、当社取締役、当社執行役員、株式会社あきんどスシロー

取締役及び執行役員、当社元取締役、株式会社あきんどスシロー元取締役並びに株式会社あきんど

スシロー元執行役員をいいます。

 

②当社従業員等が保有する新株予約権

当社経営陣等に該当しない第５回新株予約権及び第８回新株予約権の保有者については、保有する新株予

約権のすべてを、CEILに対して売却しました。

また、当社経営陣等に該当しない第10回新株予約権及び第13回新株予約権の保有者については、保有する

第10回新株予約権及び第13回新株予約権のすべてを、2017年12月１日から2018年１月31日までの間で当社が

指定した日付をもって、当社に対して売却することを合意しております。

本書提出日現在、CEILは、当該新株予約権買取合意に基づき、当社経営陣等及び従業員等から、合計

1,530,787,843個（新株予約権の目的である株式数合計1,019,655株）の新株予約権を取得済みであり、上記

のとおり、CEIL又は当社は、同合意に基づき、新株予約権者の保有する新株予約権を今後取得する可能性が

あります。

 

(3）要約四半期連結財務諸表に与える影響

CEILによる当該新株予約権の買取に伴う当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。一方、当社による当該新株予約権の買取に伴い、主に資本合計及び資産合計に影響を与える可能性があ

りますが、具体的な影響額については上場後の株価や取得する新株予約権の個数等により決定されるため、

現時点では見積もることができません。なお、当第１四半期連結会計期間末日における新株予約権の残高は

416百万円であり、その一部が減少する見込みであります。
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（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2015年９月30日）
当事業年度

（2016年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 849 ※１ 642

関係会社短期貸付金 ※１ 4,168 ※１ 4,168

前払費用 － 5

繰延税金資産 － 22

その他 490 1,283

貸倒引当金 － △2

流動資産合計 5,507 6,119

固定資産   

有形固定資産   

建物 － 0

工具、器具及び備品 0 0

有形固定資産合計 0 0

無形固定資産   

ソフトウエア 3 5

無形固定資産合計 3 5

投資その他の資産   

関係会社株式 ※１ 36,241 ※１ 33,891

関係会社長期貸付金 ※１ 28,748 ※１ 24,580

繰延税金資産 － 201

投資その他の資産合計 64,989 58,672

固定資産合計 64,992 58,678

資産合計 70,500 64,797

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 4,168 ※１ 4,503

未払金 54 371

未払費用 56 29

未払法人税等 2 144

預り金 0 20

賞与引当金 6 33

役員賞与引当金 － 60

関係会社事業損失引当金 － 151

その他 － 9

流動負債合計 4,286 5,320

固定負債   

長期借入金 ※１ 28,748 ※１ 49,245

役員退職慰労引当金 1 15

その他 － 60

固定負債合計 28,749 49,320

負債合計 33,035 54,640
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2015年９月30日）
当事業年度

（2016年９月30日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 100 100

資本剰余金   

資本準備金 25 25

その他資本剰余金 38,245 38,245

資本剰余金合計 38,270 38,270

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △1,010 △3,502

利益剰余金合計 △1,010 △3,502

自己株式 － △25,000

株主資本合計 37,360 9,868

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 － －

評価・換算差額等合計 － －

新株予約権 105 289

純資産合計 37,465 10,157

負債純資産合計 70,500 64,797
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前事業年度

（自　2015年３月31日
　　至　2015年９月30日）

 当事業年度
（自　2015年10月１日
　　至　2016年９月30日）

営業収益 ※１ 101 ※１ 506

営業費用   

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 157 ※１,※２ 995

営業損失（△） △57 △489

営業外収益   

受取利息 ※１ 406 ※１ 874

その他 2 8

営業外収益合計 409 883

営業外費用   

支払利息 261 982

支払手数料 979 703

上場関連費用 － 253

その他 120 312

営業外費用合計 1,359 2,250

経常損失（△） △1,008 △1,856

特別損失   

デリバティブ評価損 － 60

関係会社株式評価損 － 1,246

特別損失合計 － 1,306

税引前当期純損失（△） △1,008 △3,162

法人税、住民税及び事業税 2 △447

法人税等調整額 － △223

法人税等合計 2 △670

当期純損失（△） △1,010 △2,492

 

EDINET提出書類

株式会社スシローグローバルホールディングス(E33000)

有価証券届出書（新規公開時）

168/210



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2015年３月31日　至　2015年９月30日）

          （単位：百万円）

 

株主資本
評価
・換算
差額等

新株
予約権

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

繰延
ヘッジ
損益

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益
剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期首残高 300 － 38,070 38,070 － － － 38,370 － 35 38,404

当期変動額            

減資 △200 25 175 200    －   －

当期純損失（△）     △1,010 △1,010  △1,010   △1,010

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

        － 71 71

当期変動額合計 △200 25 175 200 △1,010 △1,010 － △1,010 － 71 △939

当期末残高 100 25 38,245 38,270 △1,010 △1,010 － 37,360 － 105 37,465

 

当事業年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

          （単位：百万円）

 

株主資本
評価
・換算
差額等

新株
予約権

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

繰延
ヘッジ
損益

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益
剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期首残高 100 25 38,245 38,270 △1,010 △1,010 － 37,360 － 105 37,465

当期変動額            

当期純損失（△）     △2,492 △2,492  △2,492   △2,492

自己株式の取得       △25,000 △25,000   △25,000

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

        － 184 184

当期変動額合計 － － － － △2,492 △2,492 △25,000 △27,492 － 184 △27,308

当期末残高 100 25 38,245 38,270 △3,502 △3,502 △25,000 9,868 － 289 10,157
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【注記事項】

（重要な会計方針）

前事業年度（自　2015年３月31日　至　2015年９月30日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法に基づく原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　工具、器具及び備品　８年

 

(2）無形固定資産

定額法によっております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

３．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(2）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、取締役退職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

ただし、資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用としております。
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当事業年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法に基づく原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　15年

　工具、器具及び備品　８年

 

(2）無形固定資産

定額法によっております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、取締役退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。

(5）関係会社事業損失引当金

　関係会社の整理に伴い負担することとなる損失に備えるため、当該損失見込額を計上しておりま

す。

 

４．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

(3）ヘッジ方針

　金利スワップ取引は、変動金利借入金に係る金利変動リスクをヘッジする目的で行っております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続

してキャッシュ・フローの変動が相殺されていることを確認することにより、有効性の評価を行って

おります。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　ただし、資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用としております。

(2）連結納税制度の適用

　当事業年度より、連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

前事業年度（自　2015年３月31日　至　2015年９月30日）

（企業結合に関する会計基準等の早期適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離

等会計基準」という。）等が2014年４月１日以後開始する事業年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、当事業年度からこれらの会計基準等を適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に

変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－

４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しておりま

す。

　なお、この変更に伴う当事業年度の損益及び利益剰余金に与える影響はありません。

 

当事業年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による損益に与える影響はありません。

 

 

（未適用の会計基準等）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

(1）概要

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会

計上の実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際し

て、企業会計基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金

資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関

する指針について、企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの

枠組みを基本的に踏襲した上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直

しを行ったもので、繰延税金資産の回収可能性について、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議

会）を適用する際の指針を定めたものであります。

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し）

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関す

る取扱い

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

 

(2）適用予定日

2016年10月１日以後開始する事業年度の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による財務諸表に与える影響額については、現時

点で評価中であります。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2015年９月30日）
当事業年度

（2016年９月30日）

現金及び預金 849百万円 642百万円

関係会社株式 36,241 33,891

関係会社短期貸付金 4,168 4,168

関係会社長期貸付金 28,748 24,580

計 70,006 63,281

　（注）上記のうち関係会社株式の担保権については、株式会社東京証券取引所への上場予備申請時にすべて解除されて

おります。

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2015年９月30日）
当事業年度

（2016年９月30日）

１年以内返済予定長期借入金 4,168百万円 4,503百万円

長期借入金 28,748 49,245

計 32,916 53,748

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2015年３月31日
至　2015年９月30日）

当事業年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

営業収益 101百万円 506百万円

一般管理費 35 143

受取利息 406 874

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2015年３月31日
至　2015年９月30日）

当事業年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

役員報酬 －百万円 156百万円

給料及び手当 36 141

賞与引当金繰入額 6 33

役員賞与引当金繰入額 － 60

役員退職慰労引当金繰入額 1 15

株式報酬費用 － 187

租税公課 62 55

減価償却費 0 1

支払報酬 30 162

貸倒引当金繰入額 － 2
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（有価証券関係）

前事業年度（2015年９月30日）

　子会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式36,241百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（2016年９月30日）

　子会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式33,891百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

前事業年度（2015年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2015年９月30日）   

繰延税金資産    

長期前払費用 183百万円   

繰越欠損金 43   

その他 14   

繰延税金資産小計 241   

評価性引当金 △241   

繰延税金資産合計 －   

繰延税金資産純額 －   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が2015年３月31日に国会で成立し、2015年４月１日以後に開始する事業年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。また、前事業年度における減資等により資本金が１億円

以下となり、中小企業者等の法人税率の特例を適用しております。

　これらに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債に使用する法定実効税率は従来の36.6％から34.8％に変更

しております。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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当事業年度（2016年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
当事業年度

（2016年９月30日）   

繰延税金資産    

関係会社株式 319百万円   

長期前払費用 141   

その他 127   

繰延税金資産小計 587   

評価性引当金 △362   

繰延税金資産合計 225   

繰延税金負債    

その他 △1   

繰延税金負債合計 △1   

繰延税金資産純額 223   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が2016年３月29日に国会で成立し、2016年４月１日以後に開始する事業年度か

ら法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

　これらに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債に使用する法定実効税率は従来の34.8％から、2016年10月

１日に開始する事業年度及び2017年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については

34.3％に、2018年10月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については34.1％となり

ます。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 

（企業結合等関係）

前事業年度（2015年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（2016年９月30日）

　連結財務諸表注記「７．企業結合」に記載しているため、注記を省略しております。
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　2014年10月１日　至　2015年９月30日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2015年10月１日　至　2016年９月30日）

（重要な資産の担保解除）

当社が保有する株式会社あきんどスシロー株式及び株式会社スシロークリエイティブダイニング株式につい

ては借入金の担保として供されていましたが、借入契約（連結財務諸表注記「17．借入金」参照）に基づき、

2016年11月に株式会社東京証券取引所に上場予備申請を行ったことにより、これらの株式の担保権は解除され

ております。なお、親会社が保有する当社株式の担保権についても、同様に解除されております。

 

（自己株式の消却）

当社は、2016年12月15日の取締役会決議で、会社法第178条の規定に基づき自己株式を消却することとし、

同日付で自己株式の消却を実施いたしました。

 

(1）消却する株式の種類　当社普通株式

(2）消却する株式数

消却前の発行済株式総数 41,200,762,837株

消却する株式数 25,000,000,000株

消却後の発行済株式総数 16,200,762,837株

(3）消却実施日　　　　　2016年12月15日

 

（株式併合及び単元株制度の導入）

当社は、2016年12月１日開催の取締役会において、2016年12月15日開催の定時株主総会に、株式併合に係る

議案を付議することを決議いたしました。併せて、2016年12月15日開催の定時株主総会決議により、定款の一

部を変更し、単元株制度を導入するとともに、株式併合を行うことといたしました。

 

(1）株式併合及び単元株制度導入の目的

全国証券取引所は、投資家をはじめとする市場利用者の利便性の向上等を目的に、国内上場会社の普通株

式の売買単位を100株に統一する「売買単位の集客に向けた行動計画」を推進しています。当該趣旨を踏ま

え、当社の単元株式数を100株とするとともに、当社株式を590株から１株にする併合を行うことといたしま

した。

(2）株式併合の概要

①株式併合する株式の種類と割合

　2016年12月22日付で普通株式590株を１株に併合いたしました。

②株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数 16,200,762,837株

株式併合により減少する株式の数 16,173,303,917株

株式併合後の発行済株式総数 27,458,920株

（注）「株式併合後の発行済株式総数」には、株式併合により発生した１株未満の端数が含まれておりま

す。

(3）単元株制度の導入

　普通株式の単元株式数を100株といたしました。

(4）効力発生日

単元株制度の効力発生日 2016年12月16日

株式併合の効力発生日 2016年12月22日
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(5）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（自　2015年３月31日
至　2015年９月30日）

当事業年度
（自　2015年10月１日
至　2016年９月30日）

１株当たり純資産額（円） 534.99 359.36

１株当たり当期純損失金額（△）（円） △14.46 △70.54

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額（円）
－ －

※　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

 
（新株予約権の買取合意）

当社は、2017年１月19日開催の取締役会において、当社、当社株主であるCEIL及びストック・オプション制

度に基づき発行した当社新株予約権の保有者との間で、CEIL又は当社による新株予約権の取得等に関する合意

を行うことを決議しており、当該新株予約権買取合意を2017年２月１日付けで行っております。

 

(1）新株予約権の買取の目的

株式の希薄化の抑制、及び、新株予約権者において行使時の払込金額の支払いを伴わずに新株予約権を行

使の上で株式を売却した場合と実質的に同様の経済的効果を得させること等を目的としております。

 

(2）新株予約権の買取合意の概要

①当社経営陣等が保有する新株予約権

当社経営陣等（注）が保有する第１回新株予約権から第８回新株予約権のうち、一定の個数については、

CEILに対して売却しました。

上記に加えて、CEILが当社普通株式の東京証券取引所の上場後に当社普通株式を売却する場合、当社経営

陣等は、第１回新株予約権から第11回新株予約権及び第13回新株予約権のうち、一定の個数について、保有

する新株予約権をCEILに対して売却することを求めることができます。

さらに、当社経営陣等が保有する新株予約権のうち、第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新

株予約権については、CEILが当社の2019年９月期の決算公表後においても当社の株式又は新株予約権を保有

している場合、当社経営陣等は、保有する第７回新株予約権、第９回新株予約権及び第11回新株予約権を、

当社に対して売却することを請求することができ、当社は、取締役会が承認した範囲内で当該新株予約権を

取得することができます。

 

（注）当社経営陣等とは、新株予約権者のうち、当社取締役、当社執行役員、株式会社あきんどスシロー

取締役及び執行役員、当社元取締役、株式会社あきんどスシロー元取締役並びに株式会社あきんど

スシロー元執行役員をいいます。

 

②当社従業員等が保有する新株予約権

当社経営陣等に該当しない第５回新株予約権及び第８回新株予約権の保有者については、保有する新株予

約権のすべてを、CEILに対して売却しました。

また、当社経営陣等に該当しない第10回新株予約権及び第13回新株予約権の保有者については、保有する

第10回新株予約権及び第13回新株予約権のすべてを、2017年12月１日から2018年１月31日までの間で当社が

指定した日付をもって、当社に対して売却することを合意しております。

本書提出日現在、CEILは、当該新株予約権買取合意に基づき、当社経営陣等及び従業員等から、合計

1,530,787,843個（新株予約権の目的である株式数合計1,019,655株）の新株予約権を取得済みであり、上記

のとおり、CEIL又は当社は、同合意に基づき、新株予約権者の保有する新株予約権を今後取得する可能性が

あります。

 

(3）財務諸表に与える影響

CEILによる当該新株予約権の買取に伴う当社の財務諸表に与える影響はありません。一方、当社による当

該新株予約権の買取に伴い、主に純資産合計及び資産合計に影響を与える可能性がありますが、具体的な影

響額については上場後の株価や取得する新株予約権の個数等により決定されるため、現時点では見積もるこ

とができません。なお、当事業年度末における新株予約権の残高は289百万円であり、その一部が減少する

見込みであります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 － － － 0 0 0 0

工具、器具及び備品 － － － 0 0 0 0

有形固定資産計 － － － 0 0 0 0

無形固定資産        

ソフトウェア － － － 7 1 1 5

無形固定資産計 － － － 7 1 1 5

　（注）有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及

び「当期減少額」の記載を省略しております。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 － 2 － － 2

賞与引当金 6 33 6 － 33

役員賞与引当金 － 60 － － 60

役員退職慰労引当金 1 15 － － 15

関係会社事業損失引当金 － 151 － － 151

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 毎事業年度末日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日

毎年３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え（注）１  

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り（注）２  

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告（http://www.sushiroglobalholdings.com/financial/）

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法とする。

株主に対する特典

 

 株主優待制度の内容
スシローで使用できる優待食事券を贈呈する
（注）４

 金額

年間3,000円分（半期1,500円分×２回）

なお、年間1,000円分（半期500円分）は土曜・日

曜・祝日を除く平日使用限定

 回数 年２回（権利確定：９月30日／３月31日）

 使用期限 ６ヶ月間

 使用条件

・会計金額1,000円毎に500円分の優待食事券を使用

　可能

・他の割引券との併用可能

 

　（注）１．当社株式は、東京証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第１項に規定する

振替株式となることから、当該事項はなくなる予定です。

２．当社株式は、東京証券取引所への上場に伴い、原則として証券会社等の口座管理機関を経由して行うことと

なることから、当該事項はなくなる予定です。

３．定款の規定により、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下の権利以外の権

利を行使することができません。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

４．株主優待制度は2017年９月30日現在の株主名簿に記載された株主様に対するご優待より実施いたします。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、上場企業でないため金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

 

２【その他の参考情報】

　該当事項はありません。
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第三部【特別情報】

第１【連動子会社の最近の財務諸表】
　当社は、連動子会社を有していないため、該当事項はありません。
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第四部【株式公開情報】

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】

移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2015年

12月８日

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

㈱スシローグ

ローバルホー

ルディングス

代表取締役社

長　水留浩一

大阪府吹田

市江坂町一

丁目22番２

号

当社 24,642,603,705 （注）４

当社の資

本政策に

よる

2015年

12月８日
古瀬洋一郎

東京都新宿

区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

㈱スシローグ

ローバルホー

ルディングス

代表取締役社

長　水留浩一

大阪府吹田

市江坂町一

丁目22番２

号

当社 36,407,093 （注）４

当社の資

本政策に

よる

2015年

12月８日

ジョン・ダー

キン

東京都新宿

区

特別利害関係

者等(当社取

締役、大株主

上位10名)

㈱スシローグ

ローバルホー

ルディングス

代表取締役社

長　水留浩一

大阪府吹田

市江坂町一

丁目22番２

号

当社 12,135,697 （注）４

当社の資

本政策に

よる

2015年

12月８日
豊﨑賢一

兵庫県伊丹

市

特別利害関係

者等(当社取

締役、大株主

上位10名)

㈱スシローグ

ローバルホー

ルディングス

代表取締役社

長　水留浩一

大阪府吹田

市江坂町一

丁目22番２

号

当社 152,909,790 （注）４

当社の資

本政策に

よる

2015年

12月８日
加藤智治

東京都渋谷

区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

㈱スシローグ

ローバルホー

ルディングス

代表取締役社

長　水留浩一

大阪府吹田

市江坂町一

丁目22番２

号

当社 129,851,965 （注）４

当社の資

本政策に

よる

2015年

12月８日
宇田武文

東京都練馬

区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

㈱スシローグ

ローバルホー

ルディングス

代表取締役社

長　水留浩一

大阪府吹田

市江坂町一

丁目22番２

号

当社 26,091,750 （注）４

当社の資

本政策に

よる

2015年

12月30日

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

水留浩一
東京都千代

田区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名、当

社代表取締役

社長)

17,942,583 （注）５

当社の資

本政策に

よる

2015年

12月30日

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

福田哲也
滋賀県大津

市

特別利害関係

者等(大株主

上位10名、当

社子会社取締

役)

1,121,411 （注）６

当社の資

本政策に

よる

2017年

２月１日
豊﨑賢一

兵庫県伊丹

市

特別利害関係

者等(当社取

締役、大株主

上位10名)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

401,681,211個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
水留浩一

東京都千代

田区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名、当

社代表取締役

社長)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

191,276,767個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日

ジョン・ダー

キン

東京都新宿

区

特別利害関係

者等(当社取

締役、大株主

上位10名)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

172,149,091個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
古瀬洋一郎

東京都新宿

区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

133,893,736個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
宇田武文

東京都練馬

区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

133,893,736個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
加藤智治

東京都渋谷

区

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

100,420,302個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
福田哲也

滋賀県大津

市

特別利害関係

者等(大株主

上位10名、当

社子会社取締

役)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

53,557,494個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
小林勲

神奈川県厚

木市

特別利害関係

者等(当社子

会社取締役)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

53,557,494個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
清水敬太

大阪府吹田

市

当社執行役員

特別利害関係

者等(当社子

会社取締役)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

53,557,494個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
森井理博

大阪府豊中

市

当社子会社元

取締役

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

10,711,498個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
木下嘉人

大阪府寝屋

川市

当社執行役員

特別利害関係

者等(当社子

会社取締役)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

6,885,960個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
堀江陽

兵庫県宝塚

市

当社子会社執

行役員

特別利害関係

者等(当社子

会社取締役)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
宮塚巧 堺市西区 当社従業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
福﨑知昌

大阪府守口

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
荒谷和男

滋賀県大津

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
田中俊作

大阪府豊中

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
新居耕平

大阪府吹田

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
武川貴訓

京都市西京

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
東南有希也

大阪府豊中

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
野口清史

兵庫県宝塚

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
中西健造

神戸市東灘

区

当社従業員

特別利害関係

者等(当社子

会社監査役)

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
内藤健次

兵庫県宝塚

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
平野貴大

大阪府池田

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
永井敏行

千葉市花見

川区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
上原吉就

大阪市都島

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

4,590,640個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
吉田司

滋賀県大津

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

3,442,980個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
六角圭

大阪府吹田

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

3,442,980個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
水津浩弥

兵庫県伊丹

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
松本久男

大阪府豊中

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
小島伸也

兵庫県伊丹

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
服部憲明

千葉県四街

道市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
関根伸介

京都府長岡

京市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
上吉川智昭

大阪府箕面

市
当社従業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
石原一

横浜市神奈

川区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
林恒希

横浜市戸塚

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
長船匠 横浜市緑区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
仁木祐司

仙台市太白

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
森圭司

奈良県生駒

郡

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
曽谷信彦

大阪府豊中

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
住田一起

兵庫県三木

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
多田幸代

東京都江東

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
中野智之

大阪府吹田

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
東秀起

千葉県流山

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
来義治

兵庫県伊丹

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
加島慎仁

埼玉県草加

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
矢野達也

兵庫県西宮

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
岡田俊輔

京都府亀岡

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
松尾一成

兵庫県川西

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
栗本伸一

福岡県糟屋

郡

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
出口好太郎 大阪市西区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
稲垣隆康

千葉県白井

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
森脇真人

大阪府八尾

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
萩原健

愛知県岡崎

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
李東志

神戸市長田

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
田中三喜男

大阪府寝屋

川市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
岡本亮

大阪府東大

阪市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
三上和徳

大阪府松原

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
島田太郎

大阪市阿倍

野区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
長崎哲郎

岐阜県羽島

郡

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
坂元隆史

北九州市八

幡西区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
奥本哲士

大阪府吹田

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
伊藤剛司 福岡市東区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
髙田賢二

川崎市川崎

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
沖村州洋

北九州市八

幡東区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
佐藤孝介

札幌市白石

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
坂口豊

大阪府吹田

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
小川礼隆

京都市中京

区
当社従業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
伊藤大雅

兵庫県西宮

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
望月なほみ

大阪府豊中

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
福島正美

神奈川県海

老名市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
杉原正人

大阪府大阪

狭山市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
深田健二郎

東京都大田

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
山本幸司

広島市佐伯

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
酒井大輔

京都市中京

区
当社従業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
吉田啓之

大阪市城東

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
髙橋浩文

大阪府吹田

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
津金圭一郎

千葉県白井

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

2,295,320個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
橋本壮介

山形県山形

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
上田幸司

兵庫県宝塚

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
松田一成

大阪府箕面

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
青山裕樹

茨城県つく

ば市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
阿部哲治

大阪府和泉

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
小野陽一

東京都福生

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
縄手将志

静岡市駿河

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
福森孝司

兵庫県宝塚

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
神保和喜

和歌山県紀

の川市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
竹田耕介

姫路市飾磨

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
辻本周平

大阪府三島

郡

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
上野崇志

大阪府箕面

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
柿崎領

兵庫県西宮

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
水谷昌道

滋賀県大津

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
鶴才

大阪府箕面

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
安田正武

埼玉県熊谷

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
山下久登

名古屋市東

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
播本和典

奈良県生駒

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
大月康嵩 浜松市中区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
荒木慶

大阪市城東

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
千葉泰之

石川県野々

市市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
長谷川亮

京都府相楽

郡

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
武田勇樹 堺市北区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
小林篤司

大阪市淀川

区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
橋寛行 堺市北区

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
今江幸正

兵庫県西宮

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
永井抄一郎

兵庫県尼崎

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

2017年

２月１日
清水飛鳥

大阪府豊中

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り
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移動年月日
移動前所有者
の氏名又は名
称

移動前所有
者の住所

移動前所有者
の提出会社と
の関係等

移動後所有者
の氏名又は名
称

移動後所有
者の住所

移動後所有者
の提出会社と
の関係等

移動株数
（株）

価格
（単価）
（円）

移動理由

2017年

２月１日
松尾智章

大阪府箕面

市

当社子会社従

業員

Consumer

Equity

Investments

Limited

Director

Paul

Armstrong

アイルラン

ド共和国、

ダ ブ リ ン

１ 、 ノ ー

ス・ウォー

ル ・ キ ー

25-28

特別利害関係

者等(大株主

上位10名)

新株予約権

1,147,660個
（注）８

本新株予

約権買取

合意に基

づく買取

り

　（注）１．当社は、東京証券取引所への上場を予定しておりますが、株式会社東京証券取引所（以下「取引所」とい

う。）が定める有価証券上場規程施行規則(以下「同施行規則」という。)第253条の規定に基づき、特別利

害関係者等(従業員持株会を除く。以下１において同じ)が、新規上場申請日の直前事業年度の末日から起算

して２年前の日(2014年10月１日)から上場日の前日までの期間において、当社の発行する株式又は新株予約

権の譲受け又は譲渡(上場前の公募等を除き、新株予約権の行使を含む。以下「株式等の移動」という。)を

行っている場合には、当該株式等の移動の状況を同施行規則第204条第１項第４号に規定する「新規上場申

請のための有価証券報告書(Ⅰの部)」に記載するものとするとされております。

２．当社は、同施行規則第254条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動状況に係る記載内容に

ついての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための事

務組織を適切に整備している状況にあることを確認するものとするとされております。また、当社は、当該

記録につき、取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされております。取引所は、当

社が当該提出請求に応じない場合は、当社の名称及び当該請求に応じない状況にある旨を公表することがで

きるとされております。また、取引所は、当該提出請求により提出された記録を検討した結果、上記株式等

の移動の状況に係る記載内容が明らかに正確でなかったと認められる場合には、当社及び幹事取引参加者の

名称並びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することができるとされております。

３．特別利害関係者等の範囲は次のとおりであります。

(1）当社の特別利害関係者…………役員、その配偶者及び二親等内の血族(以下「役員等」という。)、役員等

により総株主等の議決権の過半数を所有されている会社並びに関係会社及

びその役員

(2）当社の大株主上位10名

(3）当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員

(4）金融商品取引業者(金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業務を行う者に限る。)及びその

役員並びに金融商品取引業者の人的関係会社及び資本的関係会社

４．25,000,000,000円（単価１円）であり当事者間で交渉、決定した価格であります。

５．80,000,000円（単価4.45円）であり当事者間で交渉、決定した価格であります。

６．5,000,000円（単価4.45円）であり当事者間で交渉、決定した価格であります。

７．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しておりますが、上記の「移動株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合前の「移動株数」及び「価格

（単価）」を記載しております。

８．新株予約権の譲渡価格は、１株相当につき、2017年３月21日(火)に決定される予定の売出価格から新株予約

権の行使価額を控除した金額であり、2017年４月頃に支払われる予定であります。
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第２【第三者割当等の概況】

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】

項目 新株予約権⑥ 新株予約権⑦ 新株予約権⑧

発行年月日 2015年３月31日 2015年３月31日 2015年３月31日

種類 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

発行数 普通株式　191,276,767株 普通株式　474,239,183株 普通株式　209,639,266株

発行価格 2.280656145円（注）５ 3.040757915円（注）５ 2円（注）５

資本組入額 1.1403280725円 1.5203789575円 1円

発行価額の総額 436,236,534円 1,442,046,549円 419,278,532円

資本組入額の総額 218,118,267円 721,023,275円 209,639,266円

発行方法

2015年３月31日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

2015年３月31日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

2015年３月31日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

保有期間等に関する確約 （注）４ （注）４ （注）４

 
 

項目 新株予約権⑨ 新株予約権⑩ 新株予約権⑪

発行年月日 2016年６月20日 2016年６月20日 2016年９月29日

種類 第９回新株予約権 第10回新株予約権 第11回新株予約権

発行数 普通株式　78,600,000株 普通株式　89,604,717株 普通株式　19,650,000株

発行価格 5.921円（注）６ 3.378円（注）６ 5.921円（注）６

資本組入額 2.9605円 1.689円 2.9605円

発行価額の総額 465,390,600円 302,684,734円 116,347,650円

資本組入額の総額 232,695,300円 151,342,367円 58,173,825円

発行方法

2016年５月19日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

2016年５月19日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

2016年９月29日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

保有期間等に関する確約 （注）３、４ （注）３、４ （注）３、４
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項目 新株予約権⑫ 新株予約権⑬

発行年月日 2016年９月29日 2016年９月29日

種類 第12回新株予約権 第13回新株予約権

発行数 普通株式　19,650,000株 普通株式　72,615,899株

発行価格 5.921円（注）６ 3.378円（注）６

資本組入額 2.9605円 1.689円

発行価額の総額 116,347,650円 245,296,506円

資本組入額の総額 58,173,825円 122,648,253円

発行方法

2016年９月29日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

2016年９月29日の臨時株主

総会において、会社法第

236条及び第238条及び第

239条の規定に基づく新株

予約権の付与（ストック・

オプション）に関する決議

を行っております。

保有期間等に関する確約 （注）３ （注）３、４

　（注）１．上記の新株予約権⑥から新株予約権⑧は、2016年５月19日開催の臨時株主総会において、新株予約権発行要

項の一部を変更する決議を行っております。また、上記の新株予約権⑥から新株予約権⑬は、2016年12月15

日開催の定時株主総会において、新株予約権発行要項の一部を変更する決議を行っております。

２．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、株式会社東京証券取引所（以下「取引所」と

いう。）の定める規則は、以下のとおりであります。

(1）取引所の定める有価証券上場規程施行規則（以下「同施行規則」という。）第259条の規定において、新規

上場申請者が、新規上場申請日の直前事業年度の末日から起算して１年前より後において、役員又は従業員

等に報酬として新株予約権の割当てを行っている場合には、新規上場申請者は、割当てを受けた役員又は従

業員等との間で、書面により報酬として割当てを受けた新株予約権の継続所有、譲渡時及び取引所からの当

該所有状況に係る照会時の取引所への報告その他取引所が必要と認める事項について確約を行うものとし、

当該書面を取引所が定めるところにより提出するものとされております。

(2）当社が、前項の規定に基づく書面の提出等を行わないときは、取引所は上場申請の不受理又は受理の取消し

の措置をとるものとしております。

(3）当社の場合、上場申請日直前事業年度の末日は、2016年９月30日であります。

３．取引所の定める同施行規則第259条第１項第１号の規定に基づき、当社は、割当てを受けた役員又は従業員

等との間で、報酬として割当てを受けた新株予約権を、原則として、割当てを受けた日から上場日の前日又

は新株予約権の行使を行う日のいずれか早い日まで所有する等の確約を行っています。

４．当社経営陣等は、本書提出日現在保有する第６回新株予約権、第７回新株予約権、第８回新株予約権、第９

回新株予約権、第10回新株予約権、第11回新株予約権及び第13回新株予約権について、当社及び当社の株主

であるConsumer Equity Investments Limitedとの間で、一定の場合を除き、所定の期間中、その保有する

新株予約権及び当該新株予約権を行使の上で取得する当社普通株式を譲渡しないことに合意しております。

詳細については、「第二部 企業情報　第４ 提出会社の状況　１ 株式等の状況　(7)　ストックオプション

制度の内容（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）」をご

参照ください。

５．発行価格は、ブラック・ショールズ・モデルにより算定された価格を総合的に勘案して、決定しておりま

す。

６．発行価格は、出資金額を総合的に勘案して、算定された価格であります。
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７．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ

ります。
 

種類 新株予約権⑥ 新株予約権⑦ 新株予約権⑧

行使時の払込金額 １株につき2円 １株につき3円 １株につき2円

行使期間
2015年４月21日から

2019年12月27日まで

2015年４月21日から

2019年12月27日まで

2015年３月31日から

2019年12月27日まで

行使の条件

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

新株予約権の譲渡に関

する事項
同上 同上 同上

 

種類 新株予約権⑨ 新株予約権⑩ 新株予約権⑪

行使時の払込金額 １株につき5.921円 １株につき3.378円 １株につき5.921円

行使期間
2016年６月20日から

2019年12月27日まで

2016年６月20日から

2019年12月27日まで

2016年９月29日から

2019年12月27日まで

行使の条件

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

新株予約権の譲渡に関

する事項
同上 同上 同上

 

種類 新株予約権⑫ 新株予約権⑬

行使時の払込金額 １株につき5.921円 １株につき3.378円

行使期間
2019年９月30日から

2021年９月30日まで

2016年９月29日から

2019年12月27日まで

行使の条件

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

「第二部 企業情報 第４

提出会社の状況 １株式

等の状況 (2)新株予約権

等の状況」に記載してお

ります。

新株予約権の譲渡に関

する事項
同上 同上

 

８．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しておりますが、上記の「発行数」、「発行価格」、「資本組入額」及び「行使時の払込金額」は当該株

式併合前の「発行数」、「発行価格」、「資本組入額」及び「行使時の払込金額」を記載しております。
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２【取得者の概況】

新株予約権⑥

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

水留　浩一 東京都千代田区 会社役員 127,409
253,928,685

(1,993.02)

特別利害関係者等

（大株主上位10名）

（当社代表取締役社長）

（当社子会社代表取締役）

（当社子会社取締役）

　（注）１．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単

価）」を記載しております。

２．本新株予約権買取合意により、Consumer Equity Investments Limitedに全部の新株予約権を買取りされて

おります。詳細については、「第二部 企業情報　第４ 提出会社の状況　１ 株式等の状況　(7)　ストック

オプション制度の内容（Consumer Equity Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取につい

て）」をご参照ください。

 

新株予約権⑦

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

水留　浩一 東京都千代田区 会社役員 315,890
1,103,526,967

(3,493.39)

特別利害関係者等

（大株主上位10名）

（当社代表取締役社長）

（当社子会社代表取締役）

（当社子会社取締役）

　（注）2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併合し

ており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単価）」を記

載しております。

 

新株予約権⑧

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

森井　理博 大阪府豊中市 会社役員 10,192
20,312,859

(1,993.02)
当社子会社元取締役

木下　嘉人 大阪府寝屋川市 会社役員 2,293
4,569,994

(1,993.02)

当社執行役員

特別利害関係者等

（当社子会社取締役）

宮塚　巧 堺市西区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社従業員

福﨑　知昌 大阪府守口市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

荒谷　和男 滋賀県大津市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

田中　俊作 大阪府豊中市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

新居　耕平 大阪府吹田市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社執行役員

武川　貴訓 京都市西京区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員
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取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

吉田　司 滋賀県大津市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

東南　有希也 大阪府豊中市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

野口　清史 兵庫県宝塚市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

中西　健造 神戸市東灘区 会社役員 1,528
3,045,334

(1,993.02)

当社従業員

特別利害関係者等

（当社子会社監査役）

内藤　健次 兵庫県宝塚市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

平野　貴大 大阪府池田市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

永井　敏行 千葉市花見川区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

六角　圭 大阪府吹田市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

上原　吉就 大阪市都島区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

堀江　陽 兵庫県宝塚市 会社役員 764
1,522,667

(1,993.02)

当社子会社執行役員

特別利害関係者等

（当社子会社取締役）

　（注）１．新株予約権証券の目的である株式の総数が1,000株以下である従業員（特別利害関係者等を除く）75名、割

当株式総数57,300株に関する記載は省略しております。

２．退職等の理由により権利を喪失した者については、記載しておりません。

３．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単

価）」を記載しております。

４．本新株予約権買取合意により、Consumer Equity Investments Limitedに一部の新株予約権を買取りされて

おります。本書提出日現在の「取得者の氏名又は名称」及び「割当株数」は、Consumer Equity

Investments Limited 90,460株、森井理博 3,057株であります。詳細については、「第二部 企業情報　第

４ 提出会社の状況　１ 株式等の状況　(7)　ストックオプション制度の内容（Consumer Equity

Investments Limited又は当社による当社新株予約権買取について）」をご参照ください。

 

新株予約権⑨

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

スティーブ・

デイカス

アメリカ合衆国テキ

サス州オースティン
会社役員 133,220

465,389,415

(3,493.39)

特別利害関係者等

（当社代表取締役会長）

　（注）2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併合し

ており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単価）」を記

載しております。
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新株予約権⑩

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

木下　嘉人 大阪府寝屋川市 会社役員 46,377
92,430,288

(1,993.02)

当社執行役員

特別利害関係者等

（当社子会社取締役）

堀江　陽 兵庫県宝塚市 会社役員 2,293
4,569,994

(1,993.02)

当社子会社執行役員

特別利害関係者等

（当社子会社取締役）

荒谷　和男 滋賀県大津市 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社従業員

新居　耕平 大阪府吹田市 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社執行役員

武川　貴訓 京都市西京区 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社従業員

永井　敏行 千葉市花見川区 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社従業員

宮塚　巧 堺市西区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社従業員

福﨑　知昌 大阪府守口市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

林　恒希 横浜市戸塚区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

田中　俊作 大阪府豊中市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

吉田　司 滋賀県大津市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

東南　有希也 大阪府豊中市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

野口　清史 兵庫県宝塚市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

中西　健造 神戸市東灘区 会社役員 1,528
3,045,334

(1,993.02)

当社従業員

特別利害関係者等

（当社子会社監査役）

内藤　健次 兵庫県宝塚市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

平野　貴大 大阪府池田市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

六角　圭 大阪府吹田市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

吉田　啓之 大阪市城東区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

上原　吉就 大阪市都島区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

江本　充雄 大阪府寝屋川市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

前田　欣也 新潟県南魚沼市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

山本　直幹 兵庫県西宮市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

　（注）１．新株予約権証券の目的である株式の総数が1,000株以下である従業員（特別利害関係者等を除く）90名、割

当株式総数68,760株に関する記載は省略しております。
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２．退職等の理由により権利を喪失した者については、記載しておりません。

３．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単

価）」を記載しております。

 

新株予約権⑪

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

ポール・クオ 東京都品川区 会社役員 33,305
116,347,353

(3,493.39)

特別利害関係者等

（当社取締役）

　（注）2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併合し

ており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単価）」を記

載しております。

 

新株予約権⑫

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

ポール・クオ 東京都品川区 会社役員 33,305
116,347,353

(3,493.39)

特別利害関係者等

（当社取締役）

　（注）2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併合し

ており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単価）」を記

載しております。

 

新株予約権⑬

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

堀江　陽 兵庫県宝塚市 会社役員 9,937
19,804,639

(1,993.02)

当社子会社執行役員

特別利害関係者等

（当社子会社取締役）

新居　耕平 大阪府吹田市 会社員 9,937
19,804,639

(1,993.02)
当社子会社執行役員

荒谷　和男 滋賀県大津市 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社従業員

武川　貴訓 京都市西京区 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社従業員

野口　清史 兵庫県宝塚市 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社従業員

永井　敏行 千葉市花見川区 会社員 2,293
4,569,994

(1,993.02)
当社子会社従業員

宮塚　巧 堺市西区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社従業員

福﨑　知昌 大阪府守口市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

田中　俊作 大阪府豊中市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

吉田　司 滋賀県大津市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

東南　有希也 大阪府豊中市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員
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取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職
業及び事業
の内容等

割当株数
（株）

価格
（単価）
（円）

取得者と提出会社との関係

小川　礼隆 京都市中京区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社従業員

中西　健造 神戸市東灘区 会社役員 1,528
3,045,334

(1,993.02)

当社従業員

特別利害関係者等

（当社子会社監査役）

内藤　健次 兵庫県宝塚市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

平野　貴大 大阪府池田市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

酒井　大輔 京都市中京区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社従業員

六角　圭 大阪府吹田市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

上原　吉就 大阪市都島区 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

山本　直幹 兵庫県西宮市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

谷口　義裕 兵庫県川西市 会社員 1,528
3,045,334

(1,993.02)
当社子会社従業員

　（注）１．新株予約権証券の目的である株式の総数が1,000株以下である従業員（特別利害関係者等を除く）95名、割

当株式総数72,580株に関する記載は省略しております。

２．退職等の理由により権利を喪失した者については、記載しておりません。

３．2016年12月15日開催の第２期定時株主総会決議により、2016年12月22日付で普通株式590株を１株に株式併

合しており、上記の「割当株数」及び「価格（単価）」は当該株式併合後の「割当株数」及び「価格（単

価）」を記載しております。

 

 

３【取得者の株式等の移動状況】

「第１ 特別利害関係者等の株式等の移動状況」に記載のとおりであります。
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第３【株主の状況】

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
株式総数に対する所
有株式数の割合

（％）

Consumer Equity Investments

Limited（注）２

アイルランド共和国、ダブリン１、

ノース・ウォール・キー25-28

28,053,714

(1,019,655)

94.73

(3.44)

水留　浩一（注）２、４、６、７ 東京都千代田区
346,301

(315,890)

1.17

(1.07)

豊﨑　賢一（注）２、５ 兵庫県伊丹市
282,617

(114,668)

0.95

(0.39)

加藤　智治（注）２、14 東京都渋谷区
171,290

(28,667)

0.58

(0.10)

スティーブ・デイカス（注）３
アメリカ合衆国テキサス州オース

ティン

133,220

(133,220)

0.45

(0.45)

ジョン・ダーキン

（注）２、５、６、７
東京都新宿区

89,774

(76,445)

0.30

(0.26)

古瀬　洋一郎（注）２、13 東京都新宿区
78,209

(38,222)

0.26

(0.13)

宇田　武文（注）２、15 東京都練馬区
66,880

(38,222)

0.23

(0.13)

ポール・クオ（注）５ 東京都品川区
66,610

(66,610)

0.22

(0.22)

木下　嘉人（注）７、９ 大阪府寝屋川市
46,377

(46,377)

0.16

(0.16)

福田　哲也（注）２、７ 滋賀県大津市
17,189

(15,289)

0.06

(0.05)

小林　勲（注）７ 神奈川県厚木市
15,289

(15,289)

0.05

(0.05)

清水　敬太（注）７、９ 大阪府吹田市
15,289

(15,289)

0.05

(0.05)

堀江　陽（注）７、11 兵庫県宝塚市
12,230

(12,230)

0.04

(0.04)

新居　耕平（注）11 大阪府吹田市
12,230

(12,230)

0.04

(0.04)

荒谷　和男（注）12 滋賀県大津市
4,586

(4,586)

0.02

(0.02)

武川　貴訓（注）12 京都市西京区
4,586

(4,586)

0.02

(0.02)

永井　敏行（注）12 千葉市花見川区
4,586

(4,586)

0.02

(0.02)

野口　清史（注）12 兵庫県宝塚市
3,821

(3,821)

0.01

(0.01)

森井　理博（注）14 大阪府豊中市
3,057

(3,057)

0.01

(0.01)

宮塚　巧（注）10 堺市西区
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

福﨑　知昌（注）12 大阪府守口市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

田中　俊作（注）12 大阪府豊中市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

東南　有希也（注）12 大阪府豊中市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
株式総数に対する所
有株式数の割合

（％）

中西　健造（注）８、10 神戸市東灘区
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

内藤　健次（注）12 兵庫県宝塚市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

平野　貴大（注）12 大阪府池田市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

上原　吉就（注）12 大阪市都島区
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

吉田　司（注）12 滋賀県大津市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

六角　圭（注）12 大阪府吹田市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

山本　直幹（注）12 兵庫県西宮市
3,056

(3,056)

0.01

(0.01)

林　恒希（注）12 横浜市戸塚区
2,292

(2,292)

0.01

(0.01)

小川　礼隆（注）10 京都市中京区
2,292

(2,292)

0.01

(0.01)

酒井　大輔（注）10 京都市中京区
2,292

(2,292)

0.01

(0.01)

吉田　啓之（注）12 大阪市城東区
2,292

(2,292)

0.01

(0.01)

江本　充雄（注）12 大阪府寝屋川市
2,292

(2,292)

0.01

(0.01)

前田　欣也（注）12 新潟県南魚沼市
2,292

(2,292)

0.01

(0.01)

その他　96名 －
138,284

(138,284)

0.47

(0.47)

計 －
29,613,507

(2,154,591)

100.00

(7.28)

　（注）１．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

２．特別利害関係者等（大株主上位10名）

３．特別利害関係者等（当社代表取締役会長）

４．特別利害関係者等（当社代表取締役社長）

５．特別利害関係者等（当社取締役）

６．特別利害関係者等（当社子会社代表取締役）

７．特別利害関係者等（当社子会社取締役）

８．特別利害関係者等（当社子会社監査役）

９．当社執行役員

10．当社従業員

11．当社子会社執行役員

12．当社子会社従業員

13．当社元取締役

14．当社子会社元取締役

15．当社子会社元執行役員

16．（　）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。

17．上記の他、併合により発生した１株未満の端数が４株あります。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2017年２月14日

株式会社スシローグローバルホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 林　由佳　　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 徳野　大二　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スシローグローバルホールディングスの連結財務諸表、すなわち、2016年９月30日現在、2015年９月30日現

在及び2014年10月１日現在の連結財政状態計算書、2016年９月30日及び2015年９月30日に終了する２連結会計年度の連結

損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書並びに連結財務諸表注記につ

いて監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準に準拠し

て連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、国際会計基準に準拠して、株式会社スシローグローバルホールディングス及び

連結子会社の2016年９月30日現在、2015年９月30日現在及び2014年10月１日現在の財政状態並びに2016年９月30日及び

2015年９月30日をもって終了するそれぞれの連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社スシローグローバルホールディングス(E33000)

有価証券届出書（新規公開時）

207/210



 

 独立監査人の監査報告書  

 

 2017年２月14日

株式会社スシローグローバルホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 林　由佳　　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 徳野　大二　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スシローグローバルホールディングスの2015年10月１日から2016年９月30日までの第２期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

スシローグローバルホールディングスの2016年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2017年２月14日

株式会社スシローグローバルホールディングス  

 取締役会　御中 

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 林　由佳　　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 徳野　大二　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社スシローグローバルホールディングスの2015年３月31日から2015年９月30日までの第１期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行っ

た。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

スシローグローバルホールディングスの2015年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2017年２月14日

株式会社スシローグローバルホールディングス

 取締役会　御中 

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 林　由佳　　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 徳野　大二　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社スシ

ローグローバルホールディングスの2016年10月１日から2017年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（2016年10月１日から2016年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2016年10月１日から2016年12月31日まで）に

係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結

包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社スシローグローバルホールディングス及び連結子会社の2016年12月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券

届出書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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